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平成２７年１１月２０日
第２３回ＪＡ宮崎県大会

はじめに

　わたしたちＪＡの組合員・役職員は、協同組合運動の基本的な定義・価値・原則
（自主、自立、参加、民主的運営、公正、連帯等）に基づき行動します。
　そして、地球的視野に立って環境変化を見通し、組織・事業・経営の革新をはかり
ます。
　さらに、地域・全国・世界の協同組合の仲間と連携し、より民主的で公正な社会
の実現に努めます。
　このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に根ざした組織として
の社会的役割を誠実に果たします。

　本日、第２３回ＪＡ宮崎県大会を開催し、平成２８年度から向こう３ヵ年間、ＪＡグ
ループ宮崎が取り組むべき基本方針を決定いたします。
　農業・農村を取り巻く環境は、高齢化、過疎化が進展し、農業生産基盤、地域の
生活基盤の維持が危惧され、これらは重点的に取り組まなければならない課題で
あります。
　また、昨年からの政府主導による農協改革では、本年８月に農協法が大幅に改
正され、さらに、ＴＰＰ交渉が１０月の交渉参加国閣僚会議において大筋合意するな
ど、私たちを取り巻く情勢は激変しています。
　こうした中、ＪＡグループ宮崎の使命・役割は、「農業所得の向上への取り組み」、
「地域活性化への取り組み」であることを再確認し、ＪＡグループ宮崎の機能を発
揮して、取り組まなければなりません。
　今大会において、ＪＡグループ宮崎は、使命・役割を果たすために、｢『農』を基軸
として地域と共に歩むＪＡグループ宮崎｣をメインテーマに、「所得アップＧＯ！Ｇ
Ｏ！テン」運動、「『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり」運動、ＪＡグループ宮
崎の機能強化を決議し、実践していきます。
　「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動は、第２１回、第２２回のＪＡ宮崎県大会において
も決議し、組合員の所得確保が最優先課題であるとして取り組んできました。今
回の大会においても、今までの取り組みの総括、組合員の意識調査などを踏まえ
て、「農業所得１０％アップ」を運動目標として、引き続き最優先課題として取り組
みます。
　「『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり」運動は、「食」「農」「ＪＡ」の理解者・
応援者を増やし、地域に必要とされるＪＡを目指して、「１支所・支店１活動」に取り
組みます。
　大会決議事項の実践期間である３ヵ年間は、５年後に准組合員制度のあり方が
検討されるなど重要な期間であり、組合員・役職員が一体となって、協同組合理念
に基づき、決議した事項を着実に実践していくことが難局を乗り切り、３年後の目
標達成とつながるとの強い信念の基、取り組んでまいります。

１９５１年（Ｓ２６）、農協法公布４周年記念として制定された「農協組合員綱領」を改め、１９９７年（Ｈ９）の第
２１回ＪＡ全国大会で正式に決定しました。協同組合原則を踏まえ、ＪＡが果たすべき社会的役割・使命と
役職員ならびに組合員の心構えを宣言したものです。ＪＡグループの共通した理念となっています。

地域の農業を振興し、わが国の食と緑と水を守ろう。
環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮らせる
豊かな地域社会を築こう。
ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を
実現しよう。
自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に
経営し信頼を高めよう。
協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを
追求しよう。
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○農業従事者の減少
○農業法人の増加
○作付面積の減少
○農業産出額の減少

農 業農協改革
○農協法改正
○ＪＡグループ自己改革

地 域
○人口減少・高齢化
○地域生活基盤の衰退
○生産年齢人口の減少
○中山間地域の過疎化

情勢・環境変化
○国際化の進展
○食料・農業・農村
　基本計画見直し
○米政策の見直し
○地方創生等

〈大会議案策定の考え方〉 〈全体像〉
■現状 ｢農｣を基軸として地域と共に歩むＪＡグループ宮崎

JAグループ宮崎の使命・役割

議案

実践による自己改革の実現

Ⅰ ｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動の
　実践

メインテーマメインテーマ

○農業は宮崎県の基幹産業
○農業が地域経済・地域社会に果たす役割は大きい

○組合員：収量アップ・品質アップ
○ＪＡ：

Ⅱ ｢『食と農』『助けあい』を核とした
　仲間づくり｣運動の実践

Ⅲ JAグループ宮崎の機能強化

○｢食と農｣｢助けあい｣を通じた関係・
　つながりの強化

《販売力強化》
●農業所得安定のための契約的販売の拡大
●銘柄づくり等、付加価値を活用した販売力の強化
●輸出事業の拡大による国内外におけるブランド構築
《生産性向上》
●営農指導員と普及指導員の研修体系の連携体制構築
●営農指導員に必要とされるキャリア形成を踏まえた
　人事ローテーションの確立
●県域を越えた合同仕入れ等、多様な仕入手法の実施及び
　結集率向上による交渉力の強化
《営農基盤強化》
●産地経営体の育成支援
　・品目部会の取組み目標設定　・産地改革支援事業
●生産基盤強化
●各事業の特性を活かした支援

○正組合員の減少
○事業取扱高の減少

J A

○少子高齢化により人口減少が進展している中、農業面では、農業生産基盤が縮小し、食料消費も
減少傾向にある。さらに地域では中山間地をはじめとして、地域経済が停滞するとともに、生活
基盤の維持も危惧されている。
○ＪＡの経営については、正組合員の減少等により事業取扱量が減少傾向にあり、これまでの事業
管理費の圧縮による事業利益確保は困難となってきている。
○農業をめぐる情勢については、ＴＰＰ交渉が大筋合意される等、急速な国際化の進展が懸念される
とともに、食料・農業・農村基本計画の見直し、米政策の見直し、地方創生等の動きがある。

■農協改革
○農協改革では、農協法が改正され、ＪＡの経営目的の明確化として農業者の農業所得の増大に
最大限の配慮をすることが明記された。
○准組合員の事業利用規制のあり方については、５年間の事業利用状況や改革の実施状況の調査
を経て、検討を加えて、結論を得ることとなった。

■使命・役割
○ＪＡグループ宮崎の使命・役割は、｢農業所得の向上への取り組み｣と｢地域活性化への取り組み｣
であることを再確認し、その達成に向けて取り組む必要がある。
○ＪＡグループ宮崎の使命・役割を果たす姿として、農業所得の向上に向けて組合員が｢元気な農業｣に
取り組み、農業振興への取り組みや総合事業の展開を通して、ＪＡと地域社会とのつながりを強化
し、地域に必要とされるＪＡを目指す。

■大会議案
○このような内容を踏まえ、今大会のメインテーマとして、｢『農』を基軸として地域と共に歩むＪＡ
グループ宮崎｣を掲げ、３つの議案を大会で決議するものとする。

■実践
○ＪＡグループ宮崎の使命・役割の実現に向けて、組合員の主体的な協同活動とＪＡ役職員の積極的
な協同活動の一体的な取り組みにより、｢協同の力｣を発揮して実践する。

※ＴＰＰ交渉の大筋合意を受けて、協定内容、発効によっては多大な影響が想定されるが、長期的な視点での分析・検討により、関係機関と
十分な連携のもと、対応する。

＜第２３回ＪＡ宮崎県大会メインテーマ＞

｢農｣を基軸として地域と共に歩むＪＡグループ宮崎
Ⅰ　｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動の実践
Ⅱ　｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動の実践
Ⅲ　ＪＡグループ宮崎の機能強化

大会議案

●｢食と農｣の取組みによる仲間づくり
●｢助けあい｣活動の取組みによるつながりづくり

○ＪＡ事業利用を通じた関係・つながりの強化
●組合員・地域住民の視点に立ったサービスの提供
●ＪＡ事業サービスを通じた地域への貢献活動

○｢１支所・支店１活動｣の実践
●｢１支所・支店１活動｣の実践

○経営基盤の強化　○ＪＡグループ宮崎の総合力の発揮
○広報機能の強化

意識調査

農業者の
所得向上に関する

調査

意識調査

ＪＡ（農協）に
関する調査農業所得の向上への取組み 地域活性化への取組み

第２３回ＪＡ宮崎県大会議案について
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○農協法改正
○ＪＡグループ自己改革

地 域
○人口減少・高齢化
○地域生活基盤の衰退
○生産年齢人口の減少
○中山間地域の過疎化

情勢・環境変化
○国際化の進展
○食料・農業・農村
　基本計画見直し
○米政策の見直し
○地方創生等

〈大会議案策定の考え方〉 〈全体像〉
■現状 ｢農｣を基軸として地域と共に歩むＪＡグループ宮崎

JAグループ宮崎の使命・役割

議案

実践による自己改革の実現

Ⅰ ｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動の
　実践

メインテーマメインテーマ

○農業は宮崎県の基幹産業
○農業が地域経済・地域社会に果たす役割は大きい

○組合員：収量アップ・品質アップ
○ＪＡ：

Ⅱ ｢『食と農』『助けあい』を核とした
　仲間づくり｣運動の実践

Ⅲ JAグループ宮崎の機能強化

○｢食と農｣｢助けあい｣を通じた関係・
　つながりの強化

《販売力強化》
●農業所得安定のための契約的販売の拡大
●銘柄づくり等、付加価値を活用した販売力の強化
●輸出事業の拡大による国内外におけるブランド構築
《生産性向上》
●営農指導員と普及指導員の研修体系の連携体制構築
●営農指導員に必要とされるキャリア形成を踏まえた
　人事ローテーションの確立
●県域を越えた合同仕入れ等、多様な仕入手法の実施及び
　結集率向上による交渉力の強化
《営農基盤強化》
●産地経営体の育成支援
　・品目部会の取組み目標設定　・産地改革支援事業
●生産基盤強化
●各事業の特性を活かした支援

○正組合員の減少
○事業取扱高の減少

J A

○少子高齢化により人口減少が進展している中、農業面では、農業生産基盤が縮小し、食料消費も
減少傾向にある。さらに地域では中山間地をはじめとして、地域経済が停滞するとともに、生活
基盤の維持も危惧されている。
○ＪＡの経営については、正組合員の減少等により事業取扱量が減少傾向にあり、これまでの事業
管理費の圧縮による事業利益確保は困難となってきている。
○農業をめぐる情勢については、ＴＰＰ交渉が大筋合意される等、急速な国際化の進展が懸念される
とともに、食料・農業・農村基本計画の見直し、米政策の見直し、地方創生等の動きがある。
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最大限の配慮をすることが明記された。
○准組合員の事業利用規制のあり方については、５年間の事業利用状況や改革の実施状況の調査
を経て、検討を加えて、結論を得ることとなった。

■使命・役割
○ＪＡグループ宮崎の使命・役割は、｢農業所得の向上への取り組み｣と｢地域活性化への取り組み｣
であることを再確認し、その達成に向けて取り組む必要がある。
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し、地域に必要とされるＪＡを目指す。

■大会議案
○このような内容を踏まえ、今大会のメインテーマとして、｢『農』を基軸として地域と共に歩むＪＡ
グループ宮崎｣を掲げ、３つの議案を大会で決議するものとする。

■実践
○ＪＡグループ宮崎の使命・役割の実現に向けて、組合員の主体的な協同活動とＪＡ役職員の積極的
な協同活動の一体的な取り組みにより、｢協同の力｣を発揮して実践する。

※ＴＰＰ交渉の大筋合意を受けて、協定内容、発効によっては多大な影響が想定されるが、長期的な視点での分析・検討により、関係機関と
十分な連携のもと、対応する。

＜第２３回ＪＡ宮崎県大会メインテーマ＞

｢農｣を基軸として地域と共に歩むＪＡグループ宮崎
Ⅰ　｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動の実践
Ⅱ　｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動の実践
Ⅲ　ＪＡグループ宮崎の機能強化

大会議案

●｢食と農｣の取組みによる仲間づくり
●｢助けあい｣活動の取組みによるつながりづくり

○ＪＡ事業利用を通じた関係・つながりの強化
●組合員・地域住民の視点に立ったサービスの提供
●ＪＡ事業サービスを通じた地域への貢献活動

○｢１支所・支店１活動｣の実践
●｢１支所・支店１活動｣の実践

○経営基盤の強化　○ＪＡグループ宮崎の総合力の発揮
○広報機能の強化

意識調査

農業者の
所得向上に関する

調査

意識調査

ＪＡ（農協）に
関する調査農業所得の向上への取組み 地域活性化への取組み
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１．県内販売農家と農業就業人口
販売農家数、農業就業人口は減少。

○前回大会との比較
前回大会時（平成24年）と比較し、販売農家数、農業就業人口の減少が加速化。

※平成２５年の数値は農業構造動態調査より。平成３５年の数値は、すう勢による見通し。
※販売農家～経営耕地面積が30a以上又は農産物販売金額 が50万円以上の農家
※主業農家～農業所得が主（農家所得の50％以上が農業所得）で、1年間に60日以上農業に従事している65歳未満の者がいる農家
※農業就業人口～調査期日前1年間に農業とそれ以外の仕事の両方に従事していた者のうち、農業に従事していた割合が高い者

（単位：戸、人）

販売農家数の比較 農業就業人口の比較
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項目 平成25年度（A） 平成35年度（B） 増減数（BーA） 増減率（B／A）

66.0%

63.0%

54.8%

△9,342

△3,623

△21,612

18,158

6,177

26,188

27,500

9,800

47,800

販売農家
主業農家

農業就業人口

（単位：ha）

（単位：ha）

4,6784,6854,4453,020

項目

耕作放棄地等

平成7年度 平成12年度 平成17年度 平成22年度

項目 平成25年度（A） 平成35年度（B） 増減数（BーA） 増減率（B／A）

93.4%

96.8%

96.8%

△4,811

△1,209

△1,000

68,589

35,991

30,300

73,400

37,200

31,300

作付延べ面積

耕地面積
田

畑

販売農家数（前回）

販売農家数（今回）

農業就業人口（前回）

農業就業人口（今回）

２．農地
作付延べ面積の方が耕地面積よりやや多く減少。

【参考資料】耕作放棄地等の推移

※平成２５年の数値は、宮崎県資料より。Ｈ３５年の数値は、すう勢による見通し。

※農林業センサスより。

田 畑 作付延べ面積

農業・農家の見通し
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４．新規就農者
新規就農者数はここ数年横ばい。
法人就農は平成２１年の２１４人をピークに減少し、近年は横ばい。

※平成17年、22年の数値は農林業センサス、平成２５年の数値は、農業構造動態調査資料より。

※宮崎県資料より。
※自営就農者～学卒就農者、研修後就農者、離職就農者、新規参入者の合計を指す。

173
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154
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175

214

項目

自営就農者

農業法人就農者

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

（単位：人）
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15～39歳

19

19 21 23 25 27 29 31 33 35 37

20 21 22 23 24 25

40～49歳 50～59歳 60～64歳 65歳以上

平成17年 平成22年 平成25年

新規就農者・法人就農者の推移

1200

1000

800

600

400

200
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（人）
農業法人・集落営農組織数の増加率

（年）

（年）

新規就農者数法人就農者

農業法人数（前回）

農業法人数（今回）

集落営農組織数（前回）

集落営農組織数（今回）

５．農業法人数
農業法人、集落営農組織ともに増加。

○前回大会との比較
前回大会時（平成24年）と比較し、農業法人数の増加が加速化。
集落営農組織数の増加は減速傾向。

６．農業産出額の見通し
全体の農業産出額は減少。

※平成２５年の数値は、宮崎県資料より。平成３５年の数値は、すう勢による見通し。

※平成２５年の数値は、宮崎県資料より。平成３５年の数値は、すう勢による見通し。

３．基幹的農業従事者の年齢別従事者数
65歳以上の農業従事者が55.3％。

（単位：法人）

項目 平成25年度（A）平成35年度（B） 増減数（BーA） 増減率（B／A）

147.8%

188.0%

124.6%

189.3%

350

95

31

25

1,082

203

157

53

732

108

126

28

農業法人数
他産業からの参入法人

集落営農法人

集落営農組織

（単位：億円）

項目 平成25年度（A） 平成35年度（B） 増減数（BーA） 増減率（B／A）

95.7%

103.2%

90.3%

△137

43

△180

3,076

1,406

1,670

3,213

1,363

1,850

全体

耕種

畜産

農業・農家の見通し
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（単位：百万円）

２．県内市町村の人口推移
２０４０年には、約８５％の市町村で、２０％以上の人口減少が懸念される。
２０４０年で２０％以上減少しない市町村は、宮崎市、都城市、日向市、三股町の４市町村のみ。

※２０１０年までは平成２２年度国勢調査による宮崎県資料。
※２０１５年以降は国立社会保障・人口問題研究所の将来推計による見通し。

※２０１０年の人口は平成２２年度国勢調査の数値を使用。
※国立社会保障・人口問題研究所の将来推計値を基に算出。

2010年を100とした指数 2020年
数 割合

2030年
数 割合

2040年
数 割合

９０超

９０～８０

８０～７０

７０～６０

６０～５０

５０以下

合計
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１．県内ＪＡ組合員戸数の増減
現状のまま推移すると、平成３５年に、正組合員は３０％程度減少する懸念。

２．県内ＪＡ事業取扱高
員外利用を現状のままと仮定すれば、正組合員の利用割合が高い事業の取扱高は、３０％近く減少
する。

※平成３５年度の数値はすう勢による。

※平成25年よりも正組合員が３０％減少、准組合員が２０％増えたと想定。
※正：准の事業寄与割合は、平成25年の各事業実績を基に算出。
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宮崎県の人口と高齢化の見通し JA経営の見通し

１．宮崎県の人口推移
少子高齢化に伴い、２０２５年（平成３７年）には１，０３４千人と推計され、２０１５年（平成２７年）と比較
すると６．６％減少。２０２５年の高齢者（６５歳以上）は、３５５千人となり、高齢化率は３４．３％。２０４０年
には９０１千人に減少。
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実践結果を評価

（1）運動の取組み

（２）取組み目標の数量化・管理

（１）基本５項目について、全ＪＡ・連合会が取組み事項を決定・実践

（２）取組み目標の数量化・管理

１．営農指導の強化

基本５項目
２．みやざきブランドの確立による販売力の強化

５．予約購買推進４．生産コスト対策（特許切れ農薬、ＢＢ肥料フレコン等）

３．経営・技術データ活用による経営改善支援

各ＪＡ・県連で取組事項を決定

平成２５年度（２２７項目）

収量・品質アップ
（平成２６年度）

平成２６年度（３２３項目） 平成２７年度（３３２項目）

実 践 次年度対策へ

栽培面積・常時頭数
部会毎に

目標数値を
設定

産地改革支援活動
（県との共同事業）

データによる産地分析、技術・経営課題に応じた
支援を実施（平成２６年度：３２部会）

部会数：９４部会
目標設定項目数：４２７　目標達成項目数：１８２

実績、
目標達成者数
により検証

（平成２７年度：９９部会、
４４７項目を目標設定）

１０ａ当たり収量

肥育牛：出荷月齢
繁殖牛：分娩間隔
養　豚：１頭当たり年間分娩回数等

【参考：所得目標１０％アップに向けて設定した年度別目標所得に対する達成率】

前回大会｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動の総括

Ⅰ. 取組み Ⅲ. 成果

Ⅳ. 課題

Ⅱ. 結果

（平成２５年度：９９．７％　平成２６年度：１０２．１％）

有機的な連結の
強化が必要

さらなる収量・品質アップが必要

（１）｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動

（２）収量・品質アップによる農業所得向上

計数で検証
部会毎の目標設定

産地改革支援

組合員の所得向上がＪＡの基本的役割である

組合員・役職員の共通認識する礎として定着しつつある

｢所得アップ
ＧＯ！ＧＯ！テン｣

運動

動機づけ 次のステップへ

部会での協同活動

組合員個々の取組み

ＪＡの営農・経営指導
及び県の普及事業
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Ⅰ  所得アップＧＯ！ＧＯ！テン運動の実践

○契約的取引を含めた販売対策の強化
業務・加工用青果物の契約栽培を拡充すると共に買取販売の取り組みも進め更なる販売対策の
強化に取り組む。

○マーケットインに基づく生産・販売事業方式への転換
多様化する消費・販売ニーズを把握した上での商品づくり、それに伴う産地づくりの構築に努め、
ブランド力の向上に取り組む。

○付加価値の増大と新たな需要開拓への挑戦
青果物の健康・機能性に着目した販売戦略の拡大および海外輸出・外食事業の取り組み強化に
よるブランド戦略の実践に取り組む。

農業所得向上に向けた｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動

実践策

｢農業所得の向上｣を図り、農家を元気にすることがＪＡグループ宮崎の役割・使命であり、その役割発揮
に向けた具体的な実践策として、第２１回、第２２回のＪＡ宮崎県大会から実践している｢所得アップＧＯ！
ＧＯ！テン｣運動を継続実施し、ＪＡの｢総合力｣を発揮して農業所得の向上に向け総力を上げて取り組む。

｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動の内容
｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動とは、組合員が経営管理・生産管理の実践を通して「収量アップ」と
「品質アップ」に努め、【重点取組】として設定した部会目標を達成することで、『農業所得１０％アップ』を
目指す運動であり、ＪＡグループ宮崎は、「販売力強化」・「生産性向上」・「営農基盤強化」をグループ一丸
となって取り組み、『組合員の最大限の所得確保』の実現に向け、組合員とともに邁進します。

１．販売力強化

（１）営農指導の強化

実
践
事
項

○宮崎方式営農支援体制の確立
営農指導員と普及指導員が連携した研修体系を構築し、生産現場での技術・経営指導の更なる連携
強化を図ることにより、ＪＡグループ宮崎と県が一体となって産地づくりを実施する体制を構築する。
また、品目特性に応じ、地域や県域等での適切な区分による営農指導体制を構築する。さらに、
営農指導員に必要とされるキャリア形成を踏まえた人事ローテーションの確立に取り組む。

○営農指導にかかる技術情報、経営情報等の一元化・ＩＣＴ活用
営農指導にかかる業務の効率化・合理化や情報の記録・蓄積・共有化を図るため、組合員情報
（作業日誌・掲示板等）を活用した営農指導員と組合員との情報共有サービスや営農指導員支援
システム、生産管理システム（生産履歴情報、圃場管理等）の活用推進に取り組む。

２．生産性向上

実
践
事
項

営 農 基 盤 強 化

生 産 性 向 上

販 売 力 強 化

収 量 ア ッ プ

品 質 ア ッ プ

【
運
動
目
標
】　
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プ
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プ
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崎

【
重
点
取
組
】　
部
会
目
標
へ
の
取
組
み

ＪＡ
グ
ル
ー
プ（
全
国
）

国・
県・
市
町
村

「 所 得 ア ッ プ G O ！ G O ！ テ ン 」 運 動 の 浸 透

【
 第

三
次

｢所
得

ア
ッ

プ
Ｇ

Ｏ！
Ｇ

Ｏ！
テ

ン
｣運

動
の

実
践

 】
　
Ｇ
Ｏ
Ｇ
Ｏ
テ
ン
は
、組
合
員
が
経
営
管
理
・
生
産
管
理
の
実
践
を
通
し
て「
収
量
ア
ッ
プ
」と

「
品
質
ア
ッ
プ
」に
努
め
、【
重
点
取
組
】と
し
て
設
定
し
た
部
会
目
標
を
達
成
す
る
こ
と
で
、

『
農
業
所
得
１０
％
ア
ッ
プ
』を
目
指
す
運
動
で
す
。Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
は
、「
販
売
力
強
化
」や
「
生

産
性
向
上
」と
「
営
農
基
盤
強
化
」を
JA
グ
ル
ー
プ
一
丸
と
な
っ
て
取
り
組
み
、『
組
合
員
の

最
大
限
の
所
得
確
保
』の
実
現
に
向
け
組
合
員
と
と
も
に
邁
進
し
ま
す
。

組 合 員 の 取 組 み

収 量 ・ 品 質 ア ッ プ

○
営
農
基
本
技
術
の
励
行（
適
正
施
肥
・
防
除
、省
エ
ネ
、機
械
の
有
効
利
用
等
）

○
作
業
日
誌
・
農
業
簿
記
の
記
録
・
記
帳

○
計
数
管
理
に
よ
る
経
営
改
善

○
低
コ
ス
ト
資
材
・
自
給
飼
料
の
活
用

○
個
体
管
理
・
家
畜
衛
生
管
理
の
徹
底

J A グ ル ー プ 宮 崎 の 取 組 み （ 一 体 的 取 組 み ）

販 売 力 強 化 生 産 性 向 上 営 農 基 盤 強 化

○
農
業
所
得
安
定
の
た
め
の
契
約
的
販
売
の
拡
大

○
銘
柄
づ
く
り
等
、付
加
価
値
を
活
用
し
た
販
売
力
の
強
化

○
輸
出
事
業
の
拡
大
に
よ
る
国
内
外
に
お
け
る
ブ
ラ
ン
ド
構
築

○
営
農
指
導
の
強
化

　
◆
営
農
指
導
員
と
普
及
指
導
員
の
研
修
体
系
の
連
携
体
制
の
構
築

　
◆
営
農
指
導
員
に
必
要
と
さ
れ
る
キ
ャ
リ
ア
形
成
を
踏
ま
え
た
人
事
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン

　
　
の
確
立

○
生
産
性
向
上
に
向
け
た
仕
組
み
づ
く
り

　
◆
県
域
を
越
え
た
合
同
仕
入
れ
等
、多
様
な
仕
入
手
法
の
実
施
及
び
結
集
率
向
上
に

　
　
よ
る
交
渉
力
の
強
化

○
産
地
経
営
体
の
育
成
支
援

　
◆
品
目
部
会
の
取
組
み
目
標
設
定

　
◆
産
地
改
革
支
援
事
業

○
生
産
基
盤
強
化

○
各
事
業
の
特
性
を
活
か
し
た
支
援
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Ⅰ  「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動の実践

○契約的取引を含めた販売対策の強化
業務・加工用青果物の契約栽培を拡充すると共に買取販売の取り組みも進め更なる販売対策の
強化に取り組む。

○マーケットインに基づく生産・販売事業方式への転換
多様化する消費・販売ニーズを把握した上での商品づくり、それに伴う産地づくりの構築に努め、
ブランド力の向上に取り組む。

○付加価値の増大と新たな需要開拓への挑戦
青果物の健康・機能性に着目した販売戦略の拡大および海外輸出・外食事業の取り組み強化に
よるブランド戦略の実践に取り組む。

農業所得向上に向けた｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動

実践策

｢農業所得の向上｣を図り、農家を元気にすることがＪＡグループ宮崎の役割・使命であり、その役割発揮
に向けた具体的な実践策として、第２１回、第２２回のＪＡ宮崎県大会から実践している｢所得アップＧＯ！
ＧＯ！テン｣運動を継続実施し、ＪＡの｢総合力｣を発揮して農業所得の向上に向け総力を上げて取り組む。

｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動の内容
｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動とは、組合員が経営管理・生産管理の実践を通して「収量アップ」と
「品質アップ」に努め、【重点取組】として設定した部会目標を達成することで、『農業所得１０％アップ』を
目指す運動であり、ＪＡグループ宮崎は、「販売力強化」・「生産性向上」・「営農基盤強化」をグループ一丸
となって取り組み、『組合員の最大限の所得確保』の実現に向け、組合員とともに邁進します。

１．販売力強化

（１）営農指導の強化

実
践
事
項

○宮崎方式営農支援体制の確立
営農指導員と普及指導員が連携した研修体系を構築し、生産現場での技術・経営指導の更なる連携
強化を図ることにより、ＪＡグループ宮崎と県が一体となって産地づくりを実施する体制を構築する。
また、品目特性に応じ、地域や県域等での適切な区分による営農指導体制を構築する。さらに、
営農指導員に必要とされるキャリア形成を踏まえた人事ローテーションの確立に取り組む。

○営農指導にかかる技術情報、経営情報等の一元化・ＩＣＴ活用
営農指導にかかる業務の効率化・合理化や情報の記録・蓄積・共有化を図るため、組合員情報
（作業日誌・掲示板等）を活用した営農指導員と組合員との情報共有サービスや営農指導員支援
システム、生産管理システム（生産履歴情報、圃場管理等）の活用推進に取り組む。

２．生産性向上

実
践
事
項

営 農 基 盤 強 化

生 産 性 向 上

販 売 力 強 化

収 量 ア ッ プ

品 質 ア ッ プ

【
運
動
目
標
】　
農
業
所
得
１０
％
ア
ッ
プ

部
会・
組
合
員

ＪＡ
グ
ル
ー
プ
宮
崎

【
重
点
取
組
】　
部
会
目
標
へ
の
取
組
み

ＪＡ
グ
ル
ー
プ（
全
国
）

国・
県・
市
町
村

「 所 得 ア ッ プ G O ！ G O ！ テ ン 」 運 動 の 浸 透

【
 第

三
次

｢所
得

ア
ッ

プ
Ｇ

Ｏ！
Ｇ

Ｏ！
テ

ン
｣運

動
の

実
践

 】
　
Ｇ
Ｏ
Ｇ
Ｏ
テ
ン
は
、組
合
員
が
経
営
管
理
・
生
産
管
理
の
実
践
を
通
し
て「
収
量
ア
ッ
プ
」と

「
品
質
ア
ッ
プ
」に
努
め
、【
重
点
取
組
】と
し
て
設
定
し
た
部
会
目
標
を
達
成
す
る
こ
と
で
、

『
農
業
所
得
１０
％
ア
ッ
プ
』を
目
指
す
運
動
で
す
。Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
は
、「
販
売
力
強
化
」や
「
生

産
性
向
上
」と
「
営
農
基
盤
強
化
」を
JA
グ
ル
ー
プ
一
丸
と
な
っ
て
取
り
組
み
、『
組
合
員
の

最
大
限
の
所
得
確
保
』の
実
現
に
向
け
組
合
員
と
と
も
に
邁
進
し
ま
す
。

組 合 員 の 取 組 み

収 量 ・ 品 質 ア ッ プ

○
営
農
基
本
技
術
の
励
行（
適
正
施
肥
・
防
除
、省
エ
ネ
、機
械
の
有
効
利
用
等
）

○
作
業
日
誌
・
農
業
簿
記
の
記
録
・
記
帳

○
計
数
管
理
に
よ
る
経
営
改
善

○
低
コ
ス
ト
資
材
・
自
給
飼
料
の
活
用

○
個
体
管
理
・
家
畜
衛
生
管
理
の
徹
底

J A グ ル ー プ 宮 崎 の 取 組 み （ 一 体 的 取 組 み ）

販 売 力 強 化 生 産 性 向 上 営 農 基 盤 強 化

○
農
業
所
得
安
定
の
た
め
の
契
約
的
販
売
の
拡
大

○
銘
柄
づ
く
り
等
、付
加
価
値
を
活
用
し
た
販
売
力
の
強
化

○
輸
出
事
業
の
拡
大
に
よ
る
国
内
外
に
お
け
る
ブ
ラ
ン
ド
構
築

○
営
農
指
導
の
強
化

　
◆
営
農
指
導
員
と
普
及
指
導
員
の
研
修
体
系
の
連
携
体
制
の
構
築

　
◆
営
農
指
導
員
に
必
要
と
さ
れ
る
キ
ャ
リ
ア
形
成
を
踏
ま
え
た
人
事
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン

　
　
の
確
立

○
生
産
性
向
上
に
向
け
た
仕
組
み
づ
く
り

　
◆
県
域
を
越
え
た
合
同
仕
入
れ
等
、多
様
な
仕
入
手
法
の
実
施
及
び
結
集
率
向
上
に

　
　
よ
る
交
渉
力
の
強
化

○
産
地
経
営
体
の
育
成
支
援

　
◆
品
目
部
会
の
取
組
み
目
標
設
定

　
◆
産
地
改
革
支
援
事
業

○
生
産
基
盤
強
化

○
各
事
業
の
特
性
を
活
か
し
た
支
援
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○生産から販売までのトータルコスト低減と低コスト生産技術の確立・普及
耕種部門では省力・効率化資材や低コスト・省力化機器の普及推進及び土地利用型野菜の機械化
一貫体系の構築に努め、また、県域を越えた合同仕入れ等、多様な仕入れ手法を実施すると共に
結集率向上による交渉力の強化に取り組む。畜産部門では自給粗飼料の増産、食用残渣等の利用
や銘柄集約を視野に入れた低コスト飼料の普及に取り組む。

○青果物物流体制の構築による輸送の効率化
輸送組織の一元体制および県域・ＪＡ域を越えた物流体制の構築、予冷庫再整備の促進支援を図り、
物流の安定化と効率化に取り組む。

（１）産地経営体の育成･支援
○家族（個別）経営体の確保・育成・支援

家族経営体における①研修・就農期、②規模拡大期、③事業継承期、等の発展ステージにあわせた
支援体制の確立を図るとともに、ＪＡグループ宮崎と県が連携した農業者研修カリキュラム及び
その実践体制の確立を図る。また、新規就農について、募集・研修・就農準備・営農確立を支援
パッケージとして整備し、組合員子弟を含めた新規就農者の円滑な就農支援体制を確立する。

品目部会の取り組み目標を設定し、産地改革支援事業等の活用により所得の向上を図る。また
施設・農機等の計画的な営農基盤整備の支援を行う。また、品目部会の組織力の強化のため、部会
運用ルールや販売方法の多様化、迅速な意思決定ができる体制づくりに向けた検討を進める。

○品目部会の育成・支援

農業法人等大規模経営体や品目部会の役員等、地域農業のリーダーへ定期的に出向く「アシスト
活動」を通じて、意見や要望等を確実に受け止め、関係各部署で共有し、迅速に回答する体制づくり
に取り組む。　
　※アシスト（ASSIST：Agriculture・Super Support・Innovation・Specialist・Team）

○農業法人等大規模経営体の育成・支援

集落における水田農業の構造改革を図るため、各関係機関及び農産・担い手・農地・畜産等の担当
部署間で連携し、集落営農組織の設立及び運営支援を行う。

○集落営農組織の育成・支援

３．営農基盤強化

実
践
事
項

（２）生産基盤の強化
○農用地の面的集積対策

高齢者・離農者等の出し手から地域と共生する次世代の担い手に対する農用地の利用権設定及び
面的集積の促進に向け、農地中間管理事業等の積極的な活用に取り組む。

畜産部門においては、酪農における担い手及び支援組織への対策、肉用牛における繁殖基盤拡充、
養豚における肥育預託事業拡大により生産基盤の維持に取り組む。

○畜産・酪農対策の実施

実
践
事
項

（３）各事業の特性を活かした支援
○産地改革支援活動の展開

産地を構成する経営体（農業者）に対して、生産に関するデータを基にした産地分析を実施し、
基本技術の確実な実施や技術力、経営内容に応じた支援を講じ、主に販売額の増大を通して経営
改善を促し、産地のレベルアップに取り組む。

○農業経営コンサルティングの実施
経営改善、経営規模拡大等、更なる経営力向上を図る組合員を支援するためＪＡグループは関係
機関と連携し、農業経営コンサルティングを実施する。

○農業メインバンク機能の強化
農業メインバンク機能強化のため、農機具等リース支援事業や利子補給制度、新規就農応援事業、
ファンド等を活用した農業経営支援に取り組む。また、農業振興に結び付く金融商品・サービスを
提供する。

○農業リスク分野への対応強化
農業リスクコンサルティングの実施や農業リスク分野への保障提供など農業経営安定化のサポート
に取り組む。

実
践
事
項

（４）総合的な支援
○営農サポートセンターによる支援

増加する農業法人等大規模経営体等「産地経営体」への対応とともに、組合員の所得向上に向けた
営農基盤強化を図るための「営農サポートセンター」機能により、ＪＡグループ宮崎の総合力発揮に
よる営農基盤強化支援対策（※）や全国連が実施する農業所得増大・地域活性化応援プログラム等
に取り組む。

※営農基盤強化支援対策…平成２７年度から平成３０年度までの４カ年間、ＪＡグループ宮崎が
総額１億１千万円で実施する、組合員の所得向上に向けたアシスト活動促進対策、営農指導
資質向上対策、就農支援対策、組織基盤強化支援対策の事業。

実
践
事
項

○新たな施設園芸の導入に向けた栽培実証の検討
次世代に向けた新たな生産体系の取り組みとして、実証展示圃を設置し、養液栽培の先進技術の
検証を行う。

農作業のうち、特に不足が深刻化している人的対応（手作業）に対応するため、雇用者確保対策の
推進及び収穫・出荷調整受託組織等の設置推進を図る。

○農作業受託・労働力対策

実
践
事
項

Ⅰ  「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動の実践

実
践
事
項

（２）生産性向上に向けた仕組みづくり
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○生産から販売までのトータルコスト低減と低コスト生産技術の確立・普及
耕種部門では省力・効率化資材や低コスト・省力化機器の普及推進及び土地利用型野菜の機械化
一貫体系の構築に努め、また、県域を越えた合同仕入れ等、多様な仕入れ手法を実施すると共に
結集率向上による交渉力の強化に取り組む。畜産部門では自給粗飼料の増産、食用残渣等の利用
や銘柄集約を視野に入れた低コスト飼料の普及に取り組む。

○青果物物流体制の構築による輸送の効率化
輸送組織の一元体制および県域・ＪＡ域を越えた物流体制の構築、予冷庫再整備の促進支援を図り、
物流の安定化と効率化に取り組む。

（１）産地経営体の育成･支援
○家族（個別）経営体の確保・育成・支援

家族経営体における①研修・就農期、②規模拡大期、③事業継承期、等の発展ステージにあわせた
支援体制の確立を図るとともに、ＪＡグループ宮崎と県が連携した農業者研修カリキュラム及び
その実践体制の確立を図る。また、新規就農について、募集・研修・就農準備・営農確立を支援
パッケージとして整備し、組合員子弟を含めた新規就農者の円滑な就農支援体制を確立する。

品目部会の取り組み目標を設定し、産地改革支援事業等の活用により所得の向上を図る。また
施設・農機等の計画的な営農基盤整備の支援を行う。また、品目部会の組織力の強化のため、部会
運用ルールや販売方法の多様化、迅速な意思決定ができる体制づくりに向けた検討を進める。

○品目部会の育成・支援

農業法人等大規模経営体や品目部会の役員等、地域農業のリーダーへ定期的に出向く「アシスト
活動」を通じて、意見や要望等を確実に受け止め、関係各部署で共有し、迅速に回答する体制づくり
に取り組む。　
　※アシスト（ASSIST：Agriculture・Super Support・Innovation・Specialist・Team）

○農業法人等大規模経営体の育成・支援

集落における水田農業の構造改革を図るため、各関係機関及び農産・担い手・農地・畜産等の担当
部署間で連携し、集落営農組織の設立及び運営支援を行う。

○集落営農組織の育成・支援

３．営農基盤強化

実
践
事
項

（２）生産基盤の強化
○農用地の面的集積対策

高齢者・離農者等の出し手から地域と共生する次世代の担い手に対する農用地の利用権設定及び
面的集積の促進に向け、農地中間管理事業等の積極的な活用に取り組む。

畜産部門においては、酪農における担い手及び支援組織への対策、肉用牛における繁殖基盤拡充、
養豚における肥育預託事業拡大により生産基盤の維持に取り組む。

○畜産・酪農対策の実施

実
践
事
項

（３）各事業の特性を活かした支援
○産地改革支援活動の展開

産地を構成する経営体（農業者）に対して、生産に関するデータを基にした産地分析を実施し、
基本技術の確実な実施や技術力、経営内容に応じた支援を講じ、主に販売額の増大を通して経営
改善を促し、産地のレベルアップに取り組む。

○農業経営コンサルティングの実施
経営改善、経営規模拡大等、更なる経営力向上を図る組合員を支援するためＪＡグループは関係
機関と連携し、農業経営コンサルティングを実施する。

○農業メインバンク機能の強化
農業メインバンク機能強化のため、農機具等リース支援事業や利子補給制度、新規就農応援事業、
ファンド等を活用した農業経営支援に取り組む。また、農業振興に結び付く金融商品・サービスを
提供する。

○農業リスク分野への対応強化
農業リスクコンサルティングの実施や農業リスク分野への保障提供など農業経営安定化のサポート
に取り組む。

実
践
事
項

（４）総合的な支援
○営農サポートセンターによる支援

増加する農業法人等大規模経営体等「産地経営体」への対応とともに、組合員の所得向上に向けた
営農基盤強化を図るための「営農サポートセンター」機能により、ＪＡグループ宮崎の総合力発揮に
よる営農基盤強化支援対策（※）や全国連が実施する農業所得増大・地域活性化応援プログラム等
に取り組む。

※営農基盤強化支援対策…平成２７年度から平成３０年度までの４カ年間、ＪＡグループ宮崎が
総額１億１千万円で実施する、組合員の所得向上に向けたアシスト活動促進対策、営農指導
資質向上対策、就農支援対策、組織基盤強化支援対策の事業。

実
践
事
項

○新たな施設園芸の導入に向けた栽培実証の検討
次世代に向けた新たな生産体系の取り組みとして、実証展示圃を設置し、養液栽培の先進技術の
検証を行う。

農作業のうち、特に不足が深刻化している人的対応（手作業）に対応するため、雇用者確保対策の
推進及び収穫・出荷調整受託組織等の設置推進を図る。

○農作業受託・労働力対策

実
践
事
項

Ⅰ  所得アップＧＯ！ＧＯ！テン運動の実践

実
践
事
項

（２）生産性向上に向けた仕組みづくり
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Ⅱ ｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動の実践

｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動

実践策

人口減少や少子高齢化社会の到来により、地域での集落機能の低下や混住化による人と人とのつな
がりの希薄化、地域経済の停滞など地域の活力が失われつつある。地域を活性化するため、ＪＡの農業
振興への取り組みや総合事業を通じて、ＪＡと地域社会とのつながりを強化することで、地域に必要と
されるＪＡづくりを目指す。

｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動の内容
｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動とは、ＪＡと地域社会との｢食と農｣｢助けあい｣を
通じた関係・つながりとＪＡの事業利用とを有機的に結びつけ、両方に参加・利用する方の拡大を図
る運動であり、ＪＡグループ宮崎は、｢１支所・支店１活動｣を展開することで、支所･支店を地域・協同組
合活動を実践する｢場｣として位置づけ、｢食｣｢農｣｢ＪＡ｣の理解者・応援者の増加及びＪＡ事業と｢食と
農｣｢助けあい｣の積極展開での組織基盤の強化に取り組む。

（１）｢食と農｣の取り組みによる仲間づくり
○ＪＡ食農教育活動の実践
いのちを育む農畜産物の育成過程も含めた関心と興味を高めながら、食の大切さ、食を支える
農の役割、いのちと健康の尊さ、地域の食文化などに対する「食と農」の大切さを伝える食農教育
活動を実践する。

○地産地消の推進活動
ＪＡファーマーズ・マーケット、Ａコープ、農業祭などを通して、地産地消を基本に「安全・安心」「新鮮」
な地元産農畜産物を提供し、地産地消運動の推進に取り組む。

○｢みんなのよい食プロジェクト｣の理解促進
ＪＡ食農教育活動や地産地消の推進など消費者と連携した｢食と農｣の大切さを理解する活動である
｢みんなのよい食プロジェクト｣について、広く一般消費者への理解を促進する。

○「みんなのよい食応援隊」づくり
「みんなのよい食プロジェクト」に賛同する地元企業や団体を「みんなのよい食応援隊」とし、
その従業員や家族を対象に、地元密着型の食農教育活動への参加を通して、幅広い仲間づくり
に取り組む。

1．｢食と農｣｢助けあい｣を通じた関係・つながりの強化

実
践
事
項

（２）｢助けあい｣活動の取り組みによるつながりづくり
○｢ＪＡ健康寿命１００歳プロジェクト｣の推進
｢運動｣｢食事｣｢健診｣の３つの柱を中心に、健康寿命を伸ばそうという活動である｢ＪＡ健康寿命
１００歳プロジェクト｣について、組合員や地域住民とともに学習活動や予防運動を実践し、地域
とのつながりを深め、健康づくりに取り組む。

実
践
事
項

【
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食
と

農
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け
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JA
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関 係 ・ つ な が り
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・Ｊ
Ａ
フ
ァ
ー
マ
ー
ズ

マ
ー
ケ
ット

・介
護

・葬
祭

・Ｓ
Ｓ

・Ａ
コ
ー
プ

・旅
行
　
　
　
等

《
食
と
農
、助
け
あ
い
》

・食
農
教
育

・あ
ぐ
り
ス
ク
ー
ル

・地
産
地
消

・み
ん
な
の
よ
い
食

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
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等
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者
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到
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目
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「
1支
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支
店
1活
動
」の
実
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地
域

社
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ＪＡ
事
業
利
用
者

食
と
農
、助
け
あ
い
参
加
者

地
域

社
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①
｢食
｣｢
農
｣｢
ＪＡ
｣の
理
解
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応
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を
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②
ＪＡ
事
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と
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｣｢
助
け
あ
い
｣の
積
極
展
開
に

よ
り
、組
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。

③
農
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と
地
域
社
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た
組
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て
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域

に
必
要
と
さ
れ
る
Ａ
づ
く
り
を
目
指
す
。
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Ⅱ ｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動の実践

｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動

実践策

人口減少や少子高齢化社会の到来により、地域での集落機能の低下や混住化による人と人とのつな
がりの希薄化、地域経済の停滞など地域の活力が失われつつある。地域を活性化するため、ＪＡの農業
振興への取り組みや総合事業を通じて、ＪＡと地域社会とのつながりを強化することで、地域に必要と
されるＪＡづくりを目指す。

｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動の内容
｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動とは、ＪＡと地域社会との｢食と農｣｢助けあい｣を
通じた関係・つながりとＪＡの事業利用とを有機的に結びつけ、両方に参加・利用する方の拡大を図
る運動であり、ＪＡグループ宮崎は、｢１支所・支店１活動｣を展開することで、支所･支店を地域・協同組
合活動を実践する｢場｣として位置づけ、｢食｣｢農｣｢ＪＡ｣の理解者・応援者の増加及びＪＡ事業と｢食と
農｣｢助けあい｣の積極展開での組織基盤の強化に取り組む。

（１）｢食と農｣の取り組みによる仲間づくり
○ＪＡ食農教育活動の実践
いのちを育む農畜産物の育成過程も含めた関心と興味を高めながら、食の大切さ、食を支える
農の役割、いのちと健康の尊さ、地域の食文化などに対する「食と農」の大切さを伝える食農教育
活動を実践する。

○地産地消の推進活動
ＪＡファーマーズ・マーケット、Ａコープ、農業祭などを通して、地産地消を基本に「安全・安心」「新鮮」
な地元産農畜産物を提供し、地産地消運動の推進に取り組む。

○｢みんなのよい食プロジェクト｣の理解促進
ＪＡ食農教育活動や地産地消の推進など消費者と連携した｢食と農｣の大切さを理解する活動である
｢みんなのよい食プロジェクト｣について、広く一般消費者への理解を促進する。

○「みんなのよい食応援隊」づくり
「みんなのよい食プロジェクト」に賛同する地元企業や団体を「みんなのよい食応援隊」とし、
その従業員や家族を対象に、地元密着型の食農教育活動への参加を通して、幅広い仲間づくり
に取り組む。

1．｢食と農｣｢助けあい｣を通じた関係・つながりの強化

実
践
事
項

（２）｢助けあい｣活動の取り組みによるつながりづくり
○｢ＪＡ健康寿命１００歳プロジェクト｣の推進
｢運動｣｢食事｣｢健診｣の３つの柱を中心に、健康寿命を伸ばそうという活動である｢ＪＡ健康寿命
１００歳プロジェクト｣について、組合員や地域住民とともに学習活動や予防運動を実践し、地域
とのつながりを深め、健康づくりに取り組む。

実
践
事
項
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Ⅱ ｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動の実践

（１）組合員・地域住民の視点に立ったサービスの提供
○生活事業の展開
ＪＡ女性部活動の一環である「国産原料を優先的に使用し、環境に配慮した」エーコープマーク品を
中心とした共同購入運動について、商品研修会・料理教室等の充実やエーコープマーク品の見本市
を開催し、その商品特性や認知度の向上に取り組む。

○信用事業の展開
・事務効率化によるサービス向上等を目的に、各店舗へオンラインキャッシャ等の導入を図る。
・組合員・地域住民の視点に立った事業展開のため、ＣＳ改善プログラムや現場営業力強化プロ
グラムの導入を図る。
・高齢化に伴う相続ニーズへ対応するため、相続にかかる対応機能強化・新たなサービスの提供
に取り組む。

○共済事業の展開
地域に密着した共済事業活動を展開するため、３Ｑ訪問活動と支所・支店の対応力強化により、
組合員・利用者および地域住民のニーズに応じた保障提供および契約者フォローを行なう。

○ＪＡファーマーズ・マーケットのネットワークづくり強化
ＪＡファーマーズ・マーケット連携の中で、さらに出荷者協議会のネットワークづくりを進め、出荷者
協議会の充実強化に取り組む。

２．ＪＡ事業利用を通じた関係・つながりの強化

実
践
事
項

（２）ＪＡ事業サービスを通じた地域への貢献活動
○信用事業を通じた地域への貢献活動
・年金にかかる相談対応や年金友の会を通じた地域活動活性化のため、年金相談会、年金友の会
活動を実施する。
・食農教育活動を応援するため、活動に対する支援を行う。

○地域に根ざした地域貢献活動の展開
交通安全機材の提供や高齢者交通安全教室の開催、集団検診助成など地域に根ざした地域貢献
活動を継続展開する。

実
践
事
項

○多様な生活者を対象とした地域支援事業の実施
地域の助けあいを軸にした多様な生活者への生活支援やサービスの提供、声かけ・見守り活動、
元気な高齢者への生きがいづくり、また介護保険事業や福祉サービス、認知症サポーター養成など
を通して、安心して住み続けられる地域づくりに取り組む。また多様な生活支援・介護サービスが
利用できる地域づくりのために、県や市町村の地域支援事業である「地域支援包括システム」など
に対して積極的に連携して取り組む。

実
践
事
項

３．｢１支所・支店１活動｣の実践
○「１支所・支店１活動」の実践
・「食と農｣｢助けあい｣を通じた関係・つながりとＪＡ事業を有機的に結びつけて、ＪＡと地域社会と
の関係強化・仲間づくりを計画的、継続的にすすめるため、支所・支店を地域・協同組合活動を
実践する｢場｣として位置づけ、｢１支所・支店１活動｣を実践する。
・｢１支所・支店１活動｣は、地域の特性を踏まえ、活動内容・目的・ＪＡとの関係づくりなどを、組合員・
地域住民・ＪＡ役職員それぞれが参画して、企画・実践する。

・｢１支所･支店１活動｣により、｢食｣｢農｣｢ＪＡ｣の理解者・応援者の増加、ＪＡ事業と｢食と農｣｢助け
あい｣の積極展開での組織基盤の強化、農業と地域社会に根ざした組織として地域に必要と
されるＪＡづくりを目指す。

○総合的な支援
中央会・連合会は｢１支所・支店１活動｣などへの取り組み等に対して、組織基盤強化支援対策等の
取り組みにより、ＪＡグループ宮崎の総合力を発揮して、ＪＡへの総合的な支援に取り組む。

実
践
事
項

類　型
ふれあい型活動
テーマ型活動
組織型活動

地域貢献型活動

支店毎のＪＡ祭、健康・スポーツ大会など
食農教育、料理教室、地場産加工品づくりなど
女性部活動、年金友の会、助けあい活動など
見守り活動、子育て支援、交通安全教室など

内　容
【支所・支店活動の類型】
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Ⅱ ｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動の実践

（１）組合員・地域住民の視点に立ったサービスの提供
○生活事業の展開
ＪＡ女性部活動の一環である「国産原料を優先的に使用し、環境に配慮した」エーコープマーク品を
中心とした共同購入運動について、商品研修会・料理教室等の充実やエーコープマーク品の見本市
を開催し、その商品特性や認知度の向上に取り組む。

○信用事業の展開
・事務効率化によるサービス向上等を目的に、各店舗へオンラインキャッシャ等の導入を図る。
・組合員・地域住民の視点に立った事業展開のため、ＣＳ改善プログラムや現場営業力強化プロ
グラムの導入を図る。
・高齢化に伴う相続ニーズへ対応するため、相続にかかる対応機能強化・新たなサービスの提供
に取り組む。

○共済事業の展開
地域に密着した共済事業活動を展開するため、３Ｑ訪問活動と支所・支店の対応力強化により、
組合員・利用者および地域住民のニーズに応じた保障提供および契約者フォローを行なう。

○ＪＡファーマーズ・マーケットのネットワークづくり強化
ＪＡファーマーズ・マーケット連携の中で、さらに出荷者協議会のネットワークづくりを進め、出荷者
協議会の充実強化に取り組む。

２．ＪＡ事業利用を通じた関係・つながりの強化

実
践
事
項

（２）ＪＡ事業サービスを通じた地域への貢献活動
○信用事業を通じた地域への貢献活動
・年金にかかる相談対応や年金友の会を通じた地域活動活性化のため、年金相談会、年金友の会
活動を実施する。
・食農教育活動を応援するため、活動に対する支援を行う。

○地域に根ざした地域貢献活動の展開
交通安全機材の提供や高齢者交通安全教室の開催、集団検診助成など地域に根ざした地域貢献
活動を継続展開する。

実
践
事
項

○多様な生活者を対象とした地域支援事業の実施
地域の助けあいを軸にした多様な生活者への生活支援やサービスの提供、声かけ・見守り活動、
元気な高齢者への生きがいづくり、また介護保険事業や福祉サービス、認知症サポーター養成など
を通して、安心して住み続けられる地域づくりに取り組む。また多様な生活支援・介護サービスが
利用できる地域づくりのために、県や市町村の地域支援事業である「地域支援包括システム」など
に対して積極的に連携して取り組む。

実
践
事
項

３．｢１支所・支店１活動｣の実践
○「１支所・支店１活動」の実践
・「食と農｣｢助けあい｣を通じた関係・つながりとＪＡ事業を有機的に結びつけて、ＪＡと地域社会と
の関係強化・仲間づくりを計画的、継続的にすすめるため、支所・支店を地域・協同組合活動を
実践する｢場｣として位置づけ、｢１支所・支店１活動｣を実践する。
・｢１支所・支店１活動｣は、地域の特性を踏まえ、活動内容・目的・ＪＡとの関係づくりなどを、組合員・
地域住民・ＪＡ役職員それぞれが参画して、企画・実践する。

・｢１支所･支店１活動｣により、｢食｣｢農｣｢ＪＡ｣の理解者・応援者の増加、ＪＡ事業と｢食と農｣｢助け
あい｣の積極展開での組織基盤の強化、農業と地域社会に根ざした組織として地域に必要と
されるＪＡづくりを目指す。

○総合的な支援
中央会・連合会は｢１支所・支店１活動｣などへの取り組み等に対して、組織基盤強化支援対策等の
取り組みにより、ＪＡグループ宮崎の総合力を発揮して、ＪＡへの総合的な支援に取り組む。

実
践
事
項

類　型
ふれあい型活動
テーマ型活動
組織型活動

地域貢献型活動

支店毎のＪＡ祭、健康・スポーツ大会など
食農教育、料理教室、地場産加工品づくりなど
女性部活動、年金友の会、助けあい活動など
見守り活動、子育て支援、交通安全教室など

内　容
【支所・支店活動の類型】
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ＪＡグループ宮崎の使命・役割

《ＪＡグループ宮崎の機能》

人づくり

農業所得の向上

１．経営基盤の強化 ２．広報機能の強化

３．ＪＡグループ宮崎の総合力の発揮

地域の活性化

（1）経営基盤の確立
（2）経営管理の改善
（3）人材育成の取り組み強化

（1）農政活動の強化と地域実態をふまえた農業政策の実現
（2）中央会・連合会の総合的な支援
（3）農協法改正を踏まえた新たな中央会の構築

Ⅲ JAグループ宮崎の機能強化

（1）ＪＡグループ宮崎における大会決議
事項の実践の周知・浸透

（2）ＪＡグループ宮崎ブランドイメージ
に向けた対外広報の強化

（3）ＪＡ役職員による情報発信

ＪＡグループ宮崎の機能強化

実践策

ＪＡの使命・役割である｢農業所得の向上｣や｢地域の活性化｣に取り組むためには、ＪＡの強固な経営基
盤、ＪＡグループ宮崎の取り組みについて広く理解を得るための広報機能、ＪＡグループ宮崎全体が一体
となった｢総合力｣の発揮が、必要であることから、これらの強化・発揮を図る。

（１）経営基盤の確立
○農業協同組合運動者の組織活性化と意思反映の強化
協同組合運動の実践者であるＪＡ青年部・ＪＡ女性部等への加入推進と、併せて組合員加入をすすめ、
組織活動の活性化により組合員の意思をＪＡ運動に反映させる。

○業務執行体制（ガバナンス）の強化
農協法改正・環境変化を踏まえた高度・専門化した事業運営及び多様な組合員の意思反映が可能
となる業務執行体制の見直しを行う。

○経営上の将来リスク等を考慮した財務基盤の強化
営農・経済事業への積極的な事業展開に伴うリスク対応や地域の活性化に取り組むための計画
的な目的積立金の造成等により、付加資本（利益準備金・目的積立金）の更なる増強に取り組む。

１．経営基盤の強化

実
践
事
項

（２）経営管理の改善
○企画機能強化のための体制整備
総合事業の真のメリット発揮のため、各事業間にヨコ串を通し、事業部門間の調整・統合機能の発揮
による「全体最適化」を担う企画機能の強化及び体制の整備を行う。

○マネジメントの強化（ＰＤＣＡサイクルの改善）
経営理念と地域特性を踏まえた経営戦略の明確化による事業計画の策定・実践と適切な進捗管理に
よるＰＤＣＡサイクルの改善に取り組む。

実
践
事
項

（３）人材育成の取り組み強化
○経営理念・経営戦略に基づく人材育成の取り組み
協同組合原則・経営理念や全体戦略に沿った長期的視点でのＪＡにおける人事労務管理の方針や
ＪＡが必要とする人材の体系的・計画的な育成方針である「人材育成基本方針」を策定し、人材育成
に取り組む。

○職場目標を協働して達成する職場づくり
経営理念・ビジョンに基づき、所属長が職場のみんなで達成する「魅力のある目標」を設定し、その
目標に向けて、職場のみんなが創意工夫と試行錯誤を重ねながら、最終的に達成感を共有する
職場（活力ある職場）づくりに取り組む。

実
践
事
項
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ＪＡグループ宮崎の使命・役割

《ＪＡグループ宮崎の機能》

人づくり

農業所得の向上

１．経営基盤の強化 ２．広報機能の強化

３．ＪＡグループ宮崎の総合力の発揮

地域の活性化

（1）経営基盤の確立
（2）経営管理の改善
（3）人材育成の取り組み強化

（1）農政活動の強化と地域実態をふまえた農業政策の実現
（2）中央会・連合会の総合的な支援
（3）農協法改正を踏まえた新たな中央会の構築

Ⅲ JAグループ宮崎の機能強化

（1）ＪＡグループ宮崎における大会決議
事項の実践の周知・浸透

（2）ＪＡグループ宮崎ブランドイメージ
に向けた対外広報の強化

（3）ＪＡ役職員による情報発信

ＪＡグループ宮崎の機能強化

実践策

ＪＡの使命・役割である｢農業所得の向上｣や｢地域の活性化｣に取り組むためには、ＪＡの強固な経営基
盤、ＪＡグループ宮崎の取り組みについて広く理解を得るための広報機能、ＪＡグループ宮崎全体が一体
となった｢総合力｣の発揮が、必要であることから、これらの強化・発揮を図る。

（１）経営基盤の確立
○農業協同組合運動者の組織活性化と意思反映の強化
協同組合運動の実践者であるＪＡ青年部・ＪＡ女性部等への加入推進と、併せて組合員加入をすすめ、
組織活動の活性化により組合員の意思をＪＡ運動に反映させる。

○業務執行体制（ガバナンス）の強化
農協法改正・環境変化を踏まえた高度・専門化した事業運営及び多様な組合員の意思反映が可能
となる業務執行体制の見直しを行う。

○経営上の将来リスク等を考慮した財務基盤の強化
営農・経済事業への積極的な事業展開に伴うリスク対応や地域の活性化に取り組むための計画
的な目的積立金の造成等により、付加資本（利益準備金・目的積立金）の更なる増強に取り組む。

１．経営基盤の強化

実
践
事
項

（２）経営管理の改善
○企画機能強化のための体制整備
総合事業の真のメリット発揮のため、各事業間にヨコ串を通し、事業部門間の調整・統合機能の発揮
による「全体最適化」を担う企画機能の強化及び体制の整備を行う。

○マネジメントの強化（ＰＤＣＡサイクルの改善）
経営理念と地域特性を踏まえた経営戦略の明確化による事業計画の策定・実践と適切な進捗管理に
よるＰＤＣＡサイクルの改善に取り組む。

実
践
事
項

（３）人材育成の取り組み強化
○経営理念・経営戦略に基づく人材育成の取り組み
協同組合原則・経営理念や全体戦略に沿った長期的視点でのＪＡにおける人事労務管理の方針や
ＪＡが必要とする人材の体系的・計画的な育成方針である「人材育成基本方針」を策定し、人材育成
に取り組む。

○職場目標を協働して達成する職場づくり
経営理念・ビジョンに基づき、所属長が職場のみんなで達成する「魅力のある目標」を設定し、その
目標に向けて、職場のみんなが創意工夫と試行錯誤を重ねながら、最終的に達成感を共有する
職場（活力ある職場）づくりに取り組む。

実
践
事
項

34

大
会
議
案
実
践
策



Ⅲ JAグループ宮崎の機能強化

（１）ＪＡグループ宮崎における大会決議事項の実践の周知・浸透
○第三次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動への支援
｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動に向けた営農情報、各ＪＡでの取り組み事例等、ＪＡグループの
機関紙である「日本農業新聞」への掲載を通じて、運動の周知・浸透を図り、取り組みを支援する。

組合員や地域住民に対し、「食と農」や「助けあい」に関する情報を、身近な情報として、ＪＡ広報誌等
を通じて発信し、｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動への取り組みを支援する。

○｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動への支援

２．広報機能の強化

実
践
事
項

（２）ＪＡグループ宮崎ブランドイメージに向けた対外広報の強化
○各種メディア等を活用したＪＡ活動やＪＡ事業等の情報発信強化
ＪＡ広報紙やホームページ等を活用した「食｣、｢農」、「ＪＡ」に関する情報を発信するとともに、地元
メディアを活用したＪＡ活動の紹介などによる理解醸成やプレスリリースの発信体制強化等により、
ＪＡへの理解者・応援者づくりの推進、生産者と消費者の接点の強化を図る。

ＪＡファーマーズ・マーケット、Ａコープ等での地元農畜産物の購入、農業祭などのイベントの開催
など、安全・安心な県産農畜産物の消費拡大を進めるとともに、農業体験を通して「食」と「農」の
つながりや重要性を学び、「ＪＡ」に対する理解促進を図るため、広報活動の強化を図る。

○地産地消に基づく安全・安心な県産農畜産物の消費拡大及び「食農体験活動」
によるＪＡの理解醸成に向けた広報活動の強化

実
践
事
項

（３）ＪＡ役職員による情報発信
○ＪＡ役職員による情報発信
ＪＡグループの情報誌である「日本農業新聞」と「家の光」等の活用により、ＪＡ役職員自らが情報
発信して、「食｣｢農」「ＪＡ」の組合員・地域住民に対する理解促進を図る。

実
践
事
項

○仕事で人が育つ職場づくり
環境変化をふまえ、各階層の職員がそれぞれ果たすべき役割およびその役割を発揮するための
マネジメント知識を学ぶ階層別研修の充実に取り組む。

○ＪＡ・連合会の組織・事業・経営の改革を担う人材の育成
環境変化に対応し、組合員一人ひとりの立場に立って、魅力ある事業を提供することを目指して、
ＪＡ全体あるいは各事業部門の改革の企画・立案・実行をマネジメントできる自律創造型の人材
の育成に取り組む。

○人材育成に視点を置いた人事制度の再構築
職能資格等級制度・職能給賃金制度・目標管理制度などの各人事制度を人材育成という視点で
密接に関連付け、職員が自ら育つことができるトータル人事制度として見直しを行い、適切に運用
する。また、人事制度を有効に運用するため、人事考課に係る研修を行う。

実
践
事
項

（１）農政活動の強化と地域実態を踏まえた農業政策の実現
○地域実態を踏まえた農業政策の確立
地域実態に即した必要な農業政策の実現に向けて、生産現場の声を反映した農政活動を展開し、
組合員への情報提供や組合員からの意見積み上げによる政策への意思反映機能の発揮等、ＪＡ
グループ宮崎の総力を上げた運動を展開する。

３．ＪＡグループ宮崎の総合力の発揮

実
践
事
項

（２）総合的な支援
○｢農業所得の向上｣・｢地域の活性化｣に向けた支援
中央会・連合会は、ＪＡの「農業所得の向上」・「地域の活性化」に向けた取り組みに対して、｢営農
サポートセンター｣機能、「営農基盤強化支援対策」、｢組織基盤強化支援対策｣、｢新規就農支援
対策｣等により、総合的な支援を行い、ＪＡグループ宮崎の総合力を発揮する。

実
践
事
項

（３）農協法改正を踏まえた新たな中央会の構築
○新たな中央会の構築
農協法改正において、中央会制度は廃止され、都道府県中央会は農協連合会（非出資）に、平成３１年
９月までに移行することとなったが、本県では次により、新たな中央会を構築する。
・ＪＡグループ宮崎が、農業所得の向上、地域の活性化に取り組むためにはＪＡ・連合会の各機能
を結集して総合力を発揮することが重要であり、新たな中央会は、引き続き、その中核的な役割
を果たす。
・新たな中央会の機能は、ＪＡグループ宮崎の代表機能、総合調整機能および健全性、信頼性確保
機能（経営相談指導・監査機能）とし、全中の一般社団法人へ移行、監査機構の監査法人化など
全国の動向を踏まえ、ＪＡグループ宮崎の総意として具体的に整理する。
・新たな中央会は、総合性・専門性を発揮する効率的な組織体制とし、求められる機能を発揮する
ための必要な財源を確保する。

実
践
事
項
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Ⅲ JAグループ宮崎の機能強化

（１）ＪＡグループ宮崎における大会決議事項の実践の周知・浸透
○第三次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動への支援
｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動に向けた営農情報、各ＪＡでの取り組み事例等、ＪＡグループの
機関紙である「日本農業新聞」への掲載を通じて、運動の周知・浸透を図り、取り組みを支援する。

組合員や地域住民に対し、「食と農」や「助けあい」に関する情報を、身近な情報として、ＪＡ広報誌等
を通じて発信し、｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動への取り組みを支援する。

○｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣運動への支援

２．広報機能の強化

実
践
事
項

（２）ＪＡグループ宮崎ブランドイメージに向けた対外広報の強化
○各種メディア等を活用したＪＡ活動やＪＡ事業等の情報発信強化
ＪＡ広報紙やホームページ等を活用した「食｣、｢農」、「ＪＡ」に関する情報を発信するとともに、地元
メディアを活用したＪＡ活動の紹介などによる理解醸成やプレスリリースの発信体制強化等により、
ＪＡへの理解者・応援者づくりの推進、生産者と消費者の接点の強化を図る。

ＪＡファーマーズ・マーケット、Ａコープ等での地元農畜産物の購入、農業祭などのイベントの開催
など、安全・安心な県産農畜産物の消費拡大を進めるとともに、農業体験を通して「食」と「農」の
つながりや重要性を学び、「ＪＡ」に対する理解促進を図るため、広報活動の強化を図る。

○地産地消に基づく安全・安心な県産農畜産物の消費拡大及び「食農体験活動」
によるＪＡの理解醸成に向けた広報活動の強化

実
践
事
項

（３）ＪＡ役職員による情報発信
○ＪＡ役職員による情報発信
ＪＡグループの情報誌である「日本農業新聞」と「家の光」等の活用により、ＪＡ役職員自らが情報
発信して、「食｣｢農」「ＪＡ」の組合員・地域住民に対する理解促進を図る。

実
践
事
項

○仕事で人が育つ職場づくり
環境変化をふまえ、各階層の職員がそれぞれ果たすべき役割およびその役割を発揮するための
マネジメント知識を学ぶ階層別研修の充実に取り組む。

○ＪＡ・連合会の組織・事業・経営の改革を担う人材の育成
環境変化に対応し、組合員一人ひとりの立場に立って、魅力ある事業を提供することを目指して、
ＪＡ全体あるいは各事業部門の改革の企画・立案・実行をマネジメントできる自律創造型の人材
の育成に取り組む。

○人材育成に視点を置いた人事制度の再構築
職能資格等級制度・職能給賃金制度・目標管理制度などの各人事制度を人材育成という視点で
密接に関連付け、職員が自ら育つことができるトータル人事制度として見直しを行い、適切に運用
する。また、人事制度を有効に運用するため、人事考課に係る研修を行う。

実
践
事
項

（１）農政活動の強化と地域実態を踏まえた農業政策の実現
○地域実態を踏まえた農業政策の確立
地域実態に即した必要な農業政策の実現に向けて、生産現場の声を反映した農政活動を展開し、
組合員への情報提供や組合員からの意見積み上げによる政策への意思反映機能の発揮等、ＪＡ
グループ宮崎の総力を上げた運動を展開する。

３．ＪＡグループ宮崎の総合力の発揮

実
践
事
項

（２）総合的な支援
○｢農業所得の向上｣・｢地域の活性化｣に向けた支援
中央会・連合会は、ＪＡの「農業所得の向上」・「地域の活性化」に向けた取り組みに対して、｢営農
サポートセンター｣機能、「営農基盤強化支援対策」、｢組織基盤強化支援対策｣、｢新規就農支援
対策｣等により、総合的な支援を行い、ＪＡグループ宮崎の総合力を発揮する。

実
践
事
項

（３）農協法改正を踏まえた新たな中央会の構築
○新たな中央会の構築
農協法改正において、中央会制度は廃止され、都道府県中央会は農協連合会（非出資）に、平成３１年
９月までに移行することとなったが、本県では次により、新たな中央会を構築する。
・ＪＡグループ宮崎が、「農業所得の向上」、「地域の活性化」に取り組むためにはＪＡ・連合会の
各機能を結集して総合力を発揮することが重要であり、新たな中央会は、引き続き、その中核的
な役割を果たす。
・新たな中央会の機能は、ＪＡグループ宮崎の代表機能、総合調整機能および健全性、信頼性確保
機能（経営相談指導・監査機能）とし、全中の一般社団法人へ移行、監査機構の監査法人化など
全国の動向を踏まえ、ＪＡグループ宮崎の総意として具体的に整理する。
・新たな中央会は、総合性・専門性を発揮する効率的な組織体制とし、求められる機能を発揮する
ための必要な財源を確保する。

実
践
事
項
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内　容

　ＪＡグループ自己改革の着実な実践のため現状を的確に把握し、今後３年間のＪＡ
グループ宮崎の方向性を定める第23回ＪＡ宮崎県大会議案の検討に資することを
目的とし、調査を実施した。

（１）農業者の所得向上に関する意識調査
　　　①調査対象者（計８００名）
　　　　生産者部会、農業経営者組織協議会、ＪＡ青年部
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　②調査項目
　　　　・｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動の認知度
　　　　・所得向上に関する組合員の取組み（現在・今後）
　　　　・ＪＡ事業の利用状況、満足度
　　　　・ＪＡへの期待
　　　
　　　③回答率
　　　　　回答者数・・・６５６名／８００名　　　回答率・・・８２.０％

（２）ＪＡ（農協）に関する意識調査
　　　①調査対象者（合計８３０名）
　　　　一般消費者、県民フォーラム構成団体、
　　　　みんなのよい食応援隊企業・団体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　②調査項目
　　　　・ＪＡに対するイメージ
　　　　・ＪＡ事業や活動への認知度
　　　　・ＪＡへの期待（食・農・地域インフラ機能）

　　　③回答率
　　　　　回答者数・・・８２１名／８３０名　　　回答率・・・９８.９％

○　「比較的経営は安定している」と回答した回答者は56.2％。
１．回答者の経営状況について

○　第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動について、全体のうち「内容まで知って
いる」「内容まで少し知っている」と回答した回答者の割合（認知度）は56.9％。

２．『第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」』運動の認知度について

○　経営状況別にみると、経営が比較的安定している回答者の認知度は63.8％で
あるが、経営があまり安定していない回答者の認知度は49.6％、経営が全く安定し
ていない回答者の認知度は37.5％。経営状況によって認知度に差があり、経営の安
定している農業者ほど、認知度は高い傾向にある。

【 第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動の認知度（経営状況別） 】
■ 内容まで知っている　■ 内容まで少し知っている　■ 名称は聞いたことがある　■ 全く知らなかった

■ 内容まで知っている
■ 内容まで少し知っている
■ 名称は聞いたことがある
■ 全く知らなかった

■ 比較的経営は安定している
■ あまり安定していない
■ 全く安定していない
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Ⅰ 調査概要 Ⅱ 調査結果の要約

１．目的

　｢農業者の所得向上｣と｢ＪＡ（農協）に関するイメージ｣をテーマにした２種類の調査
を実施。（計１，６３０名）

２．調査内容

平成２７年６月１０日（水）～平成２７年６月３０日（火）
３．調査期間

〈農業者の所得向上に関する意識調査〉
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内　容

　ＪＡグループ自己改革の着実な実践のため現状を的確に把握し、今後３年間のＪＡ
グループ宮崎の方向性を定める第23回ＪＡ宮崎県大会議案の検討に資することを
目的とし、調査を実施した。

（１）農業者の所得向上に関する意識調査
　　　①調査対象者（計８００名）
　　　　生産者部会、農業経営者組織協議会、ＪＡ青年部
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　②調査項目
　　　　・｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン運動｣の認知度
　　　　・所得向上に関する組合員の取組み（現在・今後）
　　　　・ＪＡ事業の利用状況、満足度
　　　　・ＪＡへの期待
　　　
　　　③回答率
　　　　　回答者数・・・６５６名／８００名　　　回答率・・・８２.０％

（２）ＪＡ（農協）に関する意識調査
　　　①調査対象者（合計８３０名）
　　　　一般消費者、県民フォーラム構成団体、
　　　　みんなのよい食応援隊企業・団体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　②調査項目
　　　　・ＪＡに対するイメージ
　　　　・ＪＡ事業や活動への認知度
　　　　・ＪＡへの期待（食・農・地域インフラ機能）

　　　③回答率
　　　　　回答者数・・・８２１名／８３０名　　　回答率・・・９８.９％

○　「比較的経営は安定している」と回答した回答者は56.2％。
１．回答者の経営状況について

○　第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動について、全体のうち「内容まで知って
いる」「内容まで少し知っている」と回答した回答者の割合（認知度）は56.9％。

２．『第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」』運動の認知度について

○　経営状況別にみると、経営が比較的安定している回答者の認知度は63.8％で
あるが、経営があまり安定していない回答者の認知度は49.6％、経営が全く安定し
ていない回答者の認知度は37.5％。経営状況によって認知度に差があり、経営の安
定している農業者ほど、認知度は高い傾向にある。

【 第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動の認知度（経営状況別） 】
■ 内容まで知っている　■ 内容まで少し知っている　■ 名称は聞いたことがある　■ 全く知らなかった

■ 内容まで知っている
■ 内容まで少し知っている
■ 名称は聞いたことがある
■ 全く知らなかった

■ 比較的経営は安定している
■ あまり安定していない
■ 全く安定していない
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Ⅰ 調査概要 Ⅱ 調査結果の要約

１．目的

　｢農業者の所得向上｣と｢ＪＡ（農協）に関するイメージ｣をテーマにした２種類の調査
を実施。（計１，６３０名）

２．調査内容

平成２７年６月１０日（水）～平成２７年６月３０日（火）
３．調査期間

〈農業者の所得向上に関する意識調査〉
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３．所得向上に向けた組合員自らの取組みについて
○　全体では「基本技術の確実な実行」が最も高く18.2％、次いで「作業日誌・農業
簿記の記録・記帳の徹底」が16.9％、「経営実績の分析・検討による経営改善」が
13.9％と続く。

５．ＪＡの事業活動の利用状況について
○　組合員によるＪＡの各事業別の利用割合について、「全利用している」「ほぼ利用
している」と回答した回答者の割合（利用度）が、ほとんどの事業で６割以上を占める。

４．組合員が所得向上に向け今後、強化する取組みについて
○　全体では、「経営実績の分析・検討による経営改善」が最も高く17.9％、次いで

「基本技術の確実な実行」が17.1％、「作業日誌・農業簿記の記録・記帳の徹底」が
13.1％と続く。

○　主幹作物別にみると、耕種では「基本技術の確実な実行」が最も高く19.5％、次
いで「作業日誌・農業簿記の記録・記帳の徹底」が18.4％。畜産では「個体管理、家畜
衛生管理の徹底」が最も高く23.7％、次いで「自給飼料増産による飼料代の削減」が
16.5％となっている。
○　各回答の上位の項目はいずれも「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動の取組み項目
である。

○　主幹作物別にみると、耕種では「基本技術の確実な実行」が最も高く18.9％、次
いで「経営実績の分析・検討による経営改善」が18.3％。畜産では「個体管理・家畜衛
生管理の徹底」が最も高く22.0％、次いで「経営実績の分析・検討による経営改善」
が16.5％。
○　各回答の上位の項目はいずれも「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動の取組み項目
である。

○　購買事業に関する項目では、経営状況の安定している農業者ほどＪＡの利用度は
高い傾向にある。
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63.2%

146

56.7%

89

39.4%

13

79.5%
497

82.7%

290

77.8%

179

61.5%

24

56.8%
348

63.8%

222

49.8%

111

34.2%

13

構成比

回答数

構成比

回答数

構成比

回答数

あまり安定
していない

全く安定
していない

20
18
16
14
12
10
8
6
4
2
0

18.2%18.2%
16.9%16.9%

13.9%13.9%
13.0%13.0%

10.0%10.0%
8.4%8.4%

7.1%7.1%
5.4%5.4% 4.8%4.8%

2.3%2.3%

20

15

10

5

0

17.9%17.9%
17.1%17.1%

13.1%13.1%

11.0%11.0% 10.5%10.5%
9.2%9.2%

7.0%7.0%
5.6%5.6%

4.6%4.6% 4.0%4.0%

■ 全利用している　■ ほぼ利用している　■ 半分程度、利用している　■ ほとんど利用していない　■ 全く利用していない

ア.生産技術（飼養）指導

イ.経営指導

ウ.補助事業導入の取組み

エ.予約購買

オ.肥料・農薬購入

カ.飼料購入

キ.生産資材購入

ク.農業機械購入

ケ.販売事業

コ.育苗事業

サ.土づくり（堆肥・土壌診断）

シ.貯金

ス.融資（設備・運転資金）

セ.共済（生命・建物）

0%0% 10%10% 20%20% 30%30% 40%40% 50%50% 60%60% 80%80%70%70% 90%90% 100%100%

38.0%38.0%

32.7%32.7%

27.7%27.7%

36.9%36.9%

52.6%52.6%

40.7%40.7%

40.5%40.5%

31.5%31.5%

57.9%57.9%

43.2%43.2%

32.9%32.9%

44.7%44.7%

51.0%51.0%

57.9%57.9%

37.0%37.0%

28.8%28.8%

32.8%32.8%

34.2%34.2%

33.2%33.2%

18.4%18.4%

39.0%39.0%

25.3%25.3%

28.6%28.6%

19.3%19.3%

25.7%25.7%

37.5%37.5%

25.3%25.3%

32.2%32.2%

13.6%13.6% 7.7%7.7%
3.6%3.6%

15.7%15.7% 15.5%15.5% 7.2%7.2%

18.4%18.4% 14.4%14.4% 6.7%6.7%

17.5%17.5% 7.5%7.5% 3.9%3.9%

10.3%10.3%
2.3%2.3%

1.6%1.6%

8.0%8.0% 5.2%5.2% 27.8%27.8%

14.2%14.2%
1.8%1.8%
4.5%4.5%

24.3%24.3% 10.3%10.3% 8.6%8.6%

8.8%8.8%
1.5%1.5%

3.3%3.3%

13.8%13.8% 7.9%7.9% 15.7%15.7%

15.2%15.2% 14.5%14.5% 11.8%11.8%

12.8%12.8% 1.3%1.3%
3.7%3.7%

8.2%8.2% 6.9%6.9% 8.6%8.6%

7.3%7.3% 1.1%1.1%
1.6%1.6%

Ⅱ 調査結果の要約

■ 基本技術の確実な実行
■ 作業日誌・農業簿記の記録・記帳の徹底
■ 経営実績の分析・検討による経営改善
■ 適正防除の徹底
■ 土壌診断等に基づいた適正施肥
■ 機械、施設及び農用地等の効率的な活用
■ 個体管理、家畜衛生管理の徹底
■ 自給飼料増産による飼料代の削減
■ 施設省エネ対策による重油代の節減
■ 規模拡大

■ 経営実績の分析・検討による経営改善
■ 基本技術の確実な実行
■ 作業日誌・農業簿記の記録・記帳の徹底
■ 土壌診断等に基づいた適正施肥
■ 適正防除の徹底
■ 機械、施設及び農用地等の効率的な活用
■ 個体管理、家畜衛生管理の徹底
■ 施設省エネ対策による重油代の節減
■ 自給飼料増産による飼料代の削減
■ 規模拡大

【 購買事業の各項目における利用度（経営状況別） 】
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３．所得向上に向けた組合員自らの取組みについて
○　全体では「基本技術の確実な実行」が最も高く18.2％、次いで「作業日誌・農業
簿記の記録・記帳の徹底」が16.9％、「経営実績の分析・検討による経営改善」が
13.9％と続く。

５．ＪＡの事業活動の利用状況について
○　組合員によるＪＡの各事業別の利用割合について、「全利用している」「ほぼ利用
している」と回答した回答者の割合（利用度）が、ほとんどの事業で６割以上を占める。

４．組合員が所得向上に向け今後、強化する取組みについて
○　全体では、「経営実績の分析・検討による経営改善」が最も高く17.9％、次いで

「基本技術の確実な実行」が17.1％、「作業日誌・農業簿記の記録・記帳の徹底」が
13.1％と続く。

○　主幹作物別にみると、耕種では「基本技術の確実な実行」が最も高く19.5％、次
いで「作業日誌・農業簿記の記録・記帳の徹底」が18.4％。畜産では「個体管理、家畜
衛生管理の徹底」が最も高く23.7％、次いで「自給飼料増産による飼料代の削減」が
16.5％となっている。
○　各回答の上位の項目はいずれも「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動の取組み項目
である。

○　主幹作物別にみると、耕種では「基本技術の確実な実行」が最も高く18.9％、次
いで「経営実績の分析・検討による経営改善」が18.3％。畜産では「個体管理・家畜衛
生管理の徹底」が最も高く22.0％、次いで「経営実績の分析・検討による経営改善」
が16.5％。
○　各回答の上位の項目はいずれも「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動の取組み項目
である。

○　購買事業に関する項目では、経営状況の安定している農業者ほどＪＡの利用度は
高い傾向にある。

（%）

（%）

比較的経営は
安定している

全体
構成比
回答数

エ.予約購買 オ.肥料・
農薬購入

キ.生産資材
購入

ク.農業機械
購入カ.飼料購入

「全利用している」「ほぼ利用している」の割合

71.1%
435

74.8%

260

68.4%

152

51.3%

19

85.8%
532

87.9%

304

85.7%

198

68.4%

26

59.1%
251

63.2%

146

56.7%

89

39.4%

13

79.5%
497

82.7%

290

77.8%

179

61.5%

24

56.8%
348

63.8%

222

49.8%

111

34.2%

13

構成比

回答数

構成比

回答数

構成比

回答数

あまり安定
していない

全く安定
していない

20
18
16
14
12
10
8
6
4
2
0

18.2%18.2%
16.9%16.9%

13.9%13.9%
13.0%13.0%

10.0%10.0%
8.4%8.4%

7.1%7.1%
5.4%5.4% 4.8%4.8%

2.3%2.3%

20

15

10

5

0

17.9%17.9%
17.1%17.1%

13.1%13.1%

11.0%11.0% 10.5%10.5%
9.2%9.2%

7.0%7.0%
5.6%5.6%

4.6%4.6% 4.0%4.0%

■ 全利用している　■ ほぼ利用している　■ 半分程度、利用している　■ ほとんど利用していない　■ 全く利用していない

ア.生産技術（飼養）指導

イ.経営指導

ウ.補助事業導入の取組み

エ.予約購買

オ.肥料・農薬購入

カ.飼料購入

キ.生産資材購入

ク.農業機械購入

ケ.販売事業

コ.育苗事業

サ.土づくり（堆肥・土壌診断）

シ.貯金

ス.融資（設備・運転資金）

セ.共済（生命・建物）

0%0% 10%10% 20%20% 30%30% 40%40% 50%50% 60%60% 80%80%70%70% 90%90% 100%100%

38.0%38.0%

32.7%32.7%

27.7%27.7%

36.9%36.9%

52.6%52.6%

40.7%40.7%

40.5%40.5%

31.5%31.5%

57.9%57.9%

43.2%43.2%

32.9%32.9%

44.7%44.7%

51.0%51.0%

57.9%57.9%

37.0%37.0%

28.8%28.8%

32.8%32.8%

34.2%34.2%

33.2%33.2%

18.4%18.4%

39.0%39.0%

25.3%25.3%

28.6%28.6%

19.3%19.3%

25.7%25.7%

37.5%37.5%

25.3%25.3%

32.2%32.2%

13.6%13.6% 7.7%7.7%
3.6%3.6%

15.7%15.7% 15.5%15.5% 7.2%7.2%

18.4%18.4% 14.4%14.4% 6.7%6.7%

17.5%17.5% 7.5%7.5% 3.9%3.9%

10.3%10.3%
2.3%2.3%

1.6%1.6%

8.0%8.0% 5.2%5.2% 27.8%27.8%

14.2%14.2%
1.8%1.8%
4.5%4.5%

24.3%24.3% 10.3%10.3% 8.6%8.6%

8.8%8.8%
1.5%1.5%

3.3%3.3%

13.8%13.8% 7.9%7.9% 15.7%15.7%

15.2%15.2% 14.5%14.5% 11.8%11.8%

12.8%12.8% 1.3%1.3%
3.7%3.7%

8.2%8.2% 6.9%6.9% 8.6%8.6%

7.3%7.3% 1.1%1.1%
1.6%1.6%

Ⅱ 調査結果の要約

■ 基本技術の確実な実行
■ 作業日誌・農業簿記の記録・記帳の徹底
■ 経営実績の分析・検討による経営改善
■ 適正防除の徹底
■ 土壌診断等に基づいた適正施肥
■ 機械、施設及び農用地等の効率的な活用
■ 個体管理、家畜衛生管理の徹底
■ 自給飼料増産による飼料代の削減
■ 施設省エネ対策による重油代の節減
■ 規模拡大

■ 経営実績の分析・検討による経営改善
■ 基本技術の確実な実行
■ 作業日誌・農業簿記の記録・記帳の徹底
■ 土壌診断等に基づいた適正施肥
■ 適正防除の徹底
■ 機械、施設及び農用地等の効率的な活用
■ 個体管理、家畜衛生管理の徹底
■ 施設省エネ対策による重油代の節減
■ 自給飼料増産による飼料代の削減
■ 規模拡大

【 購買事業の各項目における利用度（経営状況別） 】
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○　全体のうち購買事業の５項目（「予約購買」「肥料・農薬購入」「飼料購入」「生産
資材購入」「農業機械購入」）の占める割合の合計は31.9％と、購買事業に関する要望
が強い。

○　年代別にみると、２９歳以下の認知度は５割程度であるが、３０代・４０代の認知度は
７割程度、５０代以上の認知度は８割以上と、高い年代ほど認知度が高い傾向にある。

○　年代別にみると、年代が高いほど「テレビ・ラジオなどのＣＭ」の割合は減少し、
「ＪＡの農産物直売所」や「新聞記事・広告」の占める割合が高い傾向にある。

ア.生産技術（飼養）指導
ケ.販売事業
ウ.補助事業導入の取組み
イ.経営指導
キ.生産資材購入
オ.肥料・農薬購入
ス.融資（設備・運転資金）
ク.農業機械購入
エ.予約購買
サ.土づくり（堆肥・土壌診断）
カ.飼料購入
コ.育苗事業
セ.共済（生命・建物）
シ.貯金

テレビ・ラジオのCM
JAの農産物直売所
新聞記事・広告
テレビ・ラジオ番組
農業祭・収穫祭・イベント
JAの店舗・レストラン
JAの広報誌
チラシ・ポスター
JA職員との会話
家族・親族との会話
友人・知人との会話
雑誌記事・広告
JAのホームページ
その他
SNS（mixi、Facebook等）
一つもない

16.0%

14.0%

12.0%

10.0%

8.0%

6.0%

4.0%

2.0%

0.0%

70.0%

60.0%

50.0%

40.0%

30.0%

20.0%

10.0%

0.0%

25.0%

20.0%

15.0%

10.0%

5.0%

0.0%

13.9%13.9% 13.8%13.8%

64.6%64.6%

23.4%23.4%

8.0%8.0%
3.9%3.9%

11.5%11.5%

9.9%9.9%
8.7%8.7% 8.1%8.1%

6.7%6.7%
5.8%5.8%

5.1%5.1% 4.9%4.9%
4.2%4.2%

2.8%2.8% 2.7%2.7%
1.9%1.9%

■ 大いに満足している　■ ほぼ満足している　■ どちらともいえない　■ あまり満足していない　■ 全く満足していない

■ JA（農協）の活動内容・事業内容まで詳しく知っている　■ JA（農協）の活動内容・事業内容をいくつか知っている
■ JA（農協）の活動内容・事業内容はほとんど知らないが名称は知っている　■ JA（農協）の活動内容・事業内容は全く知らなかった

ア.生産技術（飼養）指導

イ.経営指導

ウ.補助事業導入の取組み

エ.予約購買

オ.肥料・農薬購入

カ.飼料購入

キ.生産資材購入

ク.農業機械購入

ケ.販売事業

コ.育苗事業

サ.土づくり（堆肥・土壌診断）

シ.貯金

ス.融資（設備・運転資金）

セ.共済（生命・建物）
29歳以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

0%0% 10%10% 20%20% 30%30% 40%40% 60%60%

50%50% 70%70% 80%80%

50%50% 70%70% 80%80% 90%90% 100%100%

0%0% 10%10% 20%20% 30%30% 40%40% 60%60% 90%90% 100%100%

12.2%12.2% 49.1%49.1%

40.6%40.6%10.9%10.9%

12.2%12.2% 40.1%40.1%

13.2%13.2% 50.7%50.7%

14.3%14.3% 48.7%48.7%

11.8%11.8% 36.6%36.6%

11.3%11.3% 44.8%44.8%

10.4%10.4% 35.4%35.4%

14.6%14.6% 46.2%46.2%

13.1%13.1% 43.2%43.2%

11.6%11.6% 43.1%43.1%

12.1%12.1% 47.7%47.7%

12.6%12.6% 46.4%46.4%

16.6%16.6% 47.7%47.7% 29.7%29.7% 4.3%4.3%

26.2%26.2% 8.6%8.6%

33.6%33.6%

34.2%34.2%

26.5%26.5% 7.1%7.1%

26.9%26.9% 8.7%8.7%

35.4%35.4%

31.8%31.8% 9.8%9.8%

37.1%37.1%

25.9%25.9% 11.0%11.0%

32.5%32.5%

34.3%34.3%

34.8%34.8%
3.9%3.9%

32.0%32.0%
5.1%5.1%

10.6%10.6%

9.9%9.9%

7.9%7.9% 8.4%8.4%

12.9%12.9%

6.8%6.8%

6.9%6.9%

1.6%1.6%

3.9%3.9%

2.5%2.5%

1.5%1.5%

2.3%2.3%

2.5%2.5%

1.5%1.5%

3.9%3.9%

4.4%4.4%

3.6%3.6%

4.1%4.1%

4.4%4.4%

4.1%4.1%

19.9%19.9%

10.7%10.7%
9.5%9.5% 9.0%9.0% 9.0%9.0%

7.7%7.7%
6.9%6.9% 6.4%6.4%

5.1%5.1% 5.1%5.1%
4.4%4.4%

3.3%3.3%
1.6%1.6%

0.8%0.8% 0.4%0.4% 0.2%0.2%

0.7%0.7% 52.9%52.9% 40.0%40.0% 6.4%6.4%

5.6%5.6% 66.2%66.2% 24.6%24.6% 3.5%3.5%

8.9%8.9% 64.2%64.2% 21.6%21.6% 5.3%5.3%

7.7%7.7% 72.8%72.8% 18.9%18.9% 0.6%0.6%

11.0%11.0% 70.1%70.1% 17.3%17.3% 1.6%1.6%

30.0%30.0% 50.0%50.0% 10.0%10.0% 10.0%10.0%

Ⅱ 調査結果の要約

６．ＪＡの事業・活動の満足度について
○　ＪＡの各事業別の満足度について、「大いに満足している」「ほぼ満足している」
と回答した回答者の割合は、ほぼ全ての事業で５割以上を占める。

７．ＪＡに力を入れて欲しい取組みについて
○　全体では、「生産技術（飼養）指導」が最も高く13.9％、次いで「販売事業」が
13.8％、「補助事業導入の取組み」が11.5％と続く。

８．意見・要望等
○　全般的には農業振興に関する意見が多く、事業別では営農指導・販売・購買に
関する意見が多い。

○　ＪＡの活動内容・事業内容について、全体のうち「詳しく知っている」「いくつか
知っている」と回答した回答者の割合（認知度）は72.6％。

１．ＪＡ事業の認知度について

○　全体では「テレビ・ラジオなどのＣＭ」の割合が19.9％と最も高い。
２．ＪＡを知る機会について

〈JA（農協）に関する意識調査〉

【 ＪＡの活動・事業内容の認知度（年代別） 】

JA（農協）の活動内容・事業内容まで
詳しく知っている
JA（農協）の活動内容・事業内容を
いくつか知っている
JA（農協）の活動内容・事業内容は
ほとんど知らないが名称は知っている
JA（農協）の活動内容・事業内容は
全く知らなかった
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○　全体のうち購買事業の５項目（「予約購買」「肥料・農薬購入」「飼料購入」「生産
資材購入」「農業機械購入」）の占める割合の合計は31.9％と、購買事業に関する要望
が強い。

○　年代別にみると、２９歳以下の認知度は５割程度であるが、３０代・４０代の認知度は
７割程度、５０代以上の認知度は８割以上と、高い年代ほど認知度が高い傾向にある。

○　年代別にみると、年代が高いほど「テレビ・ラジオなどのＣＭ」の割合は減少し、
「ＪＡの農産物直売所」や「新聞記事・広告」の占める割合が高い傾向にある。

ア.生産技術（飼養）指導
ケ.販売事業
ウ.補助事業導入の取組み
イ.経営指導
キ.生産資材購入
オ.肥料・農薬購入
ス.融資（設備・運転資金）
ク.農業機械購入
エ.予約購買
サ.土づくり（堆肥・土壌診断）
カ.飼料購入
コ.育苗事業
セ.共済（生命・建物）
シ.貯金

テレビ・ラジオのCM
JAの農産物直売所
新聞記事・広告
テレビ・ラジオ番組
農業祭・収穫祭・イベント
JAの店舗・レストラン
JAの広報誌
チラシ・ポスター
JA職員との会話
家族・親族との会話
友人・知人との会話
雑誌記事・広告
JAのホームページ
その他
SNS（mixi、Facebook等）
一つもない

16.0%
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12.0%

10.0%

8.0%

6.0%

4.0%

2.0%

0.0%

70.0%

60.0%

50.0%

40.0%

30.0%

20.0%

10.0%

0.0%

25.0%

20.0%

15.0%

10.0%

5.0%

0.0%

13.9%13.9% 13.8%13.8%

64.6%64.6%

23.4%23.4%

8.0%8.0%
3.9%3.9%

11.5%11.5%

9.9%9.9%
8.7%8.7% 8.1%8.1%

6.7%6.7%
5.8%5.8%

5.1%5.1% 4.9%4.9%
4.2%4.2%

2.8%2.8% 2.7%2.7%
1.9%1.9%

■ 大いに満足している　■ ほぼ満足している　■ どちらともいえない　■ あまり満足していない　■ 全く満足していない

■ JA（農協）の活動内容・事業内容まで詳しく知っている　■ JA（農協）の活動内容・事業内容をいくつか知っている
■ JA（農協）の活動内容・事業内容はほとんど知らないが名称は知っている　■ JA（農協）の活動内容・事業内容は全く知らなかった

ア.生産技術（飼養）指導

イ.経営指導

ウ.補助事業導入の取組み

エ.予約購買

オ.肥料・農薬購入

カ.飼料購入

キ.生産資材購入

ク.農業機械購入

ケ.販売事業

コ.育苗事業

サ.土づくり（堆肥・土壌診断）

シ.貯金

ス.融資（設備・運転資金）

セ.共済（生命・建物）
29歳以下

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代以上

0%0% 10%10% 20%20% 30%30% 40%40% 60%60%

50%50% 70%70% 80%80%

50%50% 70%70% 80%80% 90%90% 100%100%

0%0% 10%10% 20%20% 30%30% 40%40% 60%60% 90%90% 100%100%

12.2%12.2% 49.1%49.1%

40.6%40.6%10.9%10.9%

12.2%12.2% 40.1%40.1%

13.2%13.2% 50.7%50.7%

14.3%14.3% 48.7%48.7%

11.8%11.8% 36.6%36.6%

11.3%11.3% 44.8%44.8%

10.4%10.4% 35.4%35.4%

14.6%14.6% 46.2%46.2%

13.1%13.1% 43.2%43.2%

11.6%11.6% 43.1%43.1%

12.1%12.1% 47.7%47.7%

12.6%12.6% 46.4%46.4%

16.6%16.6% 47.7%47.7% 29.7%29.7% 4.3%4.3%

26.2%26.2% 8.6%8.6%

33.6%33.6%

34.2%34.2%

26.5%26.5% 7.1%7.1%

26.9%26.9% 8.7%8.7%

35.4%35.4%

31.8%31.8% 9.8%9.8%

37.1%37.1%

25.9%25.9% 11.0%11.0%

32.5%32.5%

34.3%34.3%

34.8%34.8%
3.9%3.9%

32.0%32.0%
5.1%5.1%

10.6%10.6%

9.9%9.9%

7.9%7.9% 8.4%8.4%

12.9%12.9%

6.8%6.8%

6.9%6.9%

1.6%1.6%

3.9%3.9%

2.5%2.5%

1.5%1.5%

2.3%2.3%

2.5%2.5%

1.5%1.5%

3.9%3.9%

4.4%4.4%

3.6%3.6%

4.1%4.1%

4.4%4.4%

4.1%4.1%

19.9%19.9%

10.7%10.7%
9.5%9.5% 9.0%9.0% 9.0%9.0%

7.7%7.7%
6.9%6.9% 6.4%6.4%

5.1%5.1% 5.1%5.1%
4.4%4.4%

3.3%3.3%
1.6%1.6%

0.8%0.8% 0.4%0.4% 0.2%0.2%

0.7%0.7% 52.9%52.9% 40.0%40.0% 6.4%6.4%

5.6%5.6% 66.2%66.2% 24.6%24.6% 3.5%3.5%

8.9%8.9% 64.2%64.2% 21.6%21.6% 5.3%5.3%

7.7%7.7% 72.8%72.8% 18.9%18.9% 0.6%0.6%

11.0%11.0% 70.1%70.1% 17.3%17.3% 1.6%1.6%

30.0%30.0% 50.0%50.0% 10.0%10.0% 10.0%10.0%

Ⅱ 調査結果の要約

６．ＪＡの事業・活動の満足度について
○　ＪＡの各事業別の満足度について、「大いに満足している」「ほぼ満足している」
と回答した回答者の割合は、ほぼ全ての事業で５割以上を占める。

７．ＪＡに力を入れて欲しい取組みについて
○　全体では、「生産技術（飼養）指導」が最も高く13.9％、次いで「販売事業」が
13.8％、「補助事業導入の取組み」が11.5％と続く。

８．意見・要望等
○　全般的には農業振興に関する意見が多く、事業別では営農指導・販売・購買に
関する意見が多い。

○　ＪＡの活動内容・事業内容について、全体のうち「詳しく知っている」「いくつか
知っている」と回答した回答者の割合（認知度）は72.6％。

１．ＪＡ事業の認知度について

○　全体では「テレビ・ラジオなどのＣＭ」の割合が19.9％と最も高い。
２．ＪＡを知る機会について

〈JA（農協）に関する意識調査〉

【 ＪＡの活動・事業内容の認知度（年代別） 】

JA（農協）の活動内容・事業内容まで
詳しく知っている
JA（農協）の活動内容・事業内容を
いくつか知っている
JA（農協）の活動内容・事業内容は
ほとんど知らないが名称は知っている
JA（農協）の活動内容・事業内容は
全く知らなかった
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○　ＪＡ事業の認知度別にみると、ＪＡの活動・事業内容まで詳しく知っている回答者は、
利用・参加したことのある項目が分散しており、他の回答者よりも「ＪＡバンク」「ＪＡ共済」
「冠婚葬祭サービス」「ＪＡ広報誌、新聞の購読」等の事業に関する利用割合が高い。
このため、ＪＡ事業の認知度が高い回答者ほど、ＪＡ事業を幅広く利用する傾向にある。

○　ＪＡ事業の認知度別にみると、ＪＡの活動・事業内容まで詳しく知っている回答者は、
今後、利用・参加したい項目が分散しており、他の回答者よりも「ＪＡバンク」「ＪＡ共済」
「冠婚葬祭サービス」「業務用資材購入」等の項目の割合は高い。このため、ＪＡ事業の
認知度が高い回答者ほど、今後利用・参加したいＪＡ事業の種類は拡大する傾向にある。

JA農産物直売所（ファーマーズマーケット）、Aコープ
宮崎県産の農産物・加工品等の購入
農業祭・収穫祭
JA貯金、JAローンなどのJAバンク
生命・建物・自動車の保障のためのJA共済
冠婚葬祭サービス
JA広報誌、新聞（日本農業新聞）・雑誌（家の光三誌）の購読

JA（農協）の活動内容・事業内容
まで詳しく知っている

JA（農協）の活動内容・事業内容を
いくつか知っている

JA（農協）の活動内容・事業内容は
ほとんど知らないが名称は知っている

JA（農協）の活動内容・事業内容は
全く知らなかった

農業体験・食農教育イベント
肥料・農薬等の業務用資材購入
特にない
市民農園、体験農園、旅行、グリーンツーリズムによるレジャー機会の提供
高齢者向け福祉活動や介護サービス
人間ドックなどの健康管理活動や医療サービス
その他

JA農産物直売所（ファーマーズマーケット）、Aコープ
宮崎県産の農産物・加工品等の購入
農業祭・収穫祭
JA貯金、JAローンなどのJAバンク
生命・建物・自動車の保障のためのJA共済
冠婚葬祭サービス
JA広報誌、新聞（日本農業新聞）・雑誌（家の光三誌）の購読

農業体験・食農教育イベント
肥料・農薬等の業務用資材購入
特にない
市民農園、体験農園、旅行、グリーンツーリズムによるレジャー機会の提供
高齢者向け福祉活動や介護サービス
人間ドックなどの健康管理活動や医療サービス
その他

宮崎県産の農産物・加工品等の購入
JA農産物直売所（ファーマーズマーケット）、Aコープ
農業祭・収穫祭
農業体験・食農教育イベント
JA貯金、JAローンなどのJAバンク
市民農園、体験農園、旅行、グリーンツーリズムによるレジャー機会の提供
生命・建物・自動車の保障のためのJA共済

冠婚葬祭サービス
肥料・農薬等の業務用資材購入
人間ドックなどの健康管理活動や医療サービス
高齢者向け福祉活動や介護サービス
JA広報誌、新聞（日本農業新聞）・雑誌（家の光三誌）の購読
特にない
その他

宮崎県産の農産物・加工品等の購入
JA農産物直売所（ファーマーズマーケット）、Aコープ
農業祭・収穫祭
農業体験・食農教育イベント
JA貯金、JAローンなどのJAバンク
市民農園、体験農園、旅行、グリーンツーリズムによるレジャー機会の提供
生命・建物・自動車の保障のためのJA共済

冠婚葬祭サービス
肥料・農薬等の業務用資材購入
人間ドックなどの健康管理活動や医療サービス
高齢者向け福祉活動や介護サービス
JA広報誌、新聞（日本農業新聞）・雑誌（家の光三誌）の購読
特にない
その他

30.0%

25.0%

20.0%

15.0%

10.0%

5.0%

0.0%

24.4%24.4%

20.0%20.0%

11.4%11.4%
10.3%10.3%

7.9%7.9% 7.7%7.7%

4.6%4.6% 4.2%4.2% 3.6%3.6%
2.1%2.1% 1.9%1.9%

0.9%0.9% 0.7%0.7% 0.2%0.2%

0%0% 10%10% 20%20% 30%30% 40%40% 50%50% 60%60% 70%70% 80%80% 90%90% 100%100%

15.7%15.7% 14.3%14.3% 10.3%10.3% 10.6%10.6% 10.6%10.6% 9.1%9.1% 8.0%8.0%
5.1%5.1%
7.7%7.7%

24.1%24.1%

33.2%33.2%

27.1%27.1% 18.8%18.8% 12.5%12.5% 6.3%6.3% 25.0%25.0%
4.2%4.2%

4.2%4.2%

23.6%23.6% 10.3%10.3% 10.3%10.3%
4.5%4.5%
5.3%5.3%
3.0%3.0%

5.5%5.5%

20.5%20.5% 11.9%11.9% 10.4%10.4%
8.2%8.2%
8.1%8.1% 4.9%4.9%

4.3%4.3%

3.3%3.3%

4.0%4.0%
JA（農協）の活動内容・事業内容

まで詳しく知っている

JA（農協）の活動内容・事業内容を
いくつか知っている

JA（農協）の活動内容・事業内容は
ほとんど知らないが名称は知っている

JA（農協）の活動内容・事業内容は
全く知らなかった

0%0% 10%10% 20%20% 30%30% 40%40% 50%50% 60%60% 70%70% 80%80% 90%90% 100%100%

15.0%15.0% 14.3%14.3% 10.5%10.5%
5.8%5.8%
8.8%8.8% 4.4%4.4% 8.2%8.2%

8.5%8.5%
7.5%7.5%

20.3%20.3%

23.9%23.9%

22.6%22.6% 22.6%22.6% 8.1%8.1% 8.1%8.1% 3.2%3.2%
4.8%4.8%

4.8%4.8% 14.5%14.5%3.2%3.2%
6.5%6.5%

22.1%22.1% 14.4%14.4% 9.3%9.3%
7.2%7.2%
7.2%7.2%

3.5%3.5% 3.3%3.3%
2.7%2.7%

20.7%20.7% 14.7%14.7% 9.1%9.1% 7.0%7.0% 7.0%7.0%
5.7%5.7%
4.4%4.4%
2.7%2.7%

4.4%4.4%
5.4%5.4%
5.8%5.8%

25.0%

20.0%

15.0%

10.0%

5.0%

0.0%

20.4%20.4% 20.2%20.2%

14.0%14.0%

8.7%8.7%
7.2%7.2% 6.7%6.7%

5.5%5.5%
4.5%4.5%

3.2%3.2% 2.7%2.7% 2.5%2.5% 2.5%2.5%
1.7%1.7%

0.1%0.1%

Ⅱ 調査結果の要約

３．ＪＡ事業の利用・参加状況について
○　全体では、「ＪＡ農産物直売所（ファーマーズマーケット）、Ａコープ」が最も高く
24.4％、次いで「宮崎県産の農産物・加工品等の購入」が20.0％、「農業祭・収穫祭」が
11.4％と続く。

４．今後、利用・参加したい事業について
○　全体では、「宮崎県産の農産物・加工品等の購入」が最も高く20.4％、次いで
「ＪＡ農産物直売所（ファーマーズマーケット）・Ａコープ」が20.2％、「農業祭・収穫祭」が
14.0％と続く。

【 ＪＡ事業の利用・参加状況（認知度別） 】 【 今後、利用・参加したいＪＡ事業（認知度別） 】
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○　ＪＡ事業の認知度別にみると、ＪＡの活動・事業内容まで詳しく知っている回答者は、
利用・参加したことのある項目が分散しており、他の回答者よりも「ＪＡバンク」「ＪＡ共済」
「冠婚葬祭サービス」「ＪＡ広報誌、新聞の購読」等の事業に関する利用割合が高い。
このため、ＪＡ事業の認知度が高い回答者ほど、ＪＡ事業を幅広く利用する傾向にある。

○　ＪＡ事業の認知度別にみると、ＪＡの活動・事業内容まで詳しく知っている回答者は、
今後、利用・参加したい項目が分散しており、他の回答者よりも「ＪＡバンク」「ＪＡ共済」
「冠婚葬祭サービス」「業務用資材購入」等の項目の割合は高い。このため、ＪＡ事業の
認知度が高い回答者ほど、今後利用・参加したいＪＡ事業の種類は拡大する傾向にある。

JA農産物直売所（ファーマーズマーケット）、Aコープ
宮崎県産の農産物・加工品等の購入
農業祭・収穫祭
JA貯金、JAローンなどのJAバンク
生命・建物・自動車の保障のためのJA共済
冠婚葬祭サービス
JA広報誌、新聞（日本農業新聞）・雑誌（家の光三誌）の購読

JA（農協）の活動内容・事業内容
まで詳しく知っている

JA（農協）の活動内容・事業内容を
いくつか知っている

JA（農協）の活動内容・事業内容は
ほとんど知らないが名称は知っている

JA（農協）の活動内容・事業内容は
全く知らなかった

農業体験・食農教育イベント
肥料・農薬等の業務用資材購入
特にない
市民農園、体験農園、旅行、グリーンツーリズムによるレジャー機会の提供
高齢者向け福祉活動や介護サービス
人間ドックなどの健康管理活動や医療サービス
その他

JA農産物直売所（ファーマーズマーケット）、Aコープ
宮崎県産の農産物・加工品等の購入
農業祭・収穫祭
JA貯金、JAローンなどのJAバンク
生命・建物・自動車の保障のためのJA共済
冠婚葬祭サービス
JA広報誌、新聞（日本農業新聞）・雑誌（家の光三誌）の購読

農業体験・食農教育イベント
肥料・農薬等の業務用資材購入
特にない
市民農園、体験農園、旅行、グリーンツーリズムによるレジャー機会の提供
高齢者向け福祉活動や介護サービス
人間ドックなどの健康管理活動や医療サービス
その他

宮崎県産の農産物・加工品等の購入
JA農産物直売所（ファーマーズマーケット）、Aコープ
農業祭・収穫祭
農業体験・食農教育イベント
JA貯金、JAローンなどのJAバンク
市民農園、体験農園、旅行、グリーンツーリズムによるレジャー機会の提供
生命・建物・自動車の保障のためのJA共済

冠婚葬祭サービス
肥料・農薬等の業務用資材購入
人間ドックなどの健康管理活動や医療サービス
高齢者向け福祉活動や介護サービス
JA広報誌、新聞（日本農業新聞）・雑誌（家の光三誌）の購読
特にない
その他

宮崎県産の農産物・加工品等の購入
JA農産物直売所（ファーマーズマーケット）、Aコープ
農業祭・収穫祭
農業体験・食農教育イベント
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Ⅱ 調査結果の要約

３．ＪＡ事業の利用・参加状況について
○　全体では、「ＪＡ農産物直売所（ファーマーズマーケット）、Ａコープ」が最も高く
22.4％、次いで「宮崎県産の農産物・加工品等の購入」が20.0％、「農業祭・収穫祭」が
11.4％と続く。

４．今後、利用・参加したい事業について
○　全体では、「宮崎県産の農産物・加工品等の購入」が最も高く20.4％、次いで
「ＪＡ農産物直売所（ファーマーズマーケット）・Ａコープ」が20.2％、「農業祭・収穫祭」が
14.0％と続く。

【 ＪＡ事業の利用・参加状況（認知度別） 】 【 今後、利用・参加したいＪＡ事業（認知度別） 】
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地域の農家を元気にすること
宮崎県産農畜産物のブランド確立
米、農産物、青果物等の食料品の安定供給
消費者向けの「食」や「農」についての情報提供
Aコープ、ガソリンスタンドなど生活関連事業のサービス維持・継続
農産物直売所での消費者との交流の「場」づくり
農業祭・収穫祭
農業体験・食農教育イベント
子育て支援
農業・農村の多面的機能を守ること
地元企業・団体との連携

料理教室
市民農園、体験農園、旅行、グリーンツーリズムによる
レジャー機会の提供等
JA貯金、JAバンクなどの金融サービス
JA支所・支店祭り等の支所・支店活動
JA共済の生命・建物・自動車に関する保障提供
冠婚葬祭サービス
肥料・農薬等の農業用資材の販売強化
JA広報誌、新聞（日本農業新聞）・雑誌（家の光三誌）の購読推進
特にない
その他

14.0%

12.0%

10.0%

8.0%

6.0%

4.0%

2.0%

0.0%

13.3%13.3%

11.4%11.4%10.9%10.9%

8.7%8.7%

6.2%6.2% 5.7%5.7% 5.2%5.2% 4.8%4.8% 4.5%4.5% 4.4%4.4% 4.3%4.3% 3.8%3.8% 3.7%3.7% 3.2%3.2%
2.4%2.4% 2.4%2.4% 2.0%2.0% 1.7%1.7%

1.0%1.0%
0.3%0.3% 0.2%0.2%

■ 非常にAに近い　■ ややAに近い　■ どちらともいえない　■ ややBに近い　■ 非常にBに近い

ア.安心感がある

イ.社会に貢献している

ウ.経営がしっかりしている

エ.地域に密着している

オ.農業を守っている

カ.開放的である

キ.先進的である

ク.誠実である

ケ.活気がある

コ.信頼できる

サ.親しみのある
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Ⅱ 調査結果の要約

５．ＪＡのイメージについて
○　全体では、「ア．安心感がある」（81.5％）、「イ．社会に貢献している」（73.1％）、

「エ．地域に密着している」（86.4％）、「オ．農業を守っている」（73.9％）、「コ．信頼できる」
（73.1％）というイメージをもつ回答者が多い。

7．意見・要望等
○　全般的には、「宮崎県の農業振興」や「安全・安心な食の提供」、「ＪＡ事業・活動の
ＰＲ強化」に関するものが多かった。

６．今後、ＪＡに期待すること
○　全体では、「地域の農家を元気にすること」（13.3％）、「宮崎県産農畜産物の
ブランド確立」（11.4％）、「米、農産物、青果物等の食料品の安定供給」（10.9％）、

「消費者向けの「食」や「農」についての情報提供」（8.7％）、「Ａコープ、ガソリンスタンド
などの生活関連事業のサービス維持・継続」（6.2％）に期待する回答者が多い。
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Aコープ、ガソリンスタンドなど生活関連事業のサービス維持・継続
農産物直売所での消費者との交流の「場」づくり
農業祭・収穫祭
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Ⅱ 調査結果の要約

５．ＪＡのイメージについて
○　全体では、「ア．安心感がある」（81.5％）、「イ．社会に貢献している」（73.1％）、

「エ．地域に密着している」（86.4％）、「オ．農業を守っている」（73.9％）、「コ．信頼できる」
（73.1％）というイメージをもつ回答者が多い。

7．意見・要望等
○　全般的には、「宮崎県の農業振興」や「安全・安心な食の提供」、「ＪＡ事業・活動の
ＰＲ強化」に関するものが多かった。

６．今後、ＪＡに期待すること
○　全体では、「地域の農家を元気にすること」（13.3％）、「宮崎県産農畜産物の
ブランド確立」（11.4％）、「米、農産物、青果物等の食料品の安定供給」（10.9％）、

「消費者向けの「食」や「農」についての情報提供」（8.7％）、「Ａコープ、ガソリンスタンド
などの生活関連事業のサービス維持・継続」（6.2％）に期待する回答者が多い。
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農業・JAをめぐる情勢

4.食料・環境問題
○世界全体の人口が2050年には90億人超に達する見込み
○世界全体の食料需要は2050年に約70億トンに達すると予測
○今後も世界の食料や飼料等の需要の増大が続くと見込まれている
○地球温暖化等の気候変動の進行により、食料供給国への影響も懸念される

5.農政
○平成２７年３月に｢新たな食料・農業・農村基本計画｣が策定され、食料自給率の目標
や、米政策改革、農業の持続的な発展に関する施策が示された
○平成３０年には米の生産調整の見直し（生産数量目標の配分の廃止）が予定されて
いる
○担い手に対し、経営所得安定対策等の支援を重点的に実施。農業経営の法人化等
を通じた経営発展、新規就農や人材の育成・確保等を推進
○農地中間管理機構をフル稼働させ、担い手への集積・集約化を推進。荒廃農地の
発生防止・解消等を推進
○米政策改革の着実な推進により需要に応じた生産を推進するとともに、水田を
フルに活用し、食料自給率・食料自給力の維持向上を図るため、飼料用米等の戦略
作物の生産拡大を推進

6.地方創生
○人口減少問題の克服等に向けて目指すべき将来のビジョンや今後５年間の施策の
方向性を示した｢まち・ひと・しごと創生長期ビジョン｣と｢まち・ひと・しごと創生総合
戦略｣を策定
○都道府県及び市町村は、平成27年度中に独自の｢地方版総合戦略｣を策定

1.農業・農村の現状
○農村では都市部に先駆けて高齢化や人口減少が進行
○農業就業者が高齢化、減少するとともに、集落を構成する人口が減少
○高齢者のリタイア等による農地の荒廃や担い手不足等による生産基盤の脆弱化等
が進行
○農業就業者が著しく減少し、農業経営が次の世代に継承されず、貴重な資源や技術
の伝承が途絶えてしまう恐れがある

○農村の集落人口の減少が、農地・農業用水等の地域資源の維持管理や、生活サービス
の提供等の継続に支障を及ぼすことが懸念

○本県の農業産出額は3,000億円台を維持し、全国第6位の地位を確立

2.農協改革
○平成26年5月に規制改革会議が｢農業改革に関する意見｣を発表して以降、政府に
よる農業所得の倍増のため｢農協改革の推進｣が進められた
○平成27年8月28日の参議院本会議で、❶理事構成の見直し、❷ＪＡに会計士監査の
義務付け、❸中央会制度の新たな制度への移行、❹ＪＡ・全農・経済連の株式会社化等
を柱とした改正農協法が可決、9月4日に公布、平成28年4月1日に施行
○准組合員の事業利用規制は5年間の調査を経た上で改めて検討
○平成31年9月末を期限として、県中央会は農協法上の連合会（非出資）に全国中央会
は一般社団法人に移行
○農協法改正では農業者の組織としてのＪＡのあり方、准組合員制度の再検討への対応
が求められる

3.国際化の進展
○ＴＰＰ（環太平洋連携協定）については、米国・アトランタで行なわれたＴＰＰ閣僚会合
において、平成27年10月5日に協定の大筋合意に至っており、今後、貿易の自由化
が加速することが懸念
○ＡＳＥＡＮ諸国等のＥＰＡ（経済連携協定）の発効など、二国間、多国間の国際的な
自由貿易の流れが加速化
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農業・JAをめぐる情勢

4.食料・環境問題
○世界全体の人口が2050年には90億人超に達する見込み
○世界全体の食料需要は2050年に約70億トンに達すると予測
○今後も世界の食料や飼料等の需要の増大が続くと見込まれている
○地球温暖化等の気候変動の進行により、食料供給国への影響も懸念される

5.農政
○平成２７年３月に｢新たな食料・農業・農村基本計画｣が策定され、食料自給率の目標
や、米政策改革、農業の持続的な発展に関する施策が示された
○平成３０年には米の生産調整の見直し（生産数量目標の配分の廃止）が予定されて
いる
○担い手に対し、経営所得安定対策等の支援を重点的に実施。農業経営の法人化等
を通じた経営発展、新規就農や人材の育成・確保等を推進
○農地中間管理機構をフル稼働させ、担い手への集積・集約化を推進。荒廃農地の
発生防止・解消等を推進
○米政策改革の着実な推進により需要に応じた生産を推進するとともに、水田を
フルに活用し、食料自給率・食料自給力の維持向上を図るため、飼料用米等の戦略
作物の生産拡大を推進

6.地方創生
○人口減少問題の克服等に向けて目指すべき将来のビジョンや今後５年間の施策の
方向性を示した｢まち・ひと・しごと創生長期ビジョン｣と｢まち・ひと・しごと創生総合
戦略｣を策定
○都道府県及び市町村は、平成27年度中に独自の｢地方版総合戦略｣を策定

1.農業・農村の現状
○農村では都市部に先駆けて高齢化や人口減少が進行
○農業就業者が高齢化、減少するとともに、集落を構成する人口が減少
○高齢者のリタイア等による農地の荒廃や担い手不足等による生産基盤の脆弱化等
が進行

○農業就業者が著しく減少し、農業経営が次の世代に継承されず、貴重な資源や技術
の伝承が途絶えてしまう恐れがある

○農村の集落人口の減少が、農地・農業用水等の地域資源の維持管理や、生活サービス
の提供等の継続に支障を及ぼすことが懸念

○本県の農業産出額は3,000億円台を維持し、全国第6位の地位を確立

2.農協改革
○平成26年5月に規制改革会議が｢農業改革に関する意見｣を発表して以降、政府に
よる農業所得の倍増のため｢農協改革の推進｣が進められた
○平成27年8月28日の参議院本会議で、❶理事構成の見直し、❷ＪＡに会計士監査の
義務付け、❸中央会制度の新たな制度への移行、❹ＪＡ・全農・経済連の株式会社化等
を柱とした改正農協法が可決、9月4日に公布、平成28年4月1日に施行
○准組合員の事業利用規制は5年間の調査を経た上で改めて検討
○平成31年9月末を期限として、県中央会は農協法上の連合会（非出資）に全国中央会
は一般社団法人に移行
○農協法改正では農業者の組織としてのＪＡのあり方、准組合員制度の再検討への対応
が求められる

3.国際化の進展
○ＴＰＰ（環太平洋連携協定）については、米国・アトランタで行なわれたＴＰＰ閣僚会合
において、平成27年10月5日に協定の大筋合意に至っており、今後、貿易の自由化
が加速することが懸念
○ＡＳＥＡＮ諸国等のＥＰＡ（経済連携協定）の発効など、二国間、多国間の国際的な
自由貿易の流れが加速化
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第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況

（１）組合員の経営力向上とＪＡ支援の強化

１．組合員とＪＡグループが一体となった農業所得の確保対策
　農業所得を確保するためには、基本的な技術の励行による秀品率や上物率といった「品質
のアップ」と適切な労働力配分や適期収穫、事故率軽減や受胎率の改善等による収量や重・
乳量等の「数量のアップ」が重要であり、そのための営農技術の向上に取り組む。
　また、技術力の向上に加え、経営管理能力の向上が必要であり、ＪＡグループと組合員が
一体となって「協同の力」を発揮しながら、組合員の所得確保のための総合的な支援に
取り組む。

２．次代を担う新たな組合員の育成・支援
　高齢化による離農者の増加や後継者不足により、地域農業の生産基盤の崩壊が懸念される
ことから、地域農業を担う意欲ある新たな担い手の育成・支援の拡充を図る。また、大規模
農業経営者に対して、ＪＡの経営資源を活用し、積極的に出向き、経営・技術・販売等総合的
支援に取り組む。

【実践状況】
○産地改革支援活動として、平成２５年度に２５団体（部会）、平成２６年度に３２団体に対して
実施した。
○宮崎県農業経営者組織協議会会員に対して、総合的技術経営管理能力向上支援事業
（経営健康診断事業）を実施した。
○農業経営の診断・分析から経営改善・経営再建を図る事後支援までの一貫した経営指導と
して、｢経営コンサル｣と事後指導による経営改善を実施した。
○土壌診断を活用した適正施肥の推進やＢＢ肥料（オーダーメイド肥料）の普及推進、農機
レンタル事業を実施した。
○各種予約奨励要領の活用による予約購買の推進や低コスト資材の普及推進を実施した。
○選果場の利活用による品目選果の推進及びＪＡ間共同利用による委託選果推進と集約集配
を拡大し、物流コストの削減を図った。
○借入コスト低減のため、ＪＡバンク利子助成事業を実施し、借入利息の一部助成を実施した。

【実践の効果・到達度合】
○産地改革支援活動の指導については対象団体会員の｢気づき｣の喚起となっており、部会
員の意識改革につながった。
○｢経営健康診断システム｣により、会員ごとに計画対比・過年度対比など数値を用いた経営
改善につながった。
○支援内容や担当者を明記した｢農業経営改善アクションシート｣で管理することで事後支援
を確実にしている。
○土壌診断に基づく適正施肥や低コスト資材の導入に始まり物流コストの削減まで、生産から
販売までのトータルコスト低減の取り組みにつながった。
○ＪＡバンク利子助成事業により農業者の営農資金のコスト負担軽減に寄与した。また、平成
２７年度より対象資金を拡大し、低コスト化の支援を強化している。

（２）所得確保につながる総合的指導事業の拡充

【実践状況】
○専門認証の資格取得のため、専門認証養成講座の受講を推進した。
○営農指導員の資質向上対策として、ＪＡグループ宮崎営農指導員協議会を通じ、共催する
各研修会での関係機関との連携強化を図るとともに、営農指導員に対して各連合会が実施
する技術・経営に関する研修会への参加促進を行なった。
○組合員と営農指導員との情報共有システムとして、タブレット端末を使用した情報提供機能
の構築を図り、平成２６年１０月にシステム構築を完了した。

【実践の効果・到達度合】
○平成２６年度の専門認証試験の合格者は１級１９名、２級２０名となり、１・２級を合わせた専門
認証有資格率は目標の２０％に対し、２０．２％となった。
○品目別・階層別研修や交流会を通じて営農指導員の情報の共有化と技術レベルの向上に
繋がっている。
○組合員と営農指導員の情報共有システムについては１ＪＡが導入済みである。

（１）新規就農者（農業後継者、集落営農法人、農業法人等）の育成・支援

【実践状況】
○ＪＡグループ新規就農者研修事業を通して、新規就農者及びＪＡを支援した。
○平成２６年度ＪＡグループ宮崎新規就農研修生及びみやざき農業実践塾生を対象にした
研修会・意見交換会を関係ＪＡ、行政機関、関係者を参集し、開催した。
○集落営農の組織化及び法人化推進に向け、集落営農法人リーダー養成講座及び個別検討会、
農業法人設立セミナー等を開催した。
○ＪＡ出資型農業法人等研究会を｢宮崎県地域営農組織協議会｣に名称変更し、設立後の集落
営農組合・法人及びＪＡ主導型農業法人を対象に、経営安定に向けた研修会等を実施した。
○｢ＪＡバンク新規就農応援事業｣を実施し、研修受入先に対する支援を行なった。

【実践の効果・到達度合】
○新規研修生数は近年１８名～２２名で堅調に推移し、平成２５年度は研修生２２名のうち１９名が
新規に就農したが、ＪＡごとの研修生の格差が大きい。
○新規就農者（農業後継者、集落営農法人、農業法人等）の育成・支援に向けた各種研修会
の実施により、新たな担い手の育成が図られた。

○ＪＡバンク新規就農応援事業により研修受入先のコスト負担の軽減に寄与した。

第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況
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第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況

（１）組合員の経営力向上とＪＡ支援の強化

１．組合員とＪＡグループが一体となった農業所得の確保対策
　農業所得を確保するためには、基本的な技術の励行による秀品率や上物率といった「品質
のアップ」と適切な労働力配分や適期収穫、事故率軽減や受胎率の改善等による収量や重・
乳量等の「数量のアップ」が重要であり、そのための営農技術の向上に取り組む。
　また、技術力の向上に加え、経営管理能力の向上が必要であり、ＪＡグループと組合員が
一体となって「協同の力」を発揮しながら、組合員の所得確保のための総合的な支援に
取り組む。

２．次代を担う新たな組合員の育成・支援
　高齢化による離農者の増加や後継者不足により、地域農業の生産基盤の崩壊が懸念される
ことから、地域農業を担う意欲ある新たな担い手の育成・支援の拡充を図る。また、大規模
農業経営者に対して、ＪＡの経営資源を活用し、積極的に出向き、経営・技術・販売等総合的
支援に取り組む。

【実践状況】
○産地改革支援活動として、平成２５年度に２５団体（部会）、平成２６年度に３２団体に対して
実施した。
○宮崎県農業経営者組織協議会会員に対して、総合的技術経営管理能力向上支援事業
（経営健康診断事業）を実施した。
○農業経営の診断・分析から経営改善・経営再建を図る事後支援までの一貫した経営指導と
して、｢経営コンサル｣と事後指導による経営改善を実施した。
○土壌診断を活用した適正施肥の推進やＢＢ肥料（オーダーメイド肥料）の普及推進、農機
レンタル事業を実施した。
○各種予約奨励要領の活用による予約購買の推進や低コスト資材の普及推進を実施した。
○選果場の利活用による品目選果の推進及びＪＡ間共同利用による委託選果推進と集約集配
を拡大し、物流コストの削減を図った。
○借入コスト低減のため、ＪＡバンク利子助成事業を実施し、借入利息の一部助成を実施した。

【実践の効果・到達度合】
○産地改革支援活動の指導については対象団体会員の｢気づき｣の喚起となっており、部会
員の意識改革につながった。
○｢経営健康診断システム｣により、会員ごとに計画対比・過年度対比など数値を用いた経営
改善につながった。
○支援内容や担当者を明記した｢農業経営改善アクションシート｣で管理することで事後支援
を確実にしている。
○土壌診断に基づく適正施肥や低コスト資材の導入に始まり物流コストの削減まで、生産から
販売までのトータルコスト低減の取り組みにつながった。
○ＪＡバンク利子助成事業により農業者の営農資金のコスト負担軽減に寄与した。また、平成
２７年度より対象資金を拡大し、低コスト化の支援を強化している。

（２）所得確保につながる総合的指導事業の拡充

【実践状況】
○専門認証の資格取得のため、専門認証養成講座の受講を推進した。
○営農指導員の資質向上対策として、ＪＡグループ宮崎営農指導員協議会を通じ、共催する
各研修会での関係機関との連携強化を図るとともに、営農指導員に対して各連合会が実施
する技術・経営に関する研修会への参加促進を行なった。
○組合員と営農指導員との情報共有システムとして、タブレット端末を使用した情報提供機能
の構築を図り、平成２６年１０月にシステム構築を完了した。

【実践の効果・到達度合】
○平成２６年度の専門認証試験の合格者は１級１９名、２級２０名となり、１・２級を合わせた専門
認証有資格率は目標の２０％に対し、２０．２％となった。
○品目別・階層別研修や交流会を通じて営農指導員の情報の共有化と技術レベルの向上に
繋がっている。
○組合員と営農指導員の情報共有システムについては１ＪＡが導入済みである。

（１）新規就農者（農業後継者、集落営農法人、農業法人等）の育成・支援

【実践状況】
○ＪＡグループ新規就農者研修事業を通して、新規就農者及びＪＡを支援した。
○平成２６年度ＪＡグループ宮崎新規就農研修生及びみやざき農業実践塾生を対象にした
研修会・意見交換会を関係ＪＡ、行政機関、関係者を参集し、開催した。
○集落営農の組織化及び法人化推進に向け、集落営農法人リーダー養成講座及び個別検討会、
農業法人設立セミナー等を開催した。
○ＪＡ出資型農業法人等研究会を｢宮崎県地域営農組織協議会｣に名称変更し、設立後の集落
営農組合・法人及びＪＡ主導型農業法人を対象に、経営安定に向けた研修会等を実施した。
○｢ＪＡバンク新規就農応援事業｣を実施し、研修受入先に対する支援を行なった。

【実践の効果・到達度合】
○新規研修生数は近年１８名～２２名で堅調に推移し、平成２５年度は研修生２２名のうち１９名が
新規に就農したが、ＪＡごとの研修生の格差が大きい。
○新規就農者（農業後継者、集落営農法人、農業法人等）の育成・支援に向けた各種研修会
の実施により、新たな担い手の育成が図られた。

○ＪＡバンク新規就農応援事業により研修受入先のコスト負担の軽減に寄与した。

第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況
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○輸出戦略として新規ニーズ開拓による輸出取扱量の拡大を図り、定番品目の安定取引と
新規品目の開拓の取り組みを継続して実施した。
○栄養機能性に着目したブランド認証商品の販売についてＰＲを強化するとともに、健康認
証商品のイメージ訴求に向けた取り組みを検討した。

【実践の効果・到達度合】
○家畜防疫の面では啓発活動や防疫の徹底により再発を防ぎ、耕種面では県版ＧＡＰ（農業
生産工程管理）の取り組みや環境を配慮した資材導入で安全・安心への取り組み強化に
繋がっている。
○輸出によるみやざきブランドの強化については、主力品目である宮崎牛や甘藷の取り組み
に加え、スイートピーの取扱量も増加している。
○みやざきブランドを牽引する新たな取組みとして、栄養機能性や健康を意識した品目育成が
行われ、みやざきブランドの発展に繋げている。

（２）土地利用型農業への実践的参加と６次産業化の取り組み

【実践状況】
○ＪＡグループ内の６次産業化等への基本的な考え方を整理した｢６次産業化等取り組み方針｣
を策定し、ＪＡ内での相互の情報共有が図れる窓口体制を整備した。
○６次産業化の全国の動向及び｢ＪＡ・６次産業化ファンド｣の活用事例と県内現況の情報交換を
目的とした研修会を実施した。
○組合員の農業所得の向上を図る具体的な施策を検討するため、ＪＡグループ宮崎が実施して
きた商品化の取り組み状況の実態調査を実施し、ＪＡ・経済連より約２５０点の報告があった。
○加工品を含めた総合的な営業力の強化や学生・シェフ等と連携したＰＲ活動等に取り組んだ。
○ジェイエイフーズにて冷凍野菜・カット野菜の製造・販売を実施した。

【実践の効果・到達度合】
○研修会などを通じて、ＪＡグループ宮崎内での６次産業化について情報共有化が図られた。
○冷凍野菜やカット野菜の取り組みにおいては、販路拡大に向けた営業力の強化により、ＪＡ
グループ内６次産業化の拡充に繋げる事ができた。

（３） 直売所を核とした新たな事業活動の展開

【実践状況】
○研修会などを通して、各ＪＡ直売所間の情報共有や職員同士のネットワーク構築及び栽培
講習会による生産者への技術指導を行なった。
○直売所を地産地消運動の拠点として、ＤＶＤ設置やＰＯＰ研修会など｢食｣と｢農｣の情報発信
を強化した。

【実践の効果・到達度合】
○直売所の職員等による情報共有により店舗内の課題が認識され、改善がすすんでいる。
また、販促活動は県内統一のキャンペーンを実施した。　　
○高齢農家や自給的農家等の少量多品目の生産者に対する技術指導が図られた。

（１）みやざきブランドの発展と持続可能な農業の確立

【実践状況】
○｢消毒の日｣のＰＲや巡回指導による防疫意識の啓発活動、消毒槽や噴霧器等の消毒資材
の導入助成を行なった。

○環境保全型農業に向けた取り組みとして、省エネ設備の導入などの省エネ対策の推進や
天敵及び生物農薬等の普及拡大、残留農薬分析に基づく指導を実施した。
○宮崎大学との連携による植物残渣利活用の検討及び木質ペレット・ボイラーの普及拡大
を実施した。
○県版ＧＡＰ（農業生産工程管理）様式の作成及びＪＡへの配布を行い、普及啓発に努めた。

（２）農業法人等大規模農業経営者に対する対応強化

【実践状況】
○各ＪＡに出向く活動体制を整備した。また、農業法人等に対してＪＡの農業法人等の担当部署
と中央会による定期的な訪問活動を実施した。（合同訪問先を７０選定し、延べ６８４件訪問）
○農業メインバンク機能の強化のため、平成２６年度には農業者・農業法人８１２件を訪問した。
○農業法人等への総合的事業対応として、合同訪問先から経営や事業支援など延べ５６０件の
意見・要望の聞き取りを実施した。
○大規模法人等へのＪＡグループの一体的な取り組みとして、ＪＡ内での役員及び関係部署と
の定期的な検討会議の開催や県連での情報交換体制の整備を実施した。

○専門家による外部支援体制として担い手スペシャリストを設置し、個別相談会の開催及び
研修会の対応を行なった。
○経営コンサルによる経営改善活動を継続的に実施した。

【実践の効果・到達度合】
○出向く活動体制について、２ＪＡで専門部署・担当者による活動体制が整備された。
○農業メインバンク機能強化のため、訪問により農業者等との関係強化が図られた。今後は
既取引先や未取引先との金融取引に繋げていけるよう、さらなる関係強化に努める必要が
ある。
○県連農業法人担当課長会議及びＪＡとの対策検討会議において、農業法人等に対する事業
対応状況及び新たな事業対応策等について協議し、契約栽培の推進、法人向け運用資金の
創設、政策提言等を実施した。
○経営コンサルについては、コンサル受診経営体の意向に一部沿っていない部分もあった
ため、改善に向け検討する。

第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況

３．多様なニーズを踏まえた「攻め」の農業・事業の確保
　産地の維持・拡大のため、環境変化に対応したみやざきブランドの強化と宮崎の自然環境
を活かした持続可能な農業の確立に取り組む。
　また、みやざきブランドの販売力の強化、付加価値づくりのため、海外輸出の拡充、ＪＡ
グループ内の加工施設を活用した６次産業化に取り組む。さらに、直売所を核とした新たな
事業活動の展開に取り組む。
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○輸出戦略として新規ニーズ開拓による輸出取扱量の拡大を図り、定番品目の安定取引と
新規品目の開拓の取り組みを継続して実施した。
○栄養機能性に着目したブランド認証商品の販売についてＰＲを強化するとともに、健康認
証商品のイメージ訴求に向けた取り組みを検討した。

【実践の効果・到達度合】
○家畜防疫の面では啓発活動や防疫の徹底により再発を防ぎ、耕種面では県版ＧＡＰ（農業
生産工程管理）の取り組みや環境を配慮した資材導入で安全・安心への取り組み強化に
繋がっている。
○輸出によるみやざきブランドの強化については、主力品目である宮崎牛や甘藷の取り組み
に加え、スイートピーの取扱量も増加している。
○みやざきブランドを牽引する新たな取組みとして、栄養機能性や健康を意識した品目育成が
行われ、みやざきブランドの発展に繋げている。

（２）土地利用型農業への実践的参加と６次産業化の取り組み

【実践状況】
○ＪＡグループ内の６次産業化等への基本的な考え方を整理した｢６次産業化等取り組み方針｣
を策定し、ＪＡ内での相互の情報共有が図れる窓口体制を整備した。
○６次産業化の全国の動向及び｢ＪＡ・６次産業化ファンド｣の活用事例と県内現況の情報交換を
目的とした研修会を実施した。
○組合員の農業所得の向上を図る具体的な施策を検討するため、ＪＡグループ宮崎が実施して
きた商品化の取り組み状況の実態調査を実施し、ＪＡ・経済連より約２５０点の報告があった。
○加工品を含めた総合的な営業力の強化や学生・シェフ等と連携したＰＲ活動等に取り組んだ。
○ジェイエイフーズにて冷凍野菜・カット野菜の製造・販売を実施した。

【実践の効果・到達度合】
○研修会などを通じて、ＪＡグループ宮崎内での６次産業化について情報共有化が図られた。
○冷凍野菜やカット野菜の取り組みにおいては、販路拡大に向けた営業力の強化により、ＪＡ
グループ内６次産業化の拡充に繋げる事ができた。

（３） 直売所を核とした新たな事業活動の展開

【実践状況】
○研修会などを通して、各ＪＡ直売所間の情報共有や職員同士のネットワーク構築及び栽培
講習会による生産者への技術指導を行なった。
○直売所を地産地消運動の拠点として、ＤＶＤ設置やＰＯＰ研修会など｢食｣と｢農｣の情報発信
を強化した。

【実践の効果・到達度合】
○直売所の職員等による情報共有により店舗内の課題が認識され、改善がすすんでいる。
また、販促活動は県内統一のキャンペーンを実施した。　　
○高齢農家や自給的農家等の少量多品目の生産者に対する技術指導が図られた。

（１）みやざきブランドの発展と持続可能な農業の確立

【実践状況】
○｢消毒の日｣のＰＲや巡回指導による防疫意識の啓発活動、消毒槽や噴霧器等の消毒資材
の導入助成を行なった。

○環境保全型農業に向けた取り組みとして、省エネ設備の導入などの省エネ対策の推進や
天敵及び生物農薬等の普及拡大、残留農薬分析に基づく指導を実施した。
○宮崎大学との連携による植物残渣利活用の検討及び木質ペレット・ボイラーの普及拡大
を実施した。
○県版ＧＡＰ（農業生産工程管理）様式の作成及びＪＡへの配布を行い、普及啓発に努めた。

（２）農業法人等大規模農業経営者に対する対応強化

【実践状況】
○各ＪＡに出向く活動体制を整備した。また、農業法人等に対してＪＡの農業法人等の担当部署
と中央会による定期的な訪問活動を実施した。（合同訪問先を７０選定し、延べ６８４件訪問）
○農業メインバンク機能の強化のため、平成２６年度には農業者・農業法人８１２件を訪問した。
○農業法人等への総合的事業対応として、合同訪問先から経営や事業支援など延べ５６０件の
意見・要望の聞き取りを実施した。
○大規模法人等へのＪＡグループの一体的な取り組みとして、ＪＡ内での役員及び関係部署と
の定期的な検討会議の開催や県連での情報交換体制の整備を実施した。

○専門家による外部支援体制として担い手スペシャリストを設置し、個別相談会の開催及び
研修会の対応を行なった。
○経営コンサルによる経営改善活動を継続的に実施した。

【実践の効果・到達度合】
○出向く活動体制について、２ＪＡで専門部署・担当者による活動体制が整備された。
○農業メインバンク機能強化のため、訪問により農業者等との関係強化が図られた。今後は
既取引先や未取引先との金融取引に繋げていけるよう、さらなる関係強化に努める必要が
ある。
○県連農業法人担当課長会議及びＪＡとの対策検討会議において、農業法人等に対する事業
対応状況及び新たな事業対応策等について協議し、契約栽培の推進、法人向け運用資金の
創設、政策提言等を実施した。
○経営コンサルについては、コンサル受診経営体の意向に一部沿っていない部分もあった
ため、改善に向け検討する。

第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況

３．多様なニーズを踏まえた「攻め」の農業・事業の確保
　産地の維持・拡大のため、環境変化に対応したみやざきブランドの強化と宮崎の自然環境
を活かした持続可能な農業の確立に取り組む。
　また、みやざきブランドの販売力の強化、付加価値づくりのため、海外輸出の拡充、ＪＡ
グループ内の加工施設を活用した６次産業化に取り組む。さらに、直売所を核とした新たな
事業活動の展開に取り組む。
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（３）協同の力を発揮するための広報活動の強化

【実践状況】
○組織内広報機能の強化を目的に、日本農業新聞の普及活用運動や通信員会議・研修会を
定期的に実施した。
○地元紙、テレビ、ラジオなどメディアを活用し、ＪＡ・組合員・地域の情報を発信した。
○教育文化活動の役割や家の光三誌・農業新聞の普及・記事活用のため、家の光協会、日本
農業新聞、農協観光などの系統団体との連携を図った。

【実践の効果・到達度合】
○農政情報の発信により農政運動の理解醸成につながっている。
○各ＪＡ通信員（職員）のスキルアップが図れたことで、送稿本数目標（1,100本）が達成できた。

（１）地域実態にあった農業政策の確立

【実践状況】
○ＴＰＰ交渉など重要事案について、県選出国会議員への要請や意見交換などを実施した。
〇農業政策、農業予算、税制改正について、各ＪＡ・連合会より要望の積み上げを行い、地域の
取り組みに応じた要請活動を実施した。

【実践の効果・到達度合】　
○地域の実態を踏まえた要請活動により、地域農業振興に向けた農業施策への反映が実現
できた。

（２）食・農・ＪＡの理解醸成のための広報活動の強化

【実践状況】
○ＪＡによる食農教育の実践に向けて、｢ＪＡ食農教育プラン｣の見直しを実施した。
○県民への｢食｣、｢農｣、｢ＪＡ｣への理解促進を図るため、各種メディア（地方紙、テレビ、ラジオ
等）を活用した情報発信に取り組んだ。また、全ＪＡで広報誌の発行や農業祭などのイベント
を開催し、国産・県産・地元産農畜産物の消費拡大に向けた広報活動を実施した。
○｢ＪＡバンク教育活動助成事業｣を実施し、食農教育のため県内小学校約２４０校へ約１１千冊
の教材本を提供した。また小学校を中心とした食育・農育活動を実施した。

○「みんなのよい食プロジェクト」に賛同する地元企業や団体等で構成する｢みんなのよい食
応援隊｣に対して、食農体験事業や講演活動などを実施した。
○Ｍモーションの作成・配布や食育番組の提供・商品ＰＲし、インターネットも含めた各広報
ツールを連動させ、相乗効果アップに取り組んだ。

【実践の効果・到達度合】
○｢ＪＡ食農教育プラン｣に基づいたＪＡによる食農教育の実践が図られた。
○メディアを活用した広報活動で、県産農畜産物の特産品や加工品に対しての認知度が
高まった。
○県内小学校でＪＡバンク教材本を授業で活用し、感想文を寄稿してもらうなど小学校へ
の食農教育での｢食｣、｢農｣、｢ＪＡ｣への理解が深められた。

○「みんなのよい応援隊」の企業・団体の従業員等に対して、食農体験事業を通した｢食｣、
｢農｣、｢ＪＡ｣への理解促進が図られた。

（１）快適に安心して暮らせるためのサービスの提供と事業化

【実践状況】
○認知症サポーターの養成運動や助けあい活動等を実施した。また高齢者を対象とした高齢者
交通安全教室や集団健康診断に対しての支援を行なった。
○介護保険事業について３ＪＡが実施しており、運営等に関する意見交換や事業改善に向けた
情報交換を実施した。
○ＪＡ女性部への乳がん検診の啓発など健康診断活動の促進や家計簿＆ライフプラン運動に
取り組み、ＪＡくらしの活動による生活サポート向上を図った。
○生活資材・信用・共済の各種事業を通じて、地域住民が快適で安心して暮らせるための
サービスを提供した。

【実践の効果・到達度合】
○高齢者交通安全教室の開催・集団健康診断への助成により、交通事故対策・健康管理増進
活動を図った。
○認知症対策などの実施により、安心して暮らせる地域社会の維持に一定の効果があった。

第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況

４．農業経営安定化のための農業政策の確立と消費者への理解促進
　持続可能な農業経営のため、生産現場の声を反映した農業政策の確立を目指し、国・県等
に対して要請を行う。また、食・農・ＪＡの消費者理解のため、広報機能の強化を行う。

１．ＪＡの総合力発揮によるくらしの支援
　組合員や地域住民のくらしの利便性や質の向上を図るため、ＪＡの総合力を発揮し、支援を
行う。

Ⅱ　幸せで元気な共生社会づくり
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（３）協同の力を発揮するための広報活動の強化

【実践状況】
○組織内広報機能の強化を目的に、日本農業新聞の普及活用運動や通信員会議・研修会を
定期的に実施した。
○地元紙、テレビ、ラジオなどメディアを活用し、ＪＡ・組合員・地域の情報を発信した。
○教育文化活動の役割や家の光三誌・農業新聞の普及・記事活用のため、家の光協会、日本
農業新聞、農協観光などの系統団体との連携を図った。

【実践の効果・到達度合】
○農政情報の発信により農政運動の理解醸成につながっている。
○各ＪＡ通信員（職員）のスキルアップが図れたことで、送稿本数目標（1,100本）が達成できた。

（１）地域実態にあった農業政策の確立

【実践状況】
○ＴＰＰ交渉など重要事案について、県選出国会議員への要請や意見交換などを実施した。
〇農業政策、農業予算、税制改正について、各ＪＡ・連合会より要望の積み上げを行い、地域の
取り組みに応じた要請活動を実施した。

【実践の効果・到達度合】　
○地域の実態を踏まえた要請活動により、地域農業振興に向けた農業施策への反映が実現
できた。

（２）食・農・ＪＡの理解醸成のための広報活動の強化

【実践状況】
○ＪＡによる食農教育の実践に向けて、｢ＪＡ食農教育プラン｣の見直しを実施した。
○県民への｢食｣、｢農｣、｢ＪＡ｣への理解促進を図るため、各種メディア（地方紙、テレビ、ラジオ
等）を活用した情報発信に取り組んだ。また、全ＪＡで広報誌の発行や農業祭などのイベント
を開催し、国産・県産・地元産農畜産物の消費拡大に向けた広報活動を実施した。
○｢ＪＡバンク教育活動助成事業｣を実施し、食農教育のため県内小学校約２４０校へ約１１千冊
の教材本を提供した。また小学校を中心とした食育・農育活動を実施した。

○「みんなのよい食プロジェクト」に賛同する地元企業や団体等で構成する｢みんなのよい食
応援隊｣に対して、食農体験事業や講演活動などを実施した。
○Ｍモーションの作成・配布や食育番組の提供・商品ＰＲし、インターネットも含めた各広報
ツールを連動させ、相乗効果アップに取り組んだ。

【実践の効果・到達度合】
○｢ＪＡ食農教育プラン｣に基づいたＪＡによる食農教育の実践が図られた。
○メディアを活用した広報活動で、県産農畜産物の特産品や加工品に対しての認知度が
高まった。
○県内小学校でＪＡバンク教材本を授業で活用し、感想文を寄稿してもらうなど小学校へ
の食農教育での｢食｣、｢農｣、｢ＪＡ｣への理解が深められた。

○「みんなのよい応援隊」の企業・団体の従業員等に対して、食農体験事業を通した｢食｣、
｢農｣、｢ＪＡ｣への理解促進が図られた。

（１）快適に安心して暮らせるためのサービスの提供と事業化

【実践状況】
○認知症サポーターの養成運動や助けあい活動等を実施した。また高齢者を対象とした高齢者
交通安全教室や集団健康診断に対しての支援を行なった。
○介護保険事業について３ＪＡが実施しており、運営等に関する意見交換や事業改善に向けた
情報交換を実施した。
○ＪＡ女性部への乳がん検診の啓発など健康診断活動の促進や家計簿＆ライフプラン運動に
取り組み、ＪＡくらしの活動による生活サポート向上を図った。
○生活資材・信用・共済の各種事業を通じて、地域住民が快適で安心して暮らせるための
サービスを提供した。

【実践の効果・到達度合】
○高齢者交通安全教室の開催・集団健康診断への助成により、交通事故対策・健康管理増進
活動を図った。
○認知症対策などの実施により、安心して暮らせる地域社会の維持に一定の効果があった。

第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況

４．農業経営安定化のための農業政策の確立と消費者への理解促進
　持続可能な農業経営のため、生産現場の声を反映した農業政策の確立を目指し、国・県等
に対して要請を行う。また、食・農・ＪＡの消費者理解のため、広報機能の強化を行う。

１．ＪＡの総合力発揮によるくらしの支援
　組合員や地域住民のくらしの利便性や質の向上を図るため、ＪＡの総合力を発揮し、支援を
行う。

Ⅱ　幸せで元気な共生社会づくり
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Ⅲ　組合員が高い満足を得られるＪＡづくり

（１）集う・ふれあう・行き交う「場」の提供

【実践状況】
○「食」、「農」、「ＪＡ」の理解促進を図るための交流の場を提供した。
　・農業体験、農業塾、女性大学（対象：地域住民）
　・クッキングフェスタ、農業まつり（対象：地域住民）
　・ちゃぐりんフェスタ、あぐりスクール（対象：児童）
　・年金、住宅ローン等各種相談会（対象：高齢者）
○人と人とが、ふれあい、行き交う場として、各種スポーツ大会を協賛支援することで集う
場づくりに貢献した。
○組合員との情報を共有できるシステムとして、インターネット・携帯電話から閲覧できる
機能や、外出先でタブレット端末を使用し、情報を照会できる機能を構築した。また、ホーム
ページの改善やソーシャルネットワークの導入に取り組んだ。

　　　
【実践の効果・到達度合】
○全ＪＡで集う・ふれあう・行き交う「場」の提供が実施できた。
○タブレット端末での情報照会については平成２６年１０月に構築が終了した。現時点の実績は、
１ＪＡ導入済み、３ＪＡ発注依頼あり、１ＪＡ見積もり提出中である。

（１）組合員・利用者の視点に立った事業活動の展開

【実践状況】
○組合員・利用者への非対面サービスの向上としてＡＴＭ網の拡大を行い、利便性の向上を
図った。
○ＣＳ改善プログラムを一部ＪＡに導入し、顧客満足度向上への取り組みを実施し、利用者視点
に立った対応への改善を行い、挨拶・会話力の向上や店舗の美粧化等に取り組んだ。

（２）より地域に密着したＪＡらしい事業機能の強化

【実践状況】
○店舗の活性化を目的に、新たに店舗コンクールや店舗窓口リーダー、窓口担当者のスキル
アップの取り組みを実施した。
○企画機能強化のため、日常業務と切り離したトップ層直轄の企画機能に特化した専任部署
が１ＪＡで設置され、具体的事業改革の取り組みを開始した。
○県内Ａコープと連携し、クレジットカード決済端末を導入し、県内２１店舗にてＪＡカードが利用
できるようになった。
○各事業における事業基盤拡充戦略の統合・調整を行なうため、｢四連事業戦略会議｣を設置し、
四連による情報共有・検討の場を作った。

【実践の効果・到達度合】
○先進的な店舗取組みの情報共有や、窓口対応スキルの向上にかかるロールプレイング大会
により窓口対応スキルの向上等に寄与した。
○企画機能に特化した専任部署設置ＪＡにおいて、事業改革に対して中心部署としての取り組み
が進み始めた。
○｢四連事業戦略会議｣において、四連による情報共有・検討の場の設置はできたが、総合力の
発揮やサービスの向上のための取組みとしての具体的な効果は出ていない。

○現場営業力強化プログラムを一部ＪＡに導入し、窓口・渉外における顧客対応力を強化する
ため、積極的な声掛けや利用者の状況・ニーズの把握を行い、利用者のニーズに即した提案
を実施した。
○ＬＡによる｢ひと・いえ・くるま｣の加入状況説明を通じた３Ｑ訪問活動を実践し、顧客ニーズ
に合致した提案型の推進を実施した。
○ＬＡをサポートするＬＡトレーナー制度の導入・定着によるＬＡの対応力強化・支援を図った。
　
【実践の効果・到達度合】
○コンビニＡＴＭの平日日中無料化により組合員・利用者の利便性は向上した。また、ＣＳ改善
プログラムや現場営業力強化プログラムを導入した店舗の利用者から好意的な意見を
いただくなど組合員・利用者の視点に立った事業展開に寄与した。
○ＬＡによる３Ｑ訪問活動の実践により、顧客ニーズに合致した保障の提供を図った。
○ＬＡトレーナー制度の導入・展開により新任ＬＡ等のお客様対応力強化が図られた。

２．豊かなコミュニティを目指した、地域の拠点づくり
　地域が活性化し豊かなコミュニティを維持していくため、人と人との交流が盛んに行われる
よう、ＪＡがその拠点となる。

１．利用者満足度向上のためのＪＡの魅力創出
　他には真似できないＪＡグループの魅力を発揮することにより、組合員や利用者に高い満足
提供する。

第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況

59

宮
崎
県
大
会
決
議
実
践
状
況



Ⅲ　組合員が高い満足を得られるＪＡづくり

（１）集う・ふれあう・行き交う「場」の提供

【実践状況】
○「食」、「農」、「ＪＡ」の理解促進を図るための交流の場を提供した。
　・農業体験、農業塾、女性大学（対象：地域住民）
　・クッキングフェスタ、農業まつり（対象：地域住民）
　・ちゃぐりんフェスタ、あぐりスクール（対象：児童）
　・年金、住宅ローン等各種相談会（対象：高齢者）
○人と人とが、ふれあい、行き交う場として、各種スポーツ大会を協賛支援することで集う
場づくりに貢献した。
○組合員との情報を共有できるシステムとして、インターネット・携帯電話から閲覧できる
機能や、外出先でタブレット端末を使用し、情報を照会できる機能を構築した。また、ホーム
ページの改善やソーシャルネットワークの導入に取り組んだ。

　　　
【実践の効果・到達度合】
○全ＪＡで集う・ふれあう・行き交う「場」の提供が実施できた。
○タブレット端末での情報照会については平成２６年１０月に構築が終了した。現時点の実績は、
１ＪＡ導入済み、３ＪＡ発注依頼あり、１ＪＡ見積もり提出中である。

（１）組合員・利用者の視点に立った事業活動の展開

【実践状況】
○組合員・利用者への非対面サービスの向上としてＡＴＭ網の拡大を行い、利便性の向上を
図った。
○ＣＳ改善プログラムを一部ＪＡに導入し、顧客満足度向上への取り組みを実施し、利用者視点
に立った対応への改善を行い、挨拶・会話力の向上や店舗の美粧化等に取り組んだ。

（２）より地域に密着したＪＡらしい事業機能の強化

【実践状況】
○店舗の活性化を目的に、新たに店舗コンクールや店舗窓口リーダー、窓口担当者のスキル
アップの取り組みを実施した。
○企画機能強化のため、日常業務と切り離したトップ層直轄の企画機能に特化した専任部署
が１ＪＡで設置され、具体的事業改革の取り組みを開始した。
○県内Ａコープと連携し、クレジットカード決済端末を導入し、県内２１店舗にてＪＡカードが利用
できるようになった。
○各事業における事業基盤拡充戦略の統合・調整を行なうため、｢四連事業戦略会議｣を設置し、
四連による情報共有・検討の場を作った。

【実践の効果・到達度合】
○先進的な店舗取組みの情報共有や、窓口対応スキルの向上にかかるロールプレイング大会
により窓口対応スキルの向上等に寄与した。
○企画機能に特化した専任部署設置ＪＡにおいて、事業改革に対して中心部署としての取り組み
が進み始めた。
○｢四連事業戦略会議｣において、四連による情報共有・検討の場の設置はできたが、総合力の
発揮やサービスの向上のための取組みとしての具体的な効果は出ていない。

○現場営業力強化プログラムを一部ＪＡに導入し、窓口・渉外における顧客対応力を強化する
ため、積極的な声掛けや利用者の状況・ニーズの把握を行い、利用者のニーズに即した提案
を実施した。
○ＬＡによる｢ひと・いえ・くるま｣の加入状況説明を通じた３Ｑ訪問活動を実践し、顧客ニーズ
に合致した提案型の推進を実施した。
○ＬＡをサポートするＬＡトレーナー制度の導入・定着によるＬＡの対応力強化・支援を図った。
　
【実践の効果・到達度合】
○コンビニＡＴＭの平日日中無料化により組合員・利用者の利便性は向上した。また、ＣＳ改善
プログラムや現場営業力強化プログラムを導入した店舗の利用者から好意的な意見を
いただくなど組合員・利用者の視点に立った事業展開に寄与した。
○ＬＡによる３Ｑ訪問活動の実践により、顧客ニーズに合致した保障の提供を図った。
○ＬＡトレーナー制度の導入・展開により新任ＬＡ等のお客様対応力強化が図られた。

２．豊かなコミュニティを目指した、地域の拠点づくり
　地域が活性化し豊かなコミュニティを維持していくため、人と人との交流が盛んに行われる
よう、ＪＡがその拠点となる。

１．利用者満足度向上のためのＪＡの魅力創出
　他には真似できないＪＡグループの魅力を発揮することにより、組合員や利用者に高い満足
提供する。

第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況
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（２）将来に向けた経営基盤の強化

【実践状況】
○組合員・利用者の情報把握、情報活用の仕組みづくりとして、利用者データベースの構築
の枠組みについて整理・検討した。

○事業基盤の拡大を図るため、ＬＡの訪問担当エリアを設定するエリア戦略の導入を検討し、
｢点｣から｢面｣の推進活動の実践に向けた検討を行なった。

【実践の効果・到達度合】
○利用者データベースの構築について、組合員拡大、利用拡大のためには組合員データ整備
が不可欠であるが、取組みのためには一定の体制整備が必要であることから、体制の整備
及びデータ整備の枠組みの再整理並びに整備に向けたＪＡ・連合会の合意形成が必要である。
○ＬＡのエリア戦略について、先行モデルＪＡによる取組みを開始した。

（３）ＪＡの財務基盤の強化

【実践状況】
○平成２４年度までの経営健全化運動をふまえ、平成２５年度から平成２７年度までの３ヵ年
での新たなＪＡ経営健全化運動目標を設定し、各ＪＡにおいて安定的な自己資本である
付加資本の増強に取り組んだ。

【実践の効果・到達度合】
○県下全ＪＡにおいて、付加資本は着実に増強されている。

（１）職員が活き活きと働ける職場環境づくり

【実践状況】
○組織診断結果に基づき、ＪＡ経営理念及び求められる職員像について、取り組みの考え方を
整理した。また、経営理念の見直しにあわせて、経営理念の職員への浸透策を検討し、実践
した。
○組織診断結果に基づき、活力ある職場づくりの取り組み方法について、プロジェクトの
設置、各ＪＡの取り組み支援、体制や具体的実施策（組織診断、提案制度等）についての提案
を行ない、ＪＡの事業計画に反映するなど実践できるものから取り組みを実施した。
○階層別の基本研修において、ＪＡＭＰ（JAマネジメント研修：参加型研修により自らが考え
育つことを目指した研修）を実施。また、ＣＳ、ＥＳの向上に向け、OJTを通じた「活力ある
職場づくり」を課題とする共同研究のグループ討議を実施した。
○組織診断結果に基づき、活力ある職場づくりの取り組みの中で、部門間のプロジェクトを
設置し、実践できるものから取り組みを実施した。

【実践の効果・到達度合】
○研修受講者がグループ討議を通じ、日頃の仕事の中
からＯＪＴの実践により自らを成長させるという自己
改革の意識づけが図られた。
　また、研修を通じて協同の理念を十分理解し、協働
の実践支援に役立った。

○ＪＡでは職場改善検討のための検討委員会や改善
検討プロジェクトが設置されており、部門間連携等
について検討や取組みをすすめている。

（４）経営管理の改善

【実践状況】
○組織診断結果に基づき、ＪＡ経営理念及び事業戦略について、取組みの考え方を整理する
とともに、ＰＤＣＡマネジメントサイクルの着実な実践のため、モデルＪＡを選定し、ＪＡ全中
がすすめる経営管理の高度化にＪＡとともに取り組んだ。

【実践の効果・到達度合】
○４ＪＡにおいて経営理念の見直しが行なわれ、県下全ＪＡにおいて、経営理念が設定された。

２．組合員の営農とくらしを守るための組織・経営基盤づくり
　ＪＡの存在意義は、「組合員の営農とくらしを守る」ことであり、そのためにはＪＡの経営を
継続することが前提となるため、将来を見通した組織・経営基盤づくりを進める。

３．活力ある職場づくり
　事業を担っている職員の満足度が上がれば事業運営の原動力が上がる。
　職員個々が活き活きと活動する職場づくりによって、組合員・利用者の満足度の向上に
つなげ、それが職員満足度やＪＡ経営につながっていく好循環を作り上げる。

第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況

（１）次代に向けた仲間づくり

【実践状況】
○組合員増加目標の設定等の考え方を提示し、ＪＡごとの組合員増加目標の設定や加入拡大
に向けて、組合員資格の確認による組合員台帳の整備を実施した。
○ＪＡ青年部・女性部の各種研修会などで正組合員加入に向けた学習活動と加入運動を
実施した。
○ＪＡ青年部、ＪＡ女性部など組合員組織活動の活性化に向けた支援を実施した。

【実践の効果・到達度合】
○組合員増加目標の設定等の考え方を案として提示し協議したが、ＪＡごとの目標設定と
加入拡大には至っていない。その一方で、女性の正・准組合員加入は増加傾向にある。
○ＪＡ青年部組織、ＪＡ女性部組織のリーダー育成と組織基盤の維持･強化に繋がっている。
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（２）将来に向けた経営基盤の強化

【実践状況】
○組合員・利用者の情報把握、情報活用の仕組みづくりとして、利用者データベースの構築
の枠組みについて整理・検討した。

○事業基盤の拡大を図るため、ＬＡの訪問担当エリアを設定するエリア戦略の導入を検討し、
｢点｣から｢面｣の推進活動の実践に向けた検討を行なった。

【実践の効果・到達度合】
○利用者データベースの構築について、組合員拡大、利用拡大のためには組合員データ整備
が不可欠であるが、取組みのためには一定の体制整備が必要であることから、体制の整備
及びデータ整備の枠組みの再整理並びに整備に向けたＪＡ・連合会の合意形成が必要である。
○ＬＡのエリア戦略について、先行モデルＪＡによる取組みを開始した。

（３）ＪＡの財務基盤の強化

【実践状況】
○平成２４年度までの経営健全化運動をふまえ、平成２５年度から平成２７年度までの３ヵ年
での新たなＪＡ経営健全化運動目標を設定し、各ＪＡにおいて安定的な自己資本である
付加資本の増強に取り組んだ。

【実践の効果・到達度合】
○県下全ＪＡにおいて、付加資本は着実に増強されている。

（１）職員が活き活きと働ける職場環境づくり

【実践状況】
○組織診断結果に基づき、ＪＡ経営理念及び求められる職員像について、取り組みの考え方を
整理した。また、経営理念の見直しにあわせて、経営理念の職員への浸透策を検討し、実践
した。
○組織診断結果に基づき、活力ある職場づくりの取り組み方法について、プロジェクトの
設置、各ＪＡの取り組み支援、体制や具体的実施策（組織診断、提案制度等）についての提案
を行ない、ＪＡの事業計画に反映するなど実践できるものから取り組みを実施した。
○階層別の基本研修において、ＪＡＭＰ（JAマネジメント研修：参加型研修により自らが考え
育つことを目指した研修）を実施。また、ＣＳ、ＥＳの向上に向け、OJTを通じた「活力ある
職場づくり」を課題とする共同研究のグループ討議を実施した。
○組織診断結果に基づき、活力ある職場づくりの取り組みの中で、部門間のプロジェクトを
設置し、実践できるものから取り組みを実施した。

【実践の効果・到達度合】
○研修受講者がグループ討議を通じ、日頃の仕事の中
からＯＪＴの実践により自らを成長させるという自己
改革の意識づけが図られた。
　また、研修を通じて協同の理念を十分理解し、協働
の実践支援に役立った。

○ＪＡでは職場改善検討のための検討委員会や改善
検討プロジェクトが設置されており、部門間連携等
について検討や取組みをすすめている。

（４）経営管理の改善

【実践状況】
○組織診断結果に基づき、ＪＡ経営理念及び事業戦略について、取組みの考え方を整理する
とともに、ＰＤＣＡマネジメントサイクルの着実な実践のため、モデルＪＡを選定し、ＪＡ全中
がすすめる経営管理の高度化にＪＡとともに取り組んだ。

【実践の効果・到達度合】
○４ＪＡにおいて経営理念の見直しが行なわれ、県下全ＪＡにおいて、経営理念が設定された。

２．組合員の営農とくらしを守るための組織・経営基盤づくり
　ＪＡの存在意義は、「組合員の営農とくらしを守る」ことであり、そのためにはＪＡの経営を
継続することが前提となるため、将来を見通した組織・経営基盤づくりを進める。

３．活力ある職場づくり
　事業を担っている職員の満足度が上がれば事業運営の原動力が上がる。
　職員個々が活き活きと活動する職場づくりによって、組合員・利用者の満足度の向上に
つなげ、それが職員満足度やＪＡ経営につながっていく好循環を作り上げる。

第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況

（１）次代に向けた仲間づくり

【実践状況】
○組合員増加目標の設定等の考え方を提示し、ＪＡごとの組合員増加目標の設定や加入拡大
に向けて、組合員資格の確認による組合員台帳の整備を実施した。
○ＪＡ青年部・女性部の各種研修会などで正組合員加入に向けた学習活動と加入運動を
実施した。
○ＪＡ青年部、ＪＡ女性部など組合員組織活動の活性化に向けた支援を実施した。

【実践の効果・到達度合】
○組合員増加目標の設定等の考え方を案として提示し協議したが、ＪＡごとの目標設定と
加入拡大には至っていない。その一方で、女性の正・准組合員加入は増加傾向にある。
○ＪＡ青年部組織、ＪＡ女性部組織のリーダー育成と組織基盤の維持･強化に繋がっている。
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記念講演

第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況

（２）人材育成の取り組み強化

【実践状況】
○人材育成に視点を置いたトータル人事制度の確立・運用に向けて、モデルＪＡを設置し、取り
組んだ。
○ＪＡ全中のすすめる｢経営管理の高度化｣についてモデルＪＡを設置し、取り組みを開始した。

【実践の効果・到達度合】
○モデルＪＡにおいて人が育つ人事制度の確立に向け、制度の見直しを着実に進めており、
一部制度の運用を開始している。
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記念講演

第２２回 ＪＡ宮崎県大会決議実践状況

（２）人材育成の取り組み強化

【実践状況】
○人材育成に視点を置いたトータル人事制度の確立・運用に向けて、モデルＪＡを設置し、取り
組んだ。
○ＪＡ全中のすすめる｢経営管理の高度化｣についてモデルＪＡを設置し、取り組みを開始した。

【実践の効果・到達度合】
○モデルＪＡにおいて人が育つ人事制度の確立に向け、制度の見直しを着実に進めており、
一部制度の運用を開始している。
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｢農｣から生まれた
　   協同実践モデル

～二宮金次郎からのメッセージ～

国際二宮尊徳思想学会
常務理事

中桐 万里子氏

１９７４（昭和４９）年東京都生まれ。現在は京都市在住。
二宮金次郎（尊徳）より七代目子孫。
慶應義塾大学環境情報学部卒業。
のち、京都大学大学院教育学研究科に入学。
教育学の博士号を取得し修了。専門は臨床教育学。
親子をつなぐ学びのスペース「リレイト」代表をつとめる。
また他に、関西学院大学講師なども兼務。
著書には『二宮金次郎の幸福論』『二宮金次郎に学ぶ生き方』などがある。

■経歴・職歴

記念講演
MEMO

◆実践家、二宮金次郎（尊徳（たかのり）・
　1787-1856）の姿
→ 一歩前への足
→ 敵を味方に
→ 農（自然とのやりとり）が生んだ実践知

MEMO
◆壁をこえるスタイル

→ 知る、よくみる、カクゴを決める
→ 対策する、工夫する、カタチにあらわす
→ 秘訣は‘積小為大’

MEMO
◆３つのポイント

→ giveでこそ手に入る誇り
→ 一人ひとりが主役であること
→ 未来へ（明日への「恩送り」）

MEMO
◆金次郎流、実践モデル
→ ドラマ（＝「徳」）との出会い
→ 「報徳」という合言葉
→ 心田の豊かさ × 田畑の豊かさ

（まちづくり）（ひとづくり）
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第二次
「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動

優良表彰
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「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動

優良表彰
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第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動優良表彰　一覧

JA宮崎中央
【代表者】加藤 勝敏　【設立年月日】平成元年10月19日　【会員数】３９名

活動概況

部会名 宮崎中央農業協同組合田野支店胡瓜部会

JA綾町
【代表者】黒木 隆　【設立年月日】平成9年10月1日　【会員数】１５名

部会名 水の郷綾施設有機きゅうり研究会

JAはまゆう
【代表者】鎌田 秀利　【設立年月日】平成13年3月12日　【会員数】１０名

部会名 ＪＡはまゆう肉牛部会

JA串間市大束
【代表者】木村 久男　【設立年月】昭和45年4月　【会員数】１８９名

部会名 串間市大束農協かんしょ部会

１．表彰にあたって
　
　「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動は、遡戻ること６年前の前々回の第21回ＪＡ宮崎県大会
において、「農業所得１０％アップ」が県統一目標として決議されました。しかし、初年度の
平成22年4月に口蹄疫、翌年1月には高病原性鳥インフルエンザ、新燃岳の噴火と連続して
発生し、本県農業・経済は甚大な被害を受けました。そのため、初年度（平成22年度）が運
動中断を余儀なくされるなど中途な運動展開で取組み期間（平成22年度～平成24年度）
を終えることになりました。
　このような中、前回の第22回ＪＡ宮崎県大会（平成24年11月20日）では、燃油、飼料を
はじめとする生産資材の高止まりと逆風の中にありましたが、『「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」
運動があったので乗り越えられた』との組合員の声もあり、第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！
テン」運動として再チャレンジすることを決定しました。
　第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動では、「農業所得１０％アップ」を運動目標に
「収入アップ対策」と「利用向上対策」を取組みの柱とし、組合員及び生産集団（部会）が
収量・品質向上の目標を掲げ、それを達成することで所得確保を図ることとしています。
その中で、組合員及びＪＡの役職員が一体となり優れた取組みをしている生産集団（部会等）
に焦点をあて、本大会においてその功績を顕彰し、成果を上げた取組みを広く紹介すること
に致しました。
　この度、各ＪＡの推薦を受け、以下の１３の部会・研究会が表彰の誉を得られました。
受賞される部会・研究会の取組みは他の模範とするに相応しいものがあります。ここに
ご紹介申し上げます。

第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動優良表彰

　生産農家の高齢や葉タバコからの品目転換が進む現状において、地域で盛んな施設胡瓜
が振興され若い産地である。部会活動において品質、収量アップと生産コスト低減を図り、所
得向上目指すため栽培講習会、目揃え会、現地検討会ならびに産地視察研修会などを行い栽
培技術の向上に努め、部会全体における生産力の底上げを行い、管内トップレベルの成績を
上げている。
●炭酸ガス発生装置39戸中、33戸導入　●ＪＡ宮崎中央全体平均１６．３ｔ
●田野支店胡瓜部会平均１９．９ｔ

推薦理由
　部会全体の目標収量２０ｔ／10aに向けた環境制御技術の確立を図る。また、化学農薬主体
の防除体系から天敵や微生物農薬・昆虫寄生菌による防除を効果的に合わせた総合防除へ
の転換を図ることを目標に部会一丸となり取り組みを行っている。

活動概況

■毎月1回の定例会による研修会の開催
■販売検討会・目揃え会・販売促進活動の開催
●胡瓜部会平均反収16.1ｔ（平成26年実績）
●研究会平均反収17.8ｔ

推薦理由

　綾町における減農薬栽培の先駆けとして設立され、20年経過した集団である。設立当初は
安全・安心な農産物の生産に向け試行錯誤を行うが、収穫量は部会平均を下回っていた。
　その中で定例会による研修会・目揃え会の開催により、現在では収穫量も部会平均を超え
秀品率も向上している。また、天敵農薬にも早い時点から取組み、更なる収穫量アップに向け
炭酸ガス施用技術にも取組み始めた。
　近年では、会員の後継者も増え更なる向上を目指し活動を行っている。

活動概況

■各種枝肉共励会への参加
■九州管内枝肉共励会出品
■部会枝肉共励会開催　年間４回開催
■部会枝共励会年間表彰授与式の開催

推薦理由

　県平均を大きく上回る実績を挙げながら、毎年高い目標を掲げ、枝肉共励会については部
会員全員で積極的に参加し、研鑽を重ねている。
　平成２６年度実績では、枝肉重量を除くすべての部門において過半数の部会員が達成して
おり、特に上物率については、県下に類を見ない高い実績を出しており、「宮崎牛」のブランド
価値の向上にも大きく貢献している。

活動概況

　昭和40年より、内田邦雄氏をリ－ダ－とし試験栽培が始まり翌年の昭和41年から、本格的
な栽培がスタ－ト。本年が、50回目の作付けとなる。定期的な座談会・土壌診断を実施し安定
した品質により全国・海外へ周年出荷され「ヤマダイ」の名でブランドを築き上げた。また、生
産者をモデルにしたポスタ－の作成・メディア等を使った販促活動を実施。
　平成27年4月より部会名を「園芸部会」から「かんしょ部会」に変更。

推薦理由
　部会員の個々の努力と固い結集力により50年にわたり、かんしょの一大産地として県産の
8割を担っている。海外へ出荷の取組みもいち早く年々拡大。産地存続のため、支援センタ－
の拡充検討中。

第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動優良表彰
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はじめとする生産資材の高止まりと逆風の中にありましたが、『「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」
運動があったので乗り越えられた』との組合員の声もあり、第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！
テン」運動として再チャレンジすることを決定しました。
　第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動では、「農業所得１０％アップ」を運動目標に
「収入アップ対策」と「利用向上対策」を取組みの柱とし、組合員及び生産集団（部会）が
収量・品質向上の目標を掲げ、それを達成することで所得確保を図ることとしています。
その中で、組合員及びＪＡの役職員が一体となり優れた取組みをしている生産集団（部会等）
に焦点をあて、本大会においてその功績を顕彰し、成果を上げた取組みを広く紹介すること
に致しました。
　この度、各ＪＡの推薦を受け、以下の１３の部会・研究会が表彰の誉を得られました。
受賞される部会・研究会の取組みは他の模範とするに相応しいものがあります。ここに
ご紹介申し上げます。

第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動優良表彰

　生産農家の高齢や葉タバコからの品目転換が進む現状において、地域で盛んな施設胡瓜
が振興され若い産地である。部会活動において品質、収量アップと生産コスト低減を図り、所
得向上目指すため栽培講習会、目揃え会、現地検討会ならびに産地視察研修会などを行い栽
培技術の向上に努め、部会全体における生産力の底上げを行い、管内トップレベルの成績を
上げている。
●炭酸ガス発生装置39戸中、33戸導入　●ＪＡ宮崎中央全体平均１６．３ｔ
●田野支店胡瓜部会平均１９．９ｔ

推薦理由
　部会全体の目標収量２０ｔ／10aに向けた環境制御技術の確立を図る。また、化学農薬主体
の防除体系から天敵や微生物農薬・昆虫寄生菌による防除を効果的に合わせた総合防除へ
の転換を図ることを目標に部会一丸となり取り組みを行っている。

活動概況

■毎月1回の定例会による研修会の開催
■販売検討会・目揃え会・販売促進活動の開催
●胡瓜部会平均反収16.1ｔ（平成26年実績）
●研究会平均反収17.8ｔ

推薦理由

　綾町における減農薬栽培の先駆けとして設立され、20年経過した集団である。設立当初は
安全・安心な農産物の生産に向け試行錯誤を行うが、収穫量は部会平均を下回っていた。
　その中で定例会による研修会・目揃え会の開催により、現在では収穫量も部会平均を超え
秀品率も向上している。また、天敵農薬にも早い時点から取組み、更なる収穫量アップに向け
炭酸ガス施用技術にも取組み始めた。
　近年では、会員の後継者も増え更なる向上を目指し活動を行っている。

活動概況

■各種枝肉共励会への参加
■九州管内枝肉共励会出品
■部会枝肉共励会開催　年間４回開催
■部会枝共励会年間表彰授与式の開催

推薦理由

　県平均を大きく上回る実績を挙げながら、毎年高い目標を掲げ、枝肉共励会については部
会員全員で積極的に参加し、研鑽を重ねている。
　平成２６年度実績では、枝肉重量を除くすべての部門において過半数の部会員が達成して
おり、特に上物率については、県下に類を見ない高い実績を出しており、「宮崎牛」のブランド
価値の向上にも大きく貢献している。

活動概況

　昭和40年より、内田邦雄氏をリ－ダ－とし試験栽培が始まり翌年の昭和41年から、本格的
な栽培がスタ－ト。本年が、50回目の作付けとなる。定期的な座談会・土壌診断を実施し安定
した品質により全国・海外へ周年出荷され「ヤマダイ」の名でブランドを築き上げた。また、生
産者をモデルにしたポスタ－の作成・メディア等を使った販促活動を実施。
　平成27年4月より部会名を「園芸部会」から「かんしょ部会」に変更。

推薦理由
　部会員の個々の努力と固い結集力により50年にわたり、かんしょの一大産地として県産の
8割を担っている。海外へ出荷の取組みもいち早く年々拡大。産地存続のため、支援センタ－
の拡充検討中。

第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動優良表彰
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活動概況

■土壌診断による施肥改善・良質堆肥投入のため個別面談による施肥設計研修会の実施
■天敵農薬、微生物農薬活用によるコスト削減及び省エネ対策の再検討
■基幹防除徹底のため、病害虫防除研修会の開催
■栽培管理の徹底を図るため、種苗会社別に栽培講習会や室内検討会の開催(毎月)
■各支部別に、毎月又は定例的に支部定例会の開催
■部会員の生産意欲向上と所得増大を図るために全員研修会を開催し、団体・個人表彰実施
■販売促進や出荷目揃え会の定期的開催
■新規就農者のため、専門農家への研修制度「新規就農者支援事業」の活用
■産地改革支援活動の実施

推薦理由

　施設きゅうり専門部会においては、品質向上と栽培技術向上のため、毎年土壌診断による
施肥改善・病害虫防除研修会の開催・毎月講習会や定例会を開催しており、収益性の高い安
定経営を目指している。平成27年度は、長期的な日照不足の中、部会員全員の協力もあり、
1,000㎡当り500万以上の農家63名・18t以上の農家39名・A品率80%・AS率44.2%・平
均反収は15.9tと下がったものの、毎年販売高は伸びつつある。
　新規就農者に対しては、トップクラス農家への1年間研修を積極的に受け入れており、毎年
新規就農者も平均以上の収量をあげている。産地改革支援活動も県・JA・部会が一体となり
取り組んでいる。

活動概況

平成２６年４月　小林・高原・野尻３部会を統合
■各種枝肉共励会への参加
■九州管内枝肉共励会出品の獲得
■部会枝肉共励会開催年13回開催
■超音波スキャンによる管理指導巡回
■宮崎牛肉消費拡大活動（開催場所、地域内・福岡）

推薦理由

　和牛肥育技術・経営向上を目的に、小林・高原・野尻の３部会を統合、販売体制の一本化に
よる販売強化の確立に取組んでいる。
　具体的には、地域一貫体制に取組み、繁殖部門に約５万頭の枝肉情報をフィードバッグして
地域産肉能力の向上に貢献し、全国にJAこばやし産宮崎牛を認知させている。また超音波ス
キャンを活用した管理指導により県内外の枝肉共進会においてチャンピオンを獲得し地域和
牛畜産の所得向上に貢献している。
　宮崎牛消費拡大では、各イベントでの開催、福岡の宮崎牛取扱ス－パ－での開催と肥育部
会と生産部会の合同にて夏と冬の年二回開催し約15,000千円の販売をし宮崎牛のＰＲに取
組んでいる。

活動概況

　肥育牛部会については、約40年前までは20名の部会員で経済肥育事業を活用し短期肥
育に取り組んでいた。当時はオイルショックの影響を受け大変厳しい経営を強いられた時代
もあったが、何とか乗り越え現在１２名の部会員で活動している。
　現在は、宮崎大学の協力によりスキャニング検査を実施し飼養管理の改善に役立ててお
り、また今年から研究テーマを設け「肥育飼養管理方法の違いによる産肉形質発育様相に及
ぼす影響」について調査するなど活動している。

推薦理由

　現在、素畜費及び生産資材等の高騰など経営環境は厳しい状況にあるが、当部会では枝
肉重量重視型をスローガンに掲げ、先ずは枝肉重量を増加させることを重点に置き平成26
年度は去勢肥育484.4kgと県平均464.4ｋｇを大きく上回っており、また上物率についても
80.2%と高い数値である。
　経営面では、肥育期間を短縮するなど無理・無駄な支出を無くすよう努力しており経営改
善を図っているところである。

活動概況

　新富支部肥育牛部会（Ｓ50.2.1設立）、和牛肥育部会（Ｈ3.2.1設立）、木城肥育牛部会（Ｓ
53.5.4設立）の３つの部会が統合し１つの部会となった。
　部会としては設立後間もない状況ではあるが、宮崎牛・宮崎和牛ブランド強化を図る様々
な取組みを行っている。
■「宮崎牛ＪＡ児湯産」のシールやポスターを作成し、直売所等でＰＲしながらの販売を計画し
　ている。
■県内外でのイベントにおいて牛肉のふるまいや焼き肉販売などを実施しＰＲを行う。

推薦理由

推薦理由

　宮崎牛・宮崎和牛ブランドが認定され、また、３つの部会を１つに統合したことで、より強力
な販売戦略を立て、ブランド強化、ＰＲに取り組んでいるため。

活動概況

　共同養豚部会・子豚生産部会・肉豚部会・指定種豚場部会の４部会が一つになり、５６名で
スタート。
　平成２２年の口蹄疫で全頭殺処分されたのを機に地域を挙げて、特定疾病を保有しないク
リーンな畜産地帯を目指して再開し、銘柄販売の構築に努めている。

　経営安定化の為に、エコフィード活用の普及拡大（生産コストの圧縮）と「宮崎ブランド
ポーク」指定生産者認定による、再生産できる販売価格の確立を目指している。

第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動優良表彰

JA都城
【代表者】蔵元 操　【設立年月日】昭和62年4月1日　【会員数】１０８名

部会名 JA都城施設きゅうり専門部会

JAこばやし
【代表者】松岡 洋一　【設立年月】昭和57年4月　【会員数】３６名

部会名 ＪＡこばやし肥育牛部会

JAえびの市
【代表者】神田 譲市　【設立年月日】平成13年4月1日　【会員数】１２名

部会名 ＪＡえびの市肥育牛部会

JA児湯
【代表者】山本 嘉寿視　【設立年月日】平成27年2月1日　【会員数】２１名

部会名 児湯農協肥育牛部会

JA尾鈴
【代表者】佐光 剛　【設立年月】平成9年3月　【会員数】２４名

部会名 尾鈴農協養豚部会
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活動概況

■土壌診断による施肥改善・良質堆肥投入のため個別面談による施肥設計研修会の実施
■天敵農薬、微生物農薬活用によるコスト削減及び省エネ対策の再検討
■基幹防除徹底のため、病害虫防除研修会の開催
■栽培管理の徹底を図るため、種苗会社別に栽培講習会や室内検討会の開催(毎月)
■各支部別に、毎月又は定例的に支部定例会の開催
■部会員の生産意欲向上と所得増大を図るために全員研修会を開催し、団体・個人表彰実施
■販売促進や出荷目揃え会の定期的開催
■新規就農者のため、専門農家への研修制度「新規就農者支援事業」の活用
■産地改革支援活動の実施

推薦理由

　施設きゅうり専門部会においては、品質向上と栽培技術向上のため、毎年土壌診断による
施肥改善・病害虫防除研修会の開催・毎月講習会や定例会を開催しており、収益性の高い安
定経営を目指している。平成27年度は、長期的な日照不足の中、部会員全員の協力もあり、
1,000㎡当り500万以上の農家63名・18t以上の農家39名・A品率80%・AS率44.2%・平
均反収は15.9tと下がったものの、毎年販売高は伸びつつある。
　新規就農者に対しては、トップクラス農家への1年間研修を積極的に受け入れており、毎年
新規就農者も平均以上の収量をあげている。産地改革支援活動も県・JA・部会が一体となり
取り組んでいる。

活動概況

平成２６年４月　小林・高原・野尻３部会を統合
■各種枝肉共励会への参加
■九州管内枝肉共励会出品の獲得
■部会枝肉共励会開催年13回開催
■超音波スキャンによる管理指導巡回
■宮崎牛肉消費拡大活動（開催場所、地域内・福岡）

推薦理由

　和牛肥育技術・経営向上を目的に、小林・高原・野尻の３部会を統合、販売体制の一本化に
よる販売強化の確立に取組んでいる。
　具体的には、地域一貫体制に取組み、繁殖部門に約５万頭の枝肉情報をフィードバッグして
地域産肉能力の向上に貢献し、全国にJAこばやし産宮崎牛を認知させている。また超音波ス
キャンを活用した管理指導により県内外の枝肉共進会においてチャンピオンを獲得し地域和
牛畜産の所得向上に貢献している。
　宮崎牛消費拡大では、各イベントでの開催、福岡の宮崎牛取扱ス－パ－での開催と肥育部
会と生産部会の合同にて夏と冬の年二回開催し約15,000千円の販売をし宮崎牛のＰＲに取
組んでいる。

活動概況

　肥育牛部会については、約40年前までは20名の部会員で経済肥育事業を活用し短期肥
育に取り組んでいた。当時はオイルショックの影響を受け大変厳しい経営を強いられた時代
もあったが、何とか乗り越え現在１２名の部会員で活動している。
　現在は、宮崎大学の協力によりスキャニング検査を実施し飼養管理の改善に役立ててお
り、また今年から研究テーマを設け「肥育飼養管理方法の違いによる産肉形質発育様相に及
ぼす影響」について調査するなど活動している。

推薦理由

　現在、素畜費及び生産資材等の高騰など経営環境は厳しい状況にあるが、当部会では枝
肉重量重視型をスローガンに掲げ、先ずは枝肉重量を増加させることを重点に置き平成26
年度は去勢肥育484.4kgと県平均464.4ｋｇを大きく上回っており、また上物率についても
80.2%と高い数値である。
　経営面では、肥育期間を短縮するなど無理・無駄な支出を無くすよう努力しており経営改
善を図っているところである。

活動概況

　新富支部肥育牛部会（Ｓ50.2.1設立）、和牛肥育部会（Ｈ3.2.1設立）、木城肥育牛部会（Ｓ
53.5.4設立）の３つの部会が統合し１つの部会となった。
　部会としては設立後間もない状況ではあるが、宮崎牛・宮崎和牛ブランド強化を図る様々
な取組みを行っている。
■「ＪＡ児湯牛」のシールやポスターを作成し、直売所等でＰＲしながらの販売を計画している。
■県内外でのイベントにおいて牛肉のふるまいや焼き肉販売などを実施しＰＲを行う。

推薦理由

推薦理由

　宮崎牛・宮崎和牛ブランドが認定され、また、３つの部会を１つに統合したことで、より強力
な販売戦略を立て、ブランド強化、ＰＲに取り組んでいるため。

活動概況

　共同養豚部会・子豚生産部会・肉豚部会・指定種豚場部会の４部会が一つになり、５６名で
スタート。
　平成２２年の口蹄疫で全頭殺処分されたのを機に地域を挙げて、特定疾病を保有しないク
リーンな畜産地帯を目指して再開し、銘柄販売の構築に努めている。

　経営安定化の為に、エコフィード活用の普及拡大（生産コストの圧縮）と「宮崎ブランド
ポーク」指定生産者認定による、再生産できる販売価格の確立を目指している。

第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動優良表彰

JA都城
【代表者】蔵元 操　【設立年月日】昭和62年4月1日　【会員数】１０８名

部会名 JA都城施設きゅうり専門部会

JAこばやし
【代表者】松岡 洋一　【設立年月】昭和57年4月　【会員数】３６名

部会名 ＪＡこばやし肥育牛部会

JAえびの市
【代表者】神田 譲市　【設立年月日】平成13年4月1日　【会員数】１２名

部会名 ＪＡえびの市肥育牛部会

JA児湯
【代表者】山本 嘉寿視　【設立年月日】平成27年2月1日　【会員数】２１名

部会名 児湯農協肥育牛部会

JA尾鈴
【代表者】佐光 剛　【設立年月】平成9年3月　【会員数】２４名

部会名 尾鈴農協養豚部会
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活動概況

　昭和43年に壱岐秀一氏（現在の（株）壱岐畜産）が宮崎県初の多頭（30頭）肥育に取組み、
その後、数名の農家が和牛肥育を開始した。
　当時の肥育牛は生体出荷のみであったが、昭和45年に初めて大阪へ枝肉出荷を開始し
た。当初は12ヶ月肥育で出荷していたが、昭和48年のオイルショック時、相場が急落したた
め、出荷を控え16ヶ月肥育で出荷を行った結果、肉質・枝肉重量が良い状況であった。その
後肥育期間を徐々に延ばし、肥育期間18ヶ月が主流となる。
　平成19年に「JA西都肉牛部会」に改名し、現在に至り、次の活動を行っている。
■毎月の定例会の実施
■肥育・繁殖一貫経営の整備・育成
■給与飼料（配合飼料）の見直し実施
■研修会の実施

推薦理由
　定例会を毎月実施し、成績表を配布することで経営意識・意欲が向上するとともに、給与
飼料の見直しを行い牛舎環境整備を徹底したことで枝肉重量・上物率が向上した。また、常
時飼養頭数も増加し、枝肉単価は目標を上回った。

活動概況

　平成10年7月に部会を設立し、土壌被覆による消毒に取組む。平成12年4月に「空飛ぶ新
玉ネギ」の名称で特許庁に商標登録。平成13年に「みやざき新玉ネギ」のブランド名で宮崎
県商品ブランド認定（安心・安全で信頼される産地作りに取組む）を受け、選果機を導入し規
格選別の統一化を図る。平成15年に品種比較試験、採取試験を行い、地域にあった品種選定
に取組む。平成19年に農林水産大臣賞受賞。平成20年に他産地との差別化を図るため、赤
テープを巻いて出荷。平成15年より労力軽減、面積拡大のため、玉ネギ苗の定植機の導入に
取組み現在に至る（現在約15台）。
　平成26年は、産作付面積24ｈａに対し25ｈａ（104％）、ＪＡ取扱量については614ｔに対し
696tと前年対比113％となる。又、ギフト用に取組み、北は北海道、南は沖縄まで全国へ約
6,500ケースの発送を行った。
　今後は、平成27年度事業取組みによる風乾機導入予定。平成27年末面積拡大作付分よ
り、販売高一億円突破のためJA延岡単独による特別対策事業の取組みを行う。

推薦理由

■販売金額一億円を目指し、面積拡大・収量アップへの取組み。
■部会員とJA担当者が一体となり、新規販売先の確保や量販店での試食宣伝活動に積極的に取組ん
　でいる。
■栽培技術向上のため地区別座談会や講習会への積極的な参加。
■土壌分析による肥培管理の実施、トンネル栽培への取組による出荷時期の早進化への取組。
■関係機関と共に、生産から販売に至るまでの延岡地域産地戦略として、部会を中心に課題解決のた
　めに活動を行っている。
以上、スローガン「産地拡大して安全・安心『みやざき新玉ネギ』を全国へ発信」のもと取り組んでいる。

活動概況

■定期的な栽培講習会・個別指導の実施
■ロジックツリー（PDCA)を利用した指導行動計画の実施
■ミニトマト専門委員会の設置
■平成24年販売金額4．2億円生産者２９名～平成27年5．5億円生産者３７名

推薦理由

■新規就農者・規模拡大農家の増加による面積拡大
■燃料費削減に対する取組
　（ヒートポンプ・循環扇等のリース資材の活用、保温効果の高い被覆資材の使用）
■中古ハウスを利用した面積拡大
■タブレット端末を利用し、迅速な栽培指導
■栽培講習会・個別指導による生産者栽培技術の向上
　上記の様々な、コスト削減の取組及び栽培技術の向上で所得のアップが図られた。その結
果、生産面積・生産者数の増加に繋がった。

活動概況

　平成3年に日之影町3戸・約50ａで完熟きんかん栽培開始。平成13年にブランド認証。平
成21年共同選果機を導入し、選果の効率化と市場からの信頼確保を図る。
　定期的に全生産者への圃場巡回（毎月）、先進地視察（年2回）を実施。個人はもとより部会
全体の栽培技術の向上を図っている。

推薦理由

　部会全体で、ＧＯＧＯテンの取組みを理解し、月毎の定期巡回時に栽培管理記録帳の活用によ
り出荷量、品質、単価など出荷データを基に個人毎の具体的改善目標を定め、栽培管理、技術改
善に取り組んでいる。また、農業生産工程管理（ＧＡＰ）を徹底した取組みを行っている。
　また、全会員が個々の圃場視察を行うことで、互いの技術を確認し技術向上を図っている。完
熟堆肥の利用、適期防除によるコストダウン、環境に配慮した取組みも行っている。

JA西都
【代表者】緒方 浩文　【設立年月日】昭和46年4月1日　【会員数】１０名

部会名 ＪＡ西都肉牛部会

JA延岡
【代表者】黒田 啓睦　【設立年月】平成10年7月　【会員数】１２３名

部会名 ＪＡ延岡玉ネギ部会

第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動優良表彰

JA日向
【代表者】那須 成章　【設立年月】平成元年4月　【会員数】３７名

部会名 ＪＡ日向ミニトマト部会

JA高千穂地区
【代表者】佐藤 福二郎　【設立年月日】平成6年2月1日　【会員数】２３名

部会名 高千穂地区果樹振興会きんかん部会
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活動概況

　昭和43年に壱岐秀一氏（現在の（株）壱岐畜産）が宮崎県初の多頭（30頭）肥育に取組み、
その後、数名の農家が和牛肥育を開始した。
　当時の肥育牛は生体出荷のみであったが、昭和45年に初めて大阪へ枝肉出荷を開始し
た。当初は12ヶ月肥育で出荷していたが、昭和48年のオイルショック時、相場が急落したた
め、出荷を控え16ヶ月肥育で出荷を行った結果、肉質・枝肉重量が良い状況であった。その
後肥育期間を徐々に延ばし、肥育期間18ヶ月が主流となる。
　平成19年に「JA西都肉牛部会」に改名し、現在に至り、次の活動を行っている。
■毎月の定例会の実施
■肥育・繁殖一貫経営の整備・育成
■給与飼料（配合飼料）の見直し実施
■研修会の実施

推薦理由
　定例会を毎月実施し、成績表を配布することで経営意識・意欲が向上するとともに、給与
飼料の見直しを行い牛舎環境整備を徹底したことで枝肉重量・上物率が向上した。また、常
時飼養頭数も増加し、枝肉単価は目標を上回った。

活動概況

　平成10年7月に部会を設立し、土壌被覆による消毒に取組む。平成12年4月に「空飛ぶ新
玉ネギ」の名称で特許庁に商標登録。平成13年に「みやざき新玉ネギ」のブランド名で宮崎
県商品ブランド認定（安心・安全で信頼される産地作りに取組む）を受け、選果機を導入し規
格選別の統一化を図る。平成15年に品種比較試験、採取試験を行い、地域にあった品種選定
に取組む。平成19年に農林水産大臣賞受賞。平成20年に他産地との差別化を図るため、赤
テープを巻いて出荷。平成15年より労力軽減、面積拡大のため、玉ネギ苗の定植機の導入に
取組み現在に至る（現在約15台）。
　平成26年は、産作付面積24ｈａに対し25ｈａ（104％）、ＪＡ取扱量については614ｔに対し
696tと前年対比113％となる。又、ギフト用に取組み、北は北海道、南は沖縄まで全国へ約
6,500ケースの発送を行った。
　今後は、平成27年度事業取組みによる風乾機導入予定。平成27年末面積拡大作付分よ
り、販売高一億円突破のためJA延岡単独による特別対策事業の取組みを行う。

推薦理由

■販売金額一億円を目指し、面積拡大・収量アップへの取組み。
■部会員とJA担当者が一体となり、新規販売先の確保や量販店での試食宣伝活動に積極的に取組ん
　でいる。
■栽培技術向上のため地区別座談会や講習会への積極的な参加。
■土壌分析による肥培管理の実施、トンネル栽培への取組による出荷時期の早進化への取組。
■関係機関と共に、生産から販売に至るまでの延岡地域産地戦略として、部会を中心に課題解決のた
　めに活動を行っている。
以上、スローガン「産地拡大して安全・安心『みやざき新玉ネギ』を全国へ発信」のもと取り組んでいる。

活動概況

■定期的な栽培講習会・個別指導の実施
■ロジックツリー（PDCA)を利用した指導行動計画の実施
■ミニトマト専門委員会の設置
■平成24年販売金額4．2億円生産者２９名～平成27年5．5億円生産者３７名

推薦理由

■新規就農者・規模拡大農家の増加による面積拡大
■燃料費削減に対する取組
　（ヒートポンプ・循環扇等のリース資材の活用、保温効果の高い被覆資材の使用）
■中古ハウスを利用した面積拡大
■タブレット端末を利用し、迅速な栽培指導
■栽培講習会・個別指導による生産者栽培技術の向上
　上記の様々な、コスト削減の取組及び栽培技術の向上で所得のアップが図られた。その結
果、生産面積・生産者数の増加に繋がった。

活動概況

　平成3年に日之影町3戸・約50ａで完熟きんかん栽培開始。平成13年にブランド認証。平
成21年共同選果機を導入し、選果の効率化と市場からの信頼確保を図る。
　定期的に全生産者への圃場巡回（毎月）、先進地視察（年2回）を実施。個人はもとより部会
全体の栽培技術の向上を図っている。

推薦理由

　部会全体で、ＧＯＧＯテンの取組みを理解し、月毎の定期巡回時に栽培管理記録帳の活用によ
り出荷量、品質、単価など出荷データを基に個人毎の具体的改善目標を定め、栽培管理、技術改
善に取り組んでいる。また、農業生産工程管理（ＧＡＰ）を徹底した取組みを行っている。
　また、全会員が個々の圃場視察を行うことで、互いの技術を確認し技術向上を図っている。完
熟堆肥の利用、適期防除によるコストダウン、環境に配慮した取組みも行っている。

JA西都
【代表者】緒方 浩文　【設立年月日】昭和46年4月1日　【会員数】１０名

部会名 ＪＡ西都肉牛部会

JA延岡
【代表者】黒田 啓睦　【設立年月】平成10年7月　【会員数】１２３名

部会名 ＪＡ延岡玉ネギ部会

第二次「所得アップＧＯ！ＧＯ！テン」運動優良表彰

JA日向
【代表者】那須 成章　【設立年月】平成元年4月　【会員数】３７名

部会名 ＪＡ日向ミニトマト部会

JA高千穂地区
【代表者】佐藤 福二郎　【設立年月日】平成6年2月1日　【会員数】２３名

部会名 高千穂地区果樹振興会きんかん部会
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JA宮崎県大会の歩み
回

1

開催日

昭和27年 ・第１回全国農協大会
・農地法成立
・白井義男、ボクシングフライ級世界チャンピオン

・第２回全国農協大会
・県経済連設立
・バカヤロウ解散
・ＮＨＫテレビ放送開始

・全中、県中央会設立　　
・第5福竜丸、ビキニ島で水爆被爆
・防衛庁、自衛隊発足
・鳩山一郎内閣成立

【農協法公布１０周年記念大会】
・第５回全国農協大会
・農協刷新拡充三ヶ年計画

・第６回全国農協大会
・大干ばつ（８県に対策本部設置）
・１万円札発行
・天皇・皇后両陛下ご来県

・「県農民連盟通信」（後の農政みやざき）発刊　　
・南部販購連、経済連と合併
・皇太子殿下ご成婚

　

・県信用基金協会設立　
・池田内閣成立（高度経済成長時代へ）　　　　　　
・国民所得倍増計画閣議決定
・ＮＨＫ、ラジオ宮崎（現ＭＲＴ）テレビ放送開始

・農業基本法公布
・農協合併助成法公布
・米ソ有人人工衛星打上げ合戦の幕開け
　（ソ連：ガガーリン人類初宇宙へ）

【農協創立２０周年記念大会】
・えびの地震災害発生
・３億円強奪事件発生

・第１４回全国農協大会　　　　　　　　
・九州縦貫自動車道えびの～高原間開通
・ロッキード事件（田中角栄元首相逮捕）
・福田赳夫内閣成立

【農協法公布３０周年記念大会】
・第１５回全国農協大会
・新東京国際空港（成田）開港
・農林省から農林水産省に改称　　　

・第１６回全国農協大会
・５００円硬貨発行
・中曽根康弘内閣成立

・農民課税の適正化
・通運事業運賃上げ反対
・甘藷澱粉の価格対策
・系統組織の整備強化
・農民連盟の組織強化

・食料管理制度に関する決議
・農業基本法の運用に関する決議
・畜産事業体制の確立に関する決議
・農民・農協課税に関する決議

・農業基本対策の確立に関する決議
・農協運動の強化に関する決議
・農協長期計画の実行に関する決議

・協同活動強化運動の推進に関する決議
・基本農政確立に関する決議
・農家等個別経営の体質強化に関する決議
・協同組織体の体質強化に関する決議

・協同活動強化運動の実践に関する決議
・県農協組織の再編成に関する決議
・基本農政の確立要請に関する決議

・農業の振興と農協の方策の策定と実践
・農協経営刷新強化方策の策定と実践
・農協の農政・広報活動の策定と実践
・農畜産物輸入自由化・枠拡大阻止の貫徹

2/25

2
昭和28年

10/26

3
昭和29年

9/27

4
昭和32年

10/28

5
昭和33年

10/24

6
昭和34年

10/26

7
昭和35年

10/25

8
昭和36年

10/26

9
昭和43年

11/19

10
昭和51年

10/14

11
昭和53年

11/17

12
昭和57年

11/24

主 な 出 来 事 及 び 大 会 議 案 回

13

開催日

昭和60年 ・第１７回全国農協大会
・日本電信電話公社、民営化
・日本専売公社、民営化
・プラザ合意

【農協発足４０周年記念大会】
・第１８回全国農協大会
・少額貯蓄非課税制度（マル優）原則廃止
・牛肉・オレンジ輸入自由化交渉合意

・第１９回ＪＡ全国大会
・県連組織整備審議会発足
・ソ連崩壊、湾岸戦争
・雲仙普賢岳火砕流発生
・宮沢喜一内閣成立

・第２０回ＪＡ全国大会
・県立農業大学校開校
・平成米騒動（外国産米の緊急輸入）
・村山富市内閣成立

・第２１回ＪＡ全国大会　　　　　　　　　　　　
・消費税率が３％から５％へ
・新たな米政策大綱決定

・第２２回ＪＡ全国大会　　　　　　　　　　　　　　　
・本県で口蹄疫の疑い症状発生
・「食料・農業・農村基本計画」決定
　（目標年度2010年）

・第２３回ＪＡ全国大会　　　　　　　　　　　　　　　
・鳥インフルエンザ発生
・イラク戦争
・食品安全基本法制定

・第２４回ＪＡ全国大会　　　　　　　　　　　　　　　
・ＪＡグループ宮崎担い手育成・支援大会を開催
・担い手経営安定新法成立

・第２５回ＪＡ全国大会
・政権交代（自由民主党→民主党）
・改正農地法成立

・第２６回ＪＡ全国大会
・社会保障と税の一体改革法案決定
・国際協同組合年
・第10回全国和牛能力共進会で宮崎が連続日本一
・トウモロコシ、大豆、史上最高値更新

・第２７回ＪＡ全国大会
・農協改革
・農協法改正
・ＴＰＰ交渉大筋合意

11/14

14
昭和63年

10/26

15
平成3年

11/18

16
平成6年

11/17

17
平成9年

11/21

18
平成12年

11/17

19
平成15年

11/19

20
平成18年

11/21

21
平成21年

11/26

22
平成24年

11/20

23
平成27年

11/20

主 な 出 来 事 及 び 大 会 議 案

・宮崎県農業・農村振興方策の実践
・農協生活活動基本方針の策定
・農協経営刷新強化方策の実践
・農協教育・広報活動の充実強化

・国際化に対応する宮崎県農業の確立
・組合員・消費者ニーズ、環境変化に対応

する農協事業の展開
・活力ある組織・経営基盤の強化

・本県の特性を活かした農業の確立
・ふれあいと活力のある地域づくり
・組合員の信頼に応える農協づくり
　※愛称『ＪＡ』とＪＡマークの決定

・みやざきブランドの確立
・ふれあいと生きがいのある地域づくり
・組合員との連携を深めた事業・組織づくり

・『共生』による食料・農業・農村地域の基本
方向の確立

・宮崎県農業の特性を活かしたみやざき
ブランドの展開

・農村の活性化とふれあいのある地域づくり
・組合員の期待と信頼に応えるＪＡづくり

・食・農・共生の世紀づくりに向けた
 食料・農業・農村方策の確立
・農家経営安定対策の新たな展開
・時代の要請に応える事業・経営・組織の構築

・安全・安心な食の提供
・地域農業振興による農家経営・生活の安定

と安心の確保
・組合員・消費者・地域に信頼・貢献されるＪＡ

・意欲ある経営体づくりを軸とした地域農業振興
・豊かな地域社会づくりへの貢献と信頼される
ＪＡづくり

【統一目標】『所得アップ！ＧＯ！ＧＯ！テン！』　
・組合員の所得向上のための地域農業の創造
・組合員の豊かな暮らしを支え、地域に信頼

されるＪＡづくり

・夢と希望に満ちた活力ある農業づくり
・幸せで元気な共生社会づくり
・組合員が高い満足を得られるＪＡづくり

・｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動の実践
・｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣

運動の実践
・ＪＡグループ宮崎の機能強化
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JA宮崎県大会の歩み
回

1

開催日

昭和27年 ・第１回全国農協大会
・農地法成立
・白井義男、ボクシングフライ級世界チャンピオン

・第２回全国農協大会
・県経済連設立
・バカヤロウ解散
・ＮＨＫテレビ放送開始

・全中、県中央会設立　　
・第5福竜丸、ビキニ島で水爆被爆
・防衛庁、自衛隊発足
・鳩山一郎内閣成立

【農協法公布１０周年記念大会】
・第５回全国農協大会
・農協刷新拡充三ヶ年計画

・第６回全国農協大会
・大干ばつ（８県に対策本部設置）
・１万円札発行
・天皇・皇后両陛下ご来県

・「県農民連盟通信」（後の農政みやざき）発刊　　
・南部販購連、経済連と合併
・皇太子殿下ご成婚

　

・県信用基金協会設立　
・池田内閣成立（高度経済成長時代へ）　　　　　　
・国民所得倍増計画閣議決定
・ＮＨＫ、ラジオ宮崎（現ＭＲＴ）テレビ放送開始

・農業基本法公布
・農協合併助成法公布
・米ソ有人人工衛星打上げ合戦の幕開け
　（ソ連：ガガーリン人類初宇宙へ）

【農協創立２０周年記念大会】
・えびの地震災害発生
・３億円強奪事件発生

・第１４回全国農協大会　　　　　　　　
・九州縦貫自動車道えびの～高原間開通
・ロッキード事件（田中角栄元首相逮捕）
・福田赳夫内閣成立

【農協法公布３０周年記念大会】
・第１５回全国農協大会
・新東京国際空港（成田）開港
・農林省から農林水産省に改称　　　

・第１６回全国農協大会
・５００円硬貨発行
・中曽根康弘内閣成立

・農民課税の適正化
・通運事業運賃上げ反対
・甘藷澱粉の価格対策
・系統組織の整備強化
・農民連盟の組織強化

・食料管理制度に関する決議
・農業基本法の運用に関する決議
・畜産事業体制の確立に関する決議
・農民・農協課税に関する決議

・農業基本対策の確立に関する決議
・農協運動の強化に関する決議
・農協長期計画の実行に関する決議

・協同活動強化運動の推進に関する決議
・基本農政確立に関する決議
・農家等個別経営の体質強化に関する決議
・協同組織体の体質強化に関する決議

・協同活動強化運動の実践に関する決議
・県農協組織の再編成に関する決議
・基本農政の確立要請に関する決議

・農業の振興と農協の方策の策定と実践
・農協経営刷新強化方策の策定と実践
・農協の農政・広報活動の策定と実践
・農畜産物輸入自由化・枠拡大阻止の貫徹

2/25

2
昭和28年

10/26

3
昭和29年

9/27

4
昭和32年

10/28

5
昭和33年

10/24

6
昭和34年

10/26

7
昭和35年

10/25

8
昭和36年

10/26

9
昭和43年

11/19

10
昭和51年

10/14

11
昭和53年

11/17

12
昭和57年

11/24

主 な 出 来 事 及 び 大 会 議 案 回

13

開催日

昭和60年 ・第１７回全国農協大会
・日本電信電話公社、民営化
・日本専売公社、民営化
・プラザ合意

【農協発足４０周年記念大会】
・第１８回全国農協大会
・少額貯蓄非課税制度（マル優）原則廃止
・牛肉・オレンジ輸入自由化交渉合意

・第１９回ＪＡ全国大会
・県連組織整備審議会発足
・ソ連崩壊、湾岸戦争
・雲仙普賢岳火砕流発生
・宮沢喜一内閣成立

・第２０回ＪＡ全国大会
・県立農業大学校開校
・平成米騒動（外国産米の緊急輸入）
・村山富市内閣成立

・第２１回ＪＡ全国大会　　　　　　　　　　　　
・消費税率が３％から５％へ
・新たな米政策大綱決定

・第２２回ＪＡ全国大会　　　　　　　　　　　　　　　
・本県で口蹄疫の疑い症状発生
・「食料・農業・農村基本計画」決定
　（目標年度2010年）

・第２３回ＪＡ全国大会　　　　　　　　　　　　　　　
・鳥インフルエンザ発生
・イラク戦争
・食品安全基本法制定

・第２４回ＪＡ全国大会　　　　　　　　　　　　　　　
・ＪＡグループ宮崎担い手育成・支援大会を開催
・担い手経営安定新法成立

・第２５回ＪＡ全国大会
・政権交代（自由民主党→民主党）
・改正農地法成立

・第２６回ＪＡ全国大会
・社会保障と税の一体改革法案決定
・国際協同組合年
・第10回全国和牛能力共進会で宮崎が連続日本一
・トウモロコシ、大豆、史上最高値更新

・第２７回ＪＡ全国大会
・農協改革
・農協法改正
・ＴＰＰ交渉大筋合意

11/14

14
昭和63年

10/26

15
平成3年

11/18

16
平成6年

11/17

17
平成9年

11/21

18
平成12年

11/17

19
平成15年

11/19

20
平成18年

11/21

21
平成21年

11/26

22
平成24年

11/20

23
平成27年

11/20

主 な 出 来 事 及 び 大 会 議 案

・宮崎県農業・農村振興方策の実践
・農協生活活動基本方針の策定
・農協経営刷新強化方策の実践
・農協教育・広報活動の充実強化

・国際化に対応する宮崎県農業の確立
・組合員・消費者ニーズ、環境変化に対応

する農協事業の展開
・活力ある組織・経営基盤の強化

・本県の特性を活かした農業の確立
・ふれあいと活力のある地域づくり
・組合員の信頼に応える農協づくり
　※愛称『ＪＡ』とＪＡマークの決定

・みやざきブランドの確立
・ふれあいと生きがいのある地域づくり
・組合員との連携を深めた事業・組織づくり

・『共生』による食料・農業・農村地域の基本
方向の確立

・宮崎県農業の特性を活かしたみやざき
ブランドの展開

・農村の活性化とふれあいのある地域づくり
・組合員の期待と信頼に応えるＪＡづくり

・食・農・共生の世紀づくりに向けた
 食料・農業・農村方策の確立
・農家経営安定対策の新たな展開
・時代の要請に応える事業・経営・組織の構築

・安全・安心な食の提供
・地域農業振興による農家経営・生活の安定

と安心の確保
・組合員・消費者・地域に信頼・貢献されるＪＡ

・意欲ある経営体づくりを軸とした地域農業振興
・豊かな地域社会づくりへの貢献と信頼される
ＪＡづくり

【統一目標】『所得アップ！ＧＯ！ＧＯ！テン！』　
・組合員の所得向上のための地域農業の創造
・組合員の豊かな暮らしを支え、地域に信頼

されるＪＡづくり

・夢と希望に満ちた活力ある農業づくり
・幸せで元気な共生社会づくり
・組合員が高い満足を得られるＪＡづくり

・｢所得アップＧＯ！ＧＯ！テン｣運動の実践
・｢『食と農』『助けあい』を核とした仲間づくり｣

運動の実践
・ＪＡグループ宮崎の機能強化
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第三次

｢農｣を基軸として
地域と共に歩む
ＪＡグループ宮崎

｢農｣を基軸として
地域と共に歩む
ＪＡグループ宮崎

｢農｣を基軸として
地域と共に歩む
ＪＡグループ宮崎
と　き：平成27年11月20日（金）
ところ：シーガイアコンベンションセンター

第２３回 ＪＡ宮崎県大会


